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要 約 

 

 

本論文は，「冷戦期のアメリカの対日外交政策と日本への技術導入－読売新聞グループ

と日本のテレビジョン放送及び原子力導入：1945 年～1956 年－」と題し，序章及び本論５章

から成る． 

序 章 では，占 領 から独 立 の時 期 に，読 売 新 聞 グループが深 く関 わったテレビジョ

ン放 送 と原 子 力 のアメリカ合 衆 国 からの導 入 の過 程 を，新 たに発 見 されたアメリカ

側 の資 料 と読 売 新 聞 グループの柴 田 秀 利 の資 料 などをもとに実 証 的 に分 析 し，読

売 グループのテレビジョン放 送 と原 子 力 の導 入 活 動 とアメリカの対 日 外 交 政 策 ・軍

事 戦 略 の関 係 を論 じることが，本 論 文 の課 題 であるとしている.  

第 １章 「アメリカの心 理 戦 とテレビジョン放 送 」では，アメリカ政 府 が戦 後 の冷 戦 の

初 期 に，軍 事 戦 略 として心 理 戦 の制 度 化 を推 進 し，同 時 に新 しい防 衛 体 制 の確

立 を模 索 していたこと，また「ボイス・オブ・アメリカ」へのソ連 の妨 害 に対 抗 するため

にテレビネットワークを構 築 しようというカール・ムント上 院 議 員 の「ビジョン・オブ・アメ

リカ」演 説 を契 機 として，アメリカ政 府 が心 理 戦 の武 器 としてテレビを位 置 づけ，日

本 へのテレビジョン放 送 導 入 を提 唱 したことを明 らかにしている． 

第 ２章 「日 本 のテレビジョン放 送 導 入 」では，日 本 では，GHQ と密 接 な関 係 を持

った柴 田 秀 利 がムント演 説 の発 見 を契 機 として，1951 年 4 月 に渡 米 してムントと会

談 したこと，その後 ，読 売 新 聞 グループの正 力 松 太 郎 が日 本 テレビ放 送 網 株 式 会

社 を設 立 し，アメリカからコンサルタントを招 請 して日 本 へのテレビジョン放 送 導 入 を

推 進 したこと，これに対 してアメリカは，国 務 省 ，国 防 総 省 ，GHQ が連 携 をとり，日

本 にアメリカ方 式 のテレビ技 術 標 準 を採 用 させるよう十 分 な準 備 を整 えていたこと，

国 務 省 ，国 防 総 省 が，アメリカ方 式 のテレビ技 術 標 準 の採 用 が，極 東 及 び日 本 に

おけるアメリカの軍 事 戦 略 の安 定 化 に寄 与 すると考 えていたことを明 らかにしてい

る． 

第 ３章 「アメリカの原 子 力 政 策 とビキニ事 件 」では，アメリカが 1953 年 12 月 のアイ

ゼンハワー大 統 領 の国 連 演 説 を契 機 に，原 子 力 の平 和 利 用 政 策 の取 組 みを開 始

したものの，その後 ，ビキニ事 件 が発 生 し，アメリカ政 府 が，日 本 の批 判 的 な世 論 の

成 長 を沈 静 化 するため，国 家 安 全 保 障 会 議 ，国 務 省 ，国 防 総 省 を中 心 に，日 本

で原 子 力 平 和 利 用 を進 展 させ，原 子 炉 を導 入 するための取 組 みを開 始 したこと，

また政 府 の動 きとは別 に，民 間 のジェネラル・ダイナミックス社 のホプキンス社 長 が日

本 を含 むアジア諸 国 への「原 子 力 マーシャル・プラン」構 想 を提 案 したことを明 らか

にしている． 

第 ４章 「日 本 の原 子 力 導 入 」では，ジェネラル・ダイナミックス社 のウェルシュ副 社

長 から，原 子 力 について説 明 を受 けていた柴 田 秀 利 が，1955 年 12 月 頃 に国 務 省
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関 係 者 と目 されていたダニエル・ワトソンと接 触 し，ビキニ事 件 後 ，急 速 に高 揚 した

原 水 爆 禁 止 運 動 ・反 米 運 動 に対 抗 するために，日 本 への原 子 力 平 和 利 用 を要 請

したこと，また，ホプキンスの来 日 を契 機 として，読 売 新 聞 社 による「原 子 力 平 和 使

節 団 」招 請 などを実 現 させ，これを受 けて正 力 が原 子 力 の平 和 利 用 を推 進 する基

礎 を築 いたこと，さらに，これらの読 売 新 聞 グループの原 子 力 平 和 利 用 の活 動 が，

アメリカの外 交 政 策 の枠 内 で行 われたことを明 らかにしている． 

第 ５章 「総 まとめ」では，論 文 全 体 の論 点 をまとめるとともに，冷 戦 初 期 の日 本 の

科 学 技 術 の展 開 を，戦 勝 国 アメリカと敗 戦 国 日 本 の両 方 の立 場 から分 析 し，それ

ら双 方 の立 場 を総 合 的 に理 解 することの必 要 性 を述 べている． 
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The US Foreign Pol icy and the Introduct ion o f  Technology 

to Japan in the Ear ly Per iod of  the Cold War 

–Yomiur i  Shimbun and the Introduct ion of  Televis ion 

Broadcast ing and Atomic Energy to Japan 

:  1945～1956 – 

 

Tokyo Inst i tute o f  Technology 

Kenzo OKUDA 

   

 

Abstract： 

This thesis d iscusses the re lat ionship between the development o f  the US 

foreign pol icy toward Japan and the act iv it ies o f  Yomiur i  Sh imbun, a pr ivate 

dai ly owned by Matsutaro Shor ik i ,  through an empir ica l  analys is based on newly 

found US documents re lat ing to the introduct ion o f  te levis ion broadcast ing and 

atomic energy to Japan from the occupat ion to independent per iods and the 

f i les o f  Hidetoshi  Sh ibata,  Shor ik i’s r ight  hand.        

The US government ut i l ized te lev isions as a mean o f  psychologica l  war fare 

for the mi l i tary purposes against the communism in the ear ly per iod of  the Cold 

War, and then regarded that  Japan’s adopt ion o f  the US TV standards was 

important as a part o f  the strategy for Japan-US al l iance a fter the 

independence o f  Japan. 

   Regard ing atomic energy, the US government started its internat ional  

pol icy on the peacefu l  ut i l izat ion of  atomic energy with Pres ident Eisenhower’s 

“Atoms for Peace” address at  the general  assembly o f  the United Nat ions in  

December, 1953. The Bikin i  inc ident soon after that  made the US government  

fear the emergence of  ant i-US campaigns by the inc ident and start  specia l  

counter-campaigns for the ut i l izat ion of  atomic energy for peacefu l uses in 

Japan. The General Dynamics was a lso act ive in introducing atomic power to 

Japan independent ly of  the government. 

   I t  is  argued that a lthough act iv it ies o f  Yomiur i  Shimbun’s group were 

considerably remarkable,  the introduct ion o f te levis ion broadcast ing and 

atomic energy was strongly in f luenced by the US fore ign pol icy toward Japan 

and was rea l ized with in the framework of  it .   

The evaluat ion about the development o f  technology in postwar Japan maybe 

di f fers between the v ictor ious nat ion, the US, and the defeated nat ion, Japan.  

In th is study, i t  i s  pointed out the importance of  understanding of  the h istory 

of  technology at  that  t ime from both s ides. 

 

 

 

 

 

 

 

 



序 章  課 題 の設 定  

 

 

１．はじめに－歴 史 的 概 観 と本 研 究 の課 題 － 

 第 二 次 世 界 大 戦 の敗 戦 は，日 本 の科 学 技 術 の歴 史 に大 きな影 響 を及 ぼした．

戦 後 ，アメリカは，日 本 に対 して，占 領 政 策 ，サンフランシスコ講 和 条 約 の交 渉 ，さ

らに独 立 後 に日 米 の軍 事 的 な同 盟 体 制 の整 備 などを推 し進 めた．この時 期 は，東

西 冷 戦 の初 期 に当 たり，ソ連 ・共 産 勢 力 に対 抗 するために，アメリカが新 しい防 衛

体 制 の確 立 を模 索 していた時 期 でもあった．占 領 から独 立 の時 期 にアメリカ政 府 の

影 響 を受 けながら発 展 を遂 げた科 学 技 術 分 野 がある．テレビジョン放 送 と原 子 力 は，

その代 表 的 なもので，ともに民 間 の読 売 新 聞 グループが深 く関 わった．本 論 文 は，

テレビジョン放 送 と原 子 力 の導 入 に関 する読 売 新 聞 グループの活 動 を，敗 戦 から１

９５６年 の正 力 松 太 郎 の原 子 力 委 員 長 就 任 の時 期 について取 り上 げ，それらとアメ

リカの対 日 外 交 政 策 ・軍 事 戦 略 の展 開 との関 係 について論 じる． 

第 二 次 世 界 大 戦 後 ，連 合 国 軍 最 高 司 令 官 総 司 令 部 （General  Headquarters

／the Supreme Commander for Al l ied Powers，GHQ）のダグラス・マッカーサー

（Gen. Douglas MacArthur）は，日 本 の非 軍 事 化 ・民 主 化 の政 策 を推 し進 めた． 1

科 学 研 究 に関 しては，それまで日 本 で実 施 されてきた軍 事 関 連 の研 究 を禁 止 し，

民 主 化 に向 けた再 編 を図 った．原 子 力 ，レーダーとこれに関 連 したテレビ，さらに航

空 科 学 研 究 は，日 本 が再 び軍 事 化 を図 るのではないかという疑 念 から，占 領 開 始

直 後 から強 い禁 止 措 置 を受 けた. 2このとき同 時 にGHQは，日 本 の科 学 技 術 の再

編 は基 本 的 には日 本 人 自 身 の努 力 で実 現 すべきであるという立 場 をとり，科 学 者

に対 するそれまでの国 家 管 理 体 制 を見 直 し，学 術 体 制 の再 編 を推 進 した．また，

放 送 に関 しては民 主 化 の推 進 を行 い，それまで政 府 の事 実 上 の独 占 的 支 配 管 理

にあった日 本 放 送 協 会 （NHK）の他 に，民 間 放 送 を設 立 する活 動 を奨 励 した． 

1947 年 3 月 にアメリカは，ハリー・トルーマン（Harry S. Truman）大 統 領 宣 言 によ

って，米 ソ冷 戦 の幕 開 けを世 界 に告 げた．対 日 外 交 政 策 に関 して，49 年 12 月 に

同 盟 国 であったイギリスは，日 本 へのソ連 の軍 事 的 浸 透 を阻 止 する極 東 における最

も望 ましい安 全 保 障 体 制 は，日 米 間 で二 国 間 防 衛 協 定 を結 ぶことであると指 摘 し

た． 3 また，対 日 講 和 担 当 の特 使 となったジョン・F・ダレス（John F. Dul les）は，日 本

が国 連 に加 盟 してアメリカに軍 事 施 設 を提 供 するという安 全 保 障 システム構 想 を提

案 した．4 

ア メ リ カ は ， 戦 時 中 か ら 軍 事 戦 略 の 一 環 と し て ， 陸 軍 省 の 中 に 心 理 戦

（psychologica l  war fare）部 門 を整 備 し，海 外 向 け放 送 として 1942 年 に「ボイス・オ

ブ・アメリカ」（Voice o f America，VOA）を開 設 していた．戦 後 ，冷 戦 開 始 を受 けて，

トルーマンは 1947 年 7 月 に「国 家 安 全 法 」を制 定 し，政 府 機 関 として，中 央 情 報 局
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（ Centra l  Inte l l igence Agency ， CIA ） ， 国 家 安 全 保 障 会 議 (National  Secur ity 

Counci l，NSC)を設 置 して態 勢 の強 化 を図 り，さらに 1948 年 には VOA を対 ソ戦 略

上 の手 段 として位 置 付 け直 した．また，テレビ技 術 の開 発 に伴 って，テレビジョン放

送 が心 理 戦 の有 用 な手 段 として理 解 された結 果 ，1950 年 6 月 にカール・ムント

（Karl E. Mundt）上 院 議 員 は，上 院 議 会 において「ビジョン・オブ・アメリカ」演 説 を

行 い，テレビを利 用 した心 理 戦 の必 要 性 を説 き，その中 で，日 本 への導 入 を強 く主

張 した． 

1951 年 9 月 5 日 に，日 米 間 の講 和 条 約 が締 結 された． 5 これにより日 本 は主 権

を回 復 し，経 済 活 動 でも独 自 の展 開 が可 能 となった．しかし，日 本 のアメリカ依 存 は

強 化 され，極 東 での軍 事 行 動 を展 開 するために日 本 領 土 を利 用 することが法 規 上

認 められた.西 側 諸 国 とソ連 ，共 産 主 義 国 との対 立 は激 化 し，アメリカの軍 事 的 努

力 は，日 本 をめぐるその後 の冷 戦 期 の国 際 関 係 にとって決 定 的 な要 因 の一 つにな

った．6 

テレビ研 究 は 1946 年 7 月 に，原 子 力 研 究 は 1952 年 4 月 28 日 の講 和 条 約 発

効 と同 時 に，それぞれ解 禁 され， 7  その後 ，両 技 術 とも国 内 での自 主 的 な開 発 の

動 きが生 じたものの，結 果 的 にはアメリカから技 術 援 助 を受 ける形 で導 入 と開 発 が

進 められた．テレビに関 しては，アメリカでは，ムント演 説 後 ，民 間 ，政 府 機 関 が連 携

を取 ったのに対 し，日 本 では，正 力 松 太 郎 を社 主 とする読 売 新 聞 グループが，積

極 的 な導 入 の姿 勢 を示 して，民 間 テレビジョン放 送 の実 現 に進 んだ．8  

また，原 子 力 に関 しては，アメリカは，日 本 の独 立 後 の 1953 年 12 月 8 日 のドワ

イト・アイゼンハワー（Dwight D. Eisenhower）大 統 領 の国 連 での「平 和 のための原

子 」演 説 を契 機 に，同 盟 国 への核 兵 器 の拡 散 と，原 子 力 の平 和 的 利 用 を国 際 的

に推 進 する政 策 を展 開 しはじめた．1954 年 3 月 にビキニ事 件 が発 生 すると，アメリ

カは日 本 での対 米 感 情 の悪 化 を懸 念 し，NSC が中 心 となって日 本 への商 業 用 原

子 炉 導 入 の検 討 を進 めた．これに対 し日 本 では，正 力 が原 子 力 導 入 に積 極 的 な

反 応 を示 し，ついで 1955 年 １１月 に原 子 力 担 当 大 臣 に就 任 して原 子 力 基 本 法 の

制 定 などを推 進 した． 

エレクトロニクス分 野 のテレビジョン放 送 とエネルギー分 野 の原 子 力 の一 連 の導

入 の実 現 に際 しての正 力 の行 動 の背 後 には，それを実 質 的 に支 えた人 物 として，

正 力 の懐 刀 であった柴 田 秀 利 の存 在 があった．柴 田 は，終 戦 直 後 からGHQ担 当

の記 者 として当 局 者 と密 接 な関 係 を持 った． 9  その後 ，テレビジョン放 送 導 入 に関

しては，ムント演 説 の発 見 を契 機 に渡 米 してムントと会 談 し，正 力 とともにわが国 初

の民 間 放 送 局 の設 立 を推 進 した．原 子 力 導 入 に関 しては，テレビジョン放 送 導 入

後 に，その時 に形 成 したアメリカの人 脈 によって，正 力 を支 援 した．このような柴 田

秀 利 の役 割 は，彼 の著 した『戦 後 マスコミ回 遊 記 』の出 版 によって，注 目 されるよう

になった.1 0 
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テレビジョン放 送 ，原 子 力 導 入 は，いずれも，日 本 国 内 では，戦 後 の文 化 的 ・経

済 的 な復 興 としての側 面 を持 っている．しかし，本 論 文 では，日 本 の占 領 から独 立

の時 期 ，とりわけ 1945 年 から 1956 年 にかけてのアメリカの対 日 外 交 政 策 及 び軍 事

戦 略 を視 野 に入 れて，日 米 双 方 でどのように行 動 が展 開 されたかについて分 析 を

行 う． 

 

 

写 真 １．柴 田 秀 利 （1986 年 10 月 撮 影 ） 

（柴 田 秀 利 資 料 ） 

 

２．先 行 研 究  

第 二 次 世 界 大 戦 後 ，GHQは日 本 の非 軍 事 化 ・民 主 化 政 策 に従 い，基 本 的 に

は，科 学 技 術 活 動 を管 理 下 に置 き，その再 編 を図 った．この活 動 における，各 科 学

技 術 分 野 の歴 史 的 経 緯 は，学 術 団 体 などの編 集 になる通 史 的 文 献 などに記 され

ている． 1 1 

テレビジョン放 送 については，各 テレビジョン放 送 局 で編 集 された社 史 類 ，学 会 ，

学 術 団 体 編 集 の通 史 的 文 献 ，国 会 会 議 録 及 びGHQ公 文 書 などの中 で，日 本 の

テレビ研 究 史 やムント演 説 後 の日 本 への導 入 経 過 が記 されている．1 2最 近 では，放

送 ・メディアの分 野 の立 場 から，アメリカ側 の公 開 資 料 により，アメリカ側 の動 きを記

した文 献 もあるが，最 終 的 な結 論 は 2 次 資 料 に基 づく見 解 となっている． 1 3 そのた

め，それは従 来 の理 解 の範 囲 を超 えるものにはなっていない． 

原 子 力 導 入 に関 しては， 主 に日 本 学 術 会 議 の審 議 記 録 ，学 術 団 体 編 集 の通

史 的 文 献 ，国 会 会 議 録 及 びGHQ公 文 書 などの中 で，原 子 力 研 究 の解 禁 後 の日

本 学 術 会 議 の動 き，アイゼンハワー大 統 領 の国 連 演 説 とこれに呼 応 した政 治 家 ら

の動 きが明 らかにされている．1 4 ， 1 5  
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日 本 へのテレビジョン放 送 及 び原 子 力 導 入 に関 しては，従 来 は，日 本 が外 国 か

ら強 力 に国 内 研 究 の禁 止 を受 け，後 に外 国 ，特 にアメリカの政 策 の影 響 を受 けて

導 入 したものとして認 識 されている．これによる日 本 の科 学 技 術 の発 展 に関 する見

解 は，おもに敗 戦 国 としての日 本 の立 場 からのものであった．しかし，最 近 アメリカ側

から資 料 が公 開 され，日 米 双 方 の動 向 をつき合 わせて議 論 をすることが可 能 になっ

た． 

  

３．本 研 究 で使 用 した資 料 と論 文 構 成  

日 本 へのテレビジョン放 送 及 び原 子 力 導 入 は，その実 現 計 画 が具 体 化 した後 の

アメリカと日 本 との対 応 や日 本 国 内 の経 緯 はよく知 られているが，計 画 の具 体 化 ま

でのアメリカ政 府 ，とりわけ，国 務 省 ，国 防 総 省 ，議 会 などの動 向 の詳 細 は必 ずしも

明 らかではなかった．その要 因 の１つはアメリカ政 府 の内 部 で，それらの問 題 が機 密

事 項 として扱 われてきたことである． 

本 研 究 に関 する資 料 調 査 の過 程 で，日 本 へのテレビジョン放 送 及 び原 子 力 の

導 入 について，アメリカ側 の動 向 に関 する新 たに公 開 された資 料 を入 手 した．テレビ

ジョン放 送 導 入 に関 する資 料 は，カール・ムント図 書 館 資 料 1 6，米 国 立 公 文 書 館 Ⅱ

所 蔵 の国 務 省 関 係 資 料 ，ハーバート・フーバー（Herbert  C. Hoover）大 統 領 図 書

館 で 1990 年 に公 開 されたホールスーセンペーパー 1 7 などである．原 子 力 に関 する

資 料 は，ドワイト・アイゼンハワー大 統 領 図 書 館 所 蔵 の国 家 安 全 保 障 会 議 や国 防

総 省 等 の関 係 資 料 と，国 立 公 文 書 館 Ⅱ所 蔵 の国 務 省 関 係 資 料 で，ともに 1990 年

代 半 ばに公 開 された． 1 8 これに対 し，日 本 側 の基 本 資 料 は，テレビジョン放 送 ，原

子 力 導 入 ともに読 売 新 聞 グループの事 実 上 の責 任 者 であった柴 田 秀 利 が残 し，

筆 者 が管 理 している資 料 （以 下 では，柴 田 文 書 ）である． 1 9 

アメリカ側 の資 料 は，アメリカ側 の取 組 み姿 勢 が，これまでの認 識 以 上 に計 画 的

であったこと，また，GHQ，本 国 側 の政 府 ，とりわけ，国 務 省 ，国 防 総 省 ，議 会 ，さら

に民 間 が相 互 に連 携 を取 り，十 分 な事 前 準 備 に基 づいて実 行 したことを示 している．

これらのアメリカ側 の資 料 は，アメリカ側 の活 動 に関 して実 証 的 な立 場 から分 析 し，

考 察 することを可 能 とした． 

本 論 文 は，戦 後 の冷 戦 期 のアメリカから日 本 へのテレビジョン放 送 及 び原 子 力

導 入 の一 連 の動 きにおいて，これらの資 料 により，実 証 的 立 場 から，アメリカ側 の関

係 者 と柴 田 秀 利 ，正 力 松 太 郎 ら読 売 新 聞 グループに焦 点 を当 てた分 析 を行 う．第

１章 では，アメリカの心 理 戦 略 とテレビジョン放 送 の関 係 及 び，カール・ムントの「ビジ

ョン・オブ・アメリカ」議 会 演 説 について示 し，第 ２章 では，ムント演 説 を契 機 に，日 本

の独 立 後 の軍 事 的 立 場 の維 持 などのため，テレビを心 理 戦 の手 段 として利 用 した

アメリカの対 日 外 交 政 策 ・軍 事 戦 略 について明 らかにする．第 ３章 では，アイゼンハ

ワー大 統 領 の国 連 演 説 によるアメリカの原 子 力 政 策 表 明 の数 ヵ月 後 に発 生 したビ
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キニ事 件 へのアメリカ政 府 の対 応 と民 間 企 業 の動 きについて示 し，第 ４章 では，日

本 への原 子 炉 導 入 においては，日 本 側 では民 間 の読 売 新 聞 グループが「原 子 力

平 和 使 節 団 」の実 現 などを推 進 したのに対 し，米 国 側 では，政 府 ，民 間 の双 方 が

連 携 をとって日 本 への原 子 力 導 入 に対 して行 動 し，結 果 的 に，日 本 への原 子 力 導

入 が，米 国 の対 日 外 交 ，軍 事 政 策 の枠 内 で展 開 されたことを明 らかにする． 

なお，日 本 側 の基 本 資 料 である柴 田 文 書 について，本 論 文 では，米 国 側 関 係

者 と交 わした手 紙 ，渡 米 中 の日 記 ，写 真 などを引 用 した．この中 の，特 に，手 紙 ，

日 記 の原 資 料 を巻 末 に示 す．これらの原 資 料 は，本 論 文 を通 じて初 めて公 開 した

ものである．また，合 わせて，関 係 項 目 の年 表 も示 した． 
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第 １章  アメリカの心 理 戦 とテレビジョン放 送  

 

 

１．アメリカの軍 事 戦 略 としての心 理 戦  

テレビジョン放 送 は，後 述 する原 子 力 とともに，アメリカの軍 事 戦 略 の１つである心

理 戦 と大 きな関 係 を持 っていた．アメリカにおける心 理 戦 は，第 二 次 世 界 大 戦 に入

ると，その制 度 が急 速 に整 えられた． 

心 理 戦 の目 的 は，さまざまな手 段 を行 使 して，人 びとに戦 略 的 に有 効 な心 理 的

効 果 をもたらすことにあった．心 理 戦 には，「白 」（公 的 ）・「黒 」（機 密 ）・「灰 色 」の 3

種 類 の機 能 があった． 2 0このうち，「白 」い機 能 は，情 報 を明 瞭 な事 実 として公 衆 に

理 解 させることを目 指 したプロパガンダで，VOAなどによる配 信 は，その代 表 的 な例

であった．これとは対 照 的 に「黒 」い機 能 は，敵 の文 書 の捏 造 などの非 合 法 な手 段

によって，公 衆 に不 信 ・混 乱 ・恐 怖 を与 えることを目 指 したものであった．「灰 色 」の

機 能 は，その名 前 が示 唆 するように，「白 」，「黒 」の中 間 的 なものであった． 2 1 

 

             

写 真 ２．冷 戦 期 の「白 」，「黒 」，「灰 」色 のプロパガンダ 

（Saul Padover and Harold Lasswell， Psychological Warfare）   

 

 心 理 戦 部 門 の制 度 化 の嚆 矢 として，1941 年 7 月 にフランクリン・ルーズベルト

（Frankl in D. Roosevelt）大 統 領 の指 揮 の下 に，国 務 省 と陸 軍 省 の協 力 で，外 国

の情 報 を収 集 ・分 析 してプロパガンダを行 う機 関 として情 報 調 整 局 （Coordinator o f  

In format ion，COI）が設 置 され2 2，ウィリアム・ドノバン（Wil l iam Donovan） 2 3 が担 当

者 となった．これに伴 い，海 外 情 報 サービス（FIS）が運 用 され，VOAの起 源 となる国

際 ラジオ放 送 が開 始 された.1941 年 12 月 の日 本 の真 珠 湾 攻 撃 以 後 は，日 本 に向
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けた戦 争 のプロパガンダの手 段 として利 用 された.2 4 1942 年 2 月 にVOA放 送 が正

式 に開 始 され，6 月 には「白 」い機 能 がCOIより分 離 されて，それを専 門 的 に担 う戦

時 情 報 局 （Off ice o f  War In format ion，OWI）が設 置 された． 2 5  VOAは，戦 争 中 に，

OWIに所 属 する米 国 広 報 庁 （United States In format ion Service，USIS）の下 で拡

大 され，冷 戦 期 に入 ると，1948 年 １月 に，後 述 する「スミス‐ムント法 」が制 定 され，国

務 省 の管 理 下 に置 かれた．1950 年 代 にVOAは「心 理 戦 の１つのタイプ」と呼 ばれる

ようになった．2 6   

ドノバンは， 1943 年 に COIを再 編 成 して，「 黒 」い機 能 のみを担 う 戦 時 戦 略 局

（Off ice o f  Strategic Services，OSS）を設 置 し，その長 官 となった．OSSは，1947 年

7 月 の国 家 安 全 法 の制 定 に伴 い解 体 ・整 理 され，トルーマン大 統 領 により，主 にソ

連 ・共 産 主 義 勢 力 に対 する独 立 の機 密 機 関 としてCIAが設 立 された．これと同 時 に，

国 務 省 内 に，国 務 省 と国 防 総 省 の連 携 を強 化 するために，国 内 外 の軍 事 戦 略 の

管 理 について大 統 領 に助 言 する国 家 安 全 保 障 会 議 （NSC）が設 置 された． 2 7   

NSC は，大 統 領 を議 長 として，国 務 長 官 ・国 防 長 官 ・陸 軍 ・海 軍 ・空 軍 の各 長 官

及 び国 家 安 全 資 源 委 員 会 議 長 などで構 成 された．2 8 

設 置 直 後 にNSCは，文 書 NSC4 により「反 米 プロパガンダに対 する米 国 政 府 の海

外 情 報 手 段 の調 整 」に関 する機 密 政 策 を示 した. 2 9 NSC4 は，さらにNSC4Aとして，

「NSCの活 動 の中 で，米 国 政 府 の公 的 な海 外 情 報 活 動 は機 密 の心 理 戦 略 活 動 に

よって補 佐 されなければならない」と，公 的 活 動 の関 与 も包 含 する内 容 に修 正 され

た.3 0  

その後 ，1950 年 6 月 に朝 鮮 戦 争 が勃 発 すると，米 国 政 府 の公 的 及 び機 密 機 能

を担 う機 関 は，それぞれ高 度 に整 備 された．機 密 機 能 を担 う機 関 としては，1951 年

8 月 に NSC の内 部 部 門 として，大 統 領 を補 佐 して海 外 情 報 や心 理 戦 略 に関 して

政 府 の複 数 機 関 を調 整 する心 理 戦 略 委 員 会 （PSB）が設 置 され，国 防 総 省 ，CIA，

相 互 安 全 保 障 局 （Mutual  Secur ity Agency，MSA）等 の少 人 数 のメンバーから構

成 された．その後 ，1953 年 に PSB は，作 戦 調 整 委 員 会 （Operat ions Coordinat ing 

Board，OCB）に再 編 された.  

また，共 産 勢 力 への対 抗 のため，1948 年 には「スミス-ムント法 」が制 定 され，情

報 活 動 の公 的 機 関 としてVOAに法 的 権 威 が与 えられ，VOAは単 なる宣 伝 機 関 から

国 際 情 報 教 育 機 関 へと変 貌 した．その後 ，1953 年 8 月 に，米 国 情 報 局  (United 

States In format ion Agency，USIA)が設 立 され，国 際 的 な情 報 活 動 の整 備 を整 え，

機 密 機 能 を担 うCIAと共 に独 立 した地 位 が与 えられた．USIAの長 官 はOCBの幹 部

によって指 名 され，CIAと海 外 の機 密 情 報 管 理 に関 して連 携 を取 った．USIAは，

VOAの活 動 のさらなる拡 大 ・整 備 を図 るとともに，後 にテレビジョン放 送 が開 始 され

ると，その技 術 的 援 助 と助 言 を行 った. 3 1 さらに，NSCは，後 に述 べる原 子 力 問 題

に関 して，1953 年 3 月 に，文 書 NSC145 により「実 用 的 原 子 力 発 電 の開 発 」に関 す
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る政 策 を3 2，また，12 月 には，文 書 NSC151/2 により「占 領 国 に対 する原 子 力 情 報

の公 表 」に関 する政 策 などを示 すことになった. 3 3 

 

２．アメリカの通 信 技 術 ･テレビ技 術 の発 展  

 もともと，テレビの発 明 はイギリスのジョン・ベアーﾄﾞによるもので，1925 年 にロンドン

でテレビジョン放 送 の公 開 実 験 に成 功 した．1937 年 には走 査 線 405 本 ，映 像 数 毎

秒 50 フィールドの方 式 が，イギリスの技 術 標 準 として決 定 され，同 年 ，BBCにより世

界 で初 めて，ジョージ 6 世 の戴 冠 式 の中 継 が行 われた．アメリカでは，1931 年 に

RCA（the Radio Corporat ion o f  America）が常 時 実 験 放 送 を開 始 した．1934 年 に

は通 信 法 （the Communicat ions Act）が制 定 され，これに基 づき直 接 議 会 に対 して

責 任 を負 う独 立 政 府 機 関 として，テレビ，ラジオ放 送 等 の通 信 に関 し，国 内 ・国 際

的 管 理 を行 う連 邦 通 信 委 員 会 （Federal  Communicat ions Commiss ion，FCC）が

設 立 された．しかし，免 許 制 度 ・技 術 標 準 への対 応 が遅 れたため，正 式 の商 業 用

放 送 は 1939 年 に開 始 され，1941 年 に走 査 線 525 本 ，映 像 数 毎 秒 60 フィールド

の方 式 が，アメリカのテレビの技 術 標 準 として決 定 された．3 4その後 ，テレビジョン放

送 は，戦 時 中 は中 断 され，戦 後 になって 1948 年 に再 開 された． 3 5 また，1930 年 代

にマイクロウェーブネットワーク中 継 システムの開 発 が開 始 され，1940 年 代 にアメリカ

電 信 電 話 会 社 （AT＆T）は，電 話 ，電 信 ，テレビのネットワーク化 のために，同 軸 ケ

ーブルの多 重 化 システムの開 発 を推 進 した． 

  戦 後 ，1948 年 11 月 に，RCAのデビッド・サーノフ会 長 （David Sarnof f）は，トルー

マン大 統 領 に，冷 戦 期 の国 家 安 全 保 障 のためにグローバル通 信 ネットワークのアイ

デアを提 唱 した．サーノフは大 統 領 宛 の手 紙 の中 で3 6，「私 は国 防 長 官 に，空 軍 に

よる大 洋 横 断 飛 行 を利 用 した無 線 中 継 システムを提 案 しました． 3 7 このシステムは，

空 軍 の国 家 安 全 保 障 に対 し有 用 な情 報 を得 ることができるでしょう．システムは遠

方 からアメリカの方 向 に飛 んでくる誘 導 ミサイルを迎 撃 することができ，核 時 代 の国

家 安 全 保 障 の最 も主 要 な支 援 システムとなるでしょう．」と述 べ，具 体 的 な提 案 書 を

添 付 した．3 8その概 要 は，次 のようなものである．「・・・アメリカは，長 距 離 の敵 の基 地

から，高 空 を高 速 で航 行 してきた核 弾 頭 を備 えた誘 導 ミサイルにより攻 撃 を受 ける

かもしれない．この対 抗 手 段 として，ミサイルの到 達 地 点 のずっと遠 方 で，しかも核

爆 発 とその放 射 性 副 産 物 の影 響 を最 小 にするような成 層 圏 での望 ましい迎 撃 と破

壊 が必 要 である．これは例 えば，自 動 追 尾 の対 抗 ミサイルにより達 成 されるだろう．

重 要 な要 素 は，通 信 中 継 と迎 撃 の方 法 で，これに，飛 行 無 線 中 継 システムを使 用

する．飛 行 無 線 中 継 システムは，航 空 機 を飛 ばして規 則 的 な等 間 隔 の配 置 を確 保

し，その各 々が無 線 中 継 局 にするものである．航 空 機 は，250 から 300 マイル毎 に一

定 間 隔 で配 置 されて，１つの方 角 に持 続 的 に飛 行 しながら，マイクロウェーブを使

用 して前 後 2 方 向 に通 信 を行 う．システムは多 重 チャンネルに分 割 されて，ミサイル
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の迎 撃 の利 用 のほか，テレビ，ファクシミリ，電 話 と電 報 ，気 象 台 への気 象 予 報 情 報

などを提 供 する通 常 の商 業 活 動 にも利 用 することができる．さらに，機 密 と国 家 安

全 保 障 の見 地 から，システムには，輸 送 または商 業 用 活 動 だけに携 わっているよう

に見 える航 空 機 を使 用 し，そうすれば敵 が非 常 に重 要 な軍 の重 要 機 密 を知 ること

ができないという，更 なる利 点 が得 られる．・・・」 

このアイデアは，テレビ，電 話 などの国 際 電 気 通 信 設 備 と軍 事 的 なミサイル攻 撃

システムを複 合 させたものであった．また，ここには，テレビジョン放 送 と軍 事 戦 略 の

併 用 と共 に核 兵 器 との関 係 が示 されている． 

 

３．心 理 戦 の一 環 としてのカール・ムントの「ビジョン・オブ・アメリカ」 

アメリカからの日 本 のテレビジョン放 送 導 入 に関 して重 要 な人 物 として登 場 するの

は，「情 報 政 策 の生 みの親 」と言 われたカール・ムントである．ムントは 1900 年 6 月 3

日 にサウスダコタ州 に生 まれ，中 学 校 の教 師 を経 て，1938 年 に下 院 議 員 に当 選 し，

その後 1948 年 から 73 年 まで上 院 議 員 を務 めた． 

   

 

 

                 写 真 ３．カール・ムント 

                 （カール・ムント図 書 館 資 料 ） 

 

こ の 間 ， 1941 年 に 非 米 活 動 委 員 会 （ The House Un-American Act iv it ies 

Committee ，HUAC)と後 に呼 ばれることになるダイズ（Mart in Dies 3 9 ）委 員 会 のメ

ンバーとなり4 0，太 平 洋 戦 争 中 の 1943 年 6 月 に日 系 アメリカ人 の強 制 収 容 所 を調

査 し，日 本 人 の処 分 の決 定 などを実 施 した． 4 1  ムントが下 院 から上 院 に移 った時

期 の 1947 年 ころには，ベルリン・朝 鮮 など世 界 各 地 で，アメリカとソ連 との対 立 が激

化 した．彼 はこの冷 戦 状 態 を重 要 視 し，情 報 外 交 政 策 に取 組 んだ．彼 は共 産 主 義

者 が世 界 のいたるところに潜 入 して，秘 密 工 作 や宣 伝 を行 うことで，「平 和 と安 全 保
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障 」が危 険 にさらされると考 え，共 産 主 義 の侵 略 に反 対 するための国 際 的 な戦 略 の

必 要 性 を強 調 した．この時 期 のムントの主 張 には，（1）外 国 への情 報 発 信 としての

VOAの推 進 ，（2）国 連 憲 章 の改 正 によるソ連 の安 全 保 障 理 事 会 の常 任 理 事 国 の

権 限 の剥 奪 が含 まれていた．4 2 

 ムントは，ソ連 の宣 伝 を打 ち消 す最 良 の方 法 が，VOAに法 的 な権 威 を与 えること

にあると確 信 し，前 述 のように，1948 年 に「スミス‐ムント法 」を制 定 した．しかし，VOA

はその後 もソ連 の電 波 的 な妨 害 を受 け続 けた． 4 3  この結 果 ，ムントはVOAがプロパ

ガンダ手 段 として技 術 的 に不 十 分 であると認 識 し，これに対 抗 する手 段 を検 討 した．

2 年 後 の 1950 年 にムントは，ラジオを超 えた新 しい形 態 のメディアであるテレビを使 う

構 想 を固 め，スミス‐ムント法 の機 能 を拡 大 する試 みを行 った．ムントはこれをVOAに

関 連 づけて「ビジョン・オブ・アメリカ」と名 づけた．  

 1950 年 6 月 5 日 ，ムントは第 81 回 上 院 議 会 における「ビジョン・オブ・アメリカ」演

説 で，テレビ戦 略 を提 唱 した．4 4  

 ムントは冒 頭 で，アメリカの外 交 政 策 の必 須 の 3 項 目 として（1）軍 事 ，（2）経 済 ，

（3）思 想 と情 報 を挙 げた．（3）は世 界 戦 略 の最 も重 要 な要 素 で，これに関 連 する思

想 的 衝 突 ，つまり冷 戦 は加 速 の状 況 にあり，思 想 やプロパガンダによる心 理 戦 争

（psychologica l  war）は起 きるべくして起 きたので，この法 案 は心 理 戦 争 のために武

器 を供 給 すると，法 案 の目 的 を示 している． 

 心 理 戦 の武 器 としてムントが提 案 したのがテレビ技 術 である．彼 は，世 界 中 で無 数

の「方 言 」を使 用 している状 況 では，ラジオ（「know-how」＝耳 で聞 く）では限 界 があ

り，これからは，VOA がソ連 から受 けている妨 害 行 為 を排 除 するためにも，これを超

えたテレビ（「show-how」＝目 で見 る）の時 代 に進 んで，次 のステップの法 律 化 が必

要 であると説 明 している．そして，元 教 育 者 の経 験 から，「1 つの絵 は 1 万 語 の価 値

がある」，「1 人 の教 師 が数 百 万 人 の生 徒 に教 える」と訴 えた． 

 さらにコスト面 でも実 際 的 であり，手 始 めに日 本 ・トルコ・インドネシア・フィリピンで

実 施 したいとして，図 面 と投 資 額 を提 示 した． 4 5 

 日 本 の計 画 については，（1）コスト 460 万 ドル（B-36 爆 撃 機 2 機 分 に相 当 ）4 6の

全 国 的 なネットワークで，（2）東 京 に主 放 送 局 ，地 方 に 22 の中 継 局 を建 設 ，（3）占

領 軍 は「ｓhow-how」により民 主 主 義 の教 育 を行 うなどと，具 体 的 な数 値 を提 示 し

た． 

 また彼 は，占 領 した日 本 ・ドイツは，ともに世 界 で経 済 的 地 位 の奪 還 を図 るだろう

が，民 主 主 義 への転 換 を達 成 するまでわれわれは日 本 やドイツを去 ってはならない

と，占 領 国 に対 して厳 しく対 処 する姿 勢 を示 した．そして，日 本 ではマッカーサー将

軍 が十 分 にコントロールしており，財 源 も十 分 と考 えるので，この計 画 を急 速 に推 進

しても大 丈 夫 であると述 べ，占 領 政 策 におけるテレビの重 要 性 を強 調 しながら，日

本 に対 してとりわけ積 極 的 に取 組 む姿 勢 を示 した． 
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 さらに，当 時 のテレビ開 発 のリーダーは，先 にトルーマン大 統 領 に国 家 安 全 保 障

のための構 想 を提 唱 したデビッド・サーノフRCA会 長 であることを認 め，演 説 に先 立

ってサーノフが作 成 した「世 界 テレビネットワーク計 画 」 4 7 に関 する資 料 を使 用 する

許 可 を得 たと陳 述 した．  

最 後 にムントは，「私 は，ボイス・オブ・アメリカに，『ビジョン・オブ・アメリカ』を加 え

ることを提 案 する．そして私 は建 設 的 なこの『see bomb』の連 鎖 反 応 は，原 子 爆 弾

の連 鎖 反 応 の破 壊 的 規 模 と匹 敵 することを予 言 したい」と締 めくくり，テレビが冷 戦

の戦 略 に対 して強 大 な力 を持 ったメディアであることを強 調 した． 

「ビジョン・オブ・アメリカ」構 想 を支 えた人 物 としては，ムントの議 会 演 説 の基 礎 に

なった具 体 的 な資 料 の準 備 を整 えたサーノフの他 に，ヘンリー・ホールスーセン

（Henry Holthusen），ウィリアム・ホールステッド（Wil l iam Halstead）がいた．4 8  ホー

ルスーセンは弁 護 士 で，戦 前 は財 界 のコンサルタントとして活 動 し，戦 後 は上 院 外

交 委 員 会 の顧 問 となり，日 本 のほかエジプト・トルコ等 のテレビジョン放 送 導 入 のた

めに活 動 した．ホールステッドは電 子 技 術 者 で，政 府 の技 術 コンサルタントのユニテ

ル社 の社 長 であった．この2人 はともに，後 に日 本 テレビ放 送 網 株 式 会 社 （NTV）の

テレビジョン放 送 導 入 に関 係 して，コンサルタントとして招 請 を受 けて来 日 することに

なった． 

    

写 真 ４．第 81回 米 国 上 院 議 会 会 議 録 －表 紙 （左 ）・ムント演 説 部 （右 ） 

（柴 田 秀 利 資 料 ） 

 

 

４．戦 後 の日 本 のテレビジョン放 送 開 始 の試 み 

日 本 におけるテレビ研 究 は，第 二 次 世 界 大 戦 前 からNHKやその他 の研 究 機 関
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で，高 柳 健 次 郎 らによって行 われていたが，前 述 のように，終 戦 直 後 ，GHQはテレ

ビ研 究 を直 ちに禁 止 した． 1946 年 7 月 には，この禁 止 令 は早 くも解 消 され，NHK

は 11 月 に再 びテレビ研 究 を開 始 した． この時 は，走 査 線 441 本 ，映 像 数 毎 秒 50

フィールドの方 式 でVHF帯 での実 験 放 送 を行 った． 4 9 その後 1950 年 11 月 には，

本 放 送 に入 ることを目 標 にアメリカ方 式 を採 用 し，走 査 線 525 本 ，映 像 数 毎 秒 50

フィールドで実 験 放 送 を開 始 した．5 0 

一 方 ，GHQの放 送 の民 主 化 政 策 によって，民 間 の中 からもテレビジョン放 送 の

実 現 の動 きが生 じ，1949 年 10 月 6 日 に，3 極 真 空 管 の発 明 者 であるアメリカの電

気 学 者 のド・フォーレ（Lee De Forest）は，日 本 人 の友 人 であったトーキー研 究 家

の皆 川 芳 造 に，日 本 でのテレビジョン放 送 局 設 立 を勧 めた．皆 川 は読 売 新 聞 社 社

主 の正 力 に話 を伝 えると，正 力 は即 座 に引 き受 けた．これを受 けて，ド・フォーレは，

マッカーサーにテレビジョン放 送 局 設 立 に関 して正 力 の参 加 を求 める嘆 願 書 を提

出 した. 5 1 その内 容 は，次 のようなものであった．「・・・テレビ会 社 の経 営 者 としてふさ

わしい人 物 は正 力 松 太 郎 氏 です．彼 は，読 売 新 聞 の創 設 に手 腕 を発 揮 して成 功

を収 め，社 長 に就 任 しました．・・・彼 は，テレビジョンのような文 化 的 事 業 を企 画 す

る理 解 力 を持 っており，また，財 界 の信 頼 を享 けています．しかし，正 力 氏 は，戦 争

中 ，読 売 新 聞 の社 長 であったという理 由 で，公 職 追 放 となりました．私 は，たとえ彼

が追 放 中 であっても，しかるべき地 位 に就 くことは許 されるべき，と考 えます．従 って，

最 高 司 令 官 殿 は，正 力 氏 にテレビ事 業 参 加 の許 可 を与 えていただきたく，懇 願 申

し上 げます．・・・」 

これに対 し，11 月 5 日 に GHQ は，高 級 副 官 の K・P・ブッシュ准 将 の署 名 による

以 下 の回 答 書 （日 本 語 の原 文 のママ）をド・フォーレへ送 った．5 2 

 

                                       1949 年 11 月 5 日  

    イリノイ州 ，シカゴ 40，ブロードウエイ 5050N 

    アメリカン・テレビジョン会 社  

    ドクター・リー・ド・フォレー殿  

 

・・・連 合 国 総 司 令 部 最 高 司 令 官 は，公 衆 情 報 媒 介 物 として日 本 に『テレビ

ジョン』を建 設 することに付 き，若 し其 の計 画 が『テレビジョン』が未 だ奢 侈 的 種

類 のものと考 えられているために弗 の支 出 を含 まないならば，何 等 の異 議 もあ

りません． 

『テレビジョン』が日 本 で始 められれば，大 衆 情 報 媒 介 物 という部 類 に置 か

るるでありましょうが，正 力 氏 は追 放 法 の公 衆 情 報 媒 介 物 条 項 に因 り其 の大

衆 情 報 媒 介 物 地 位 につくことを禁 ぜられ又 は罷 免 せらるるでありましょう． 

敬 白  
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                                高 級 副 官 ，准 将  

                                K・P・ブッシュ 

 

GHQは，提 案 を却 下 したのである．この後 ，1950 年 5 月 2 日 に，「電 波 法 」，「放 送

法 」，「電 波 監 理 委 員 会 設 置 法 」の電 波 3 法 が施 行 され，これに基 づき，6 月 1 日

に電 波 監 理 委 員 会 が設 立 されたが 5 3 ，この時 ，テレビジョン放 送 開 始 について言 及

されることはなかった． 

 

５．ムント演 説 後 の動 き 

ムントの演 説 後 ，アメリカ国 内 で，「ビジョン・オブ・アメリカ」の法 案 成 立 と日 本 へ

のテレビジョン放 送 導 入 に向 けて様 々な動 きがあった．ムントは上 院 外 交 委 員 会 の

中 で小 委 員 会 を開 催 し，ホールスーセンらと連 携 を取 って準 備 を進 めていった． 5 4 

こ の 過 程 で ， 元 GHQ の 情 報 専 門 家 で あ っ た マ イ ケ ル ・ ロ ン バ ル デ ィ （ Michael  

Lombardi）はムントに対 して，自 分 は日 本 で 3 年 間 働 いた経 験 があり，アメリカのテ

レビ番 組 製 作 者 とも面 識 があるので支 援 をしたいという提 案 をした 5 5 ，また，元 OSS

の長 官 のドノバンにも，演 説 の説 明 が行 われたことが報 告 されている．5 6 

ムントは東 京 のマッカーサーに演 説 の趣 旨 を伝 え，日 本 でのテレビジョン放 送 の

実 施 について打 診 した．これに対 し，マッカーサーは 7 月 1 日 にムントに以 下 のよう

な返 書 を送 った． 5 7 

 

1950 年 7 月 1 日  

拝 啓  ムント上 院 議 員 殿  

 

私 は，6 月 10 日 に貴 殿 より拝 受 いたしました書 状 と，日 本 及 び世 界 の国 々

のテレビ中 継 ネットワークの可 能 性 に関 する貴 殿 の演 説 が収 録 された上 院 議

会 会 議 録 を，強 い興 味 をもって拝 読 させていただきました． 

このような活 動 は，日 本 の大 衆 に対 する情 報 と教 育 の素 材 の提 供 について，

娯 楽 と同 様 に，非 常 に有 効 であることは疑 いのないことです．しかしながら，こ

のような計 画 の実 施 は，多 くの要 素 に依 存 するでしょう．貴 殿 がご存 知 のよう

に，私 の政 策 は，できる限 りの責 任 を日 本 国 民 の手 に委 ねていくことでした．

このため，日 本 が経 済 ，政 治 の両 面 において回 復 と復 興 を遂 げるために，日

本 国 民 が実 行 すべきことについて，当 局 が実 行 することをできる限 り差 し控 え

てきました．日 本 の情 報 メディアは，自 由 で信 頼 できる方 法 により，国 民 が理

解 を深 めるように指 導 され，励 まされてきましたが，当 局 は公 的 な出 版 やラジ

オ番 組 の製 作 のいずれも開 始 しておりません． 

とは言 いましても，「アメリカのメッセージ」の拡 大 ために確 立 された制 度 の中
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で，機 会 を見 過 ごそうとしているわけではなく，現 在 の障 害 にもかかわらず，私

は技 術 分 野 の職 員 に，貴 殿 のご提 案 の実 現 可 能 性 の決 定 について慎 重 に

検 討 をするように指 示 をしておきました．もし日 本 の機 関 がテレビジョン放 送 の

プロジェクトを試 みるならば，日 本 の電 気 通 信 分 野 の産 業 は計 りしれないほど

の刺 激 を受 けるでしょう．最 近 ，日 本 の国 会 で制 定 された放 送 関 係 の法 律 は，

日 本 のラジオ放 送 局 に関 する外 国 の所 有 権 を禁 止 しております．従 って，ど

んなプロジェクトも日 本 企 業 で実 施 されなければならないでしょう．私 は，今 後

のさらなる展 開 について，お知 らせいただくことに非 常 に興 味 を持 っております．

今 回 のご提 案 を私 にお知 らせ下 さいました貴 殿 のお心 遣 いに深 く感 謝 申 し

上 げます． 

敬 具  

                                ダグラス・マッカーサー 

カール・ムント閣 下 ， 

アメリカ上 院 議 会 ， 

ワシントン D．C． 

 

マッカーサーは，日 本 人 自 身 の手 で政 治 的 ，経 済 的 復 興 を遂 げさせるという占 領

軍 の方 針 から，ムントの提 案 を直 ちに具 体 化 することはできないとし，電 波 3 法 が，

外 国 の所 有 権 を排 除 しているため，どんなプロジェクトも日 本 企 業 で実 施 されねば

ならないとアメリカの直 接 主 導 の導 入 には否 定 的 な見 解 を示 したのである． 

 

              

写 真 ５．マッカーサーからムント宛 手 紙 （1950年 7月 １日 ） 

     （カール・ムント図 書 館 資 料 ） 
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とはいえ，マッカーサーは，テレビジョン放 送 導 入 そのものについては積 極 的 で，

その点 で，49 年 10 月 にド・フォーレが提 出 した嘆 願 書 への対 応 とは対 照 的 であった．

当 時 ，正 力 は公 職 追 放 の身 にあり，また電 波 監 理 委 員 会 のような政 府 機 関 が存 在

しなかったため，テレビの技 術 標 準 の規 格 化 などの対 応 が明 確 な状 態 ではなかった．

5 8 また，正 力 構 想 は日 本 側 の意 図 だけから示 されたものであった．しかし，1949 年

10 月 には中 華 人 民 共 和 国 が成 立 し，また 50 年 6 月 の朝 鮮 戦 争 勃 発 で極 東 情 勢

は大 きく変 わった．アメリカは共 産 勢 力 に対 抗 して民 主 主 義 勢 力 を拡 大 するために，

VOA に代 わる強 力 なプロパガンダ体 制 作 りが必 要 となった． 

テレビネットワーク計 画 の技 術 的 な面 で，ムント，ホールスーセンと演 説 前 から密 接

な関 係 を持 っていたエンジニアのホールステッドは，演 説 直 後 の 50 年 6 月 27 日 の

時 点 で，雑 誌 に，「ビジョン・オブ・アメリカ」が必 要 な国 々にとって，テレビジョン放 送

を山 頂 から山 頂 へ伝 えることができる新 システムの設 置 は理 想 にかなったものである，

とマウンテントップ方 式 のアイデアを公 表 した． 5 9 

 

・小 結  

アメリカ政 府 は，第 二 次 世 界 大 戦 中 から軍 事 戦 略 として心 理 戦 の制 度 化 を推 進

し た . 戦 後 の 冷 戦 の 初 期 に ， ア メ リ カ は 新 し い 防 衛 体 制 の 確 立 を 模 索 し ， ソ 連 の

VOA への妨 害 に対 抗 するため，テレビ技 術 の発 達 を基 礎 に，カール・ムント上 院 議

員 は「ビジョン・オブ・アメリカ」演 説 を行 い，心 理 戦 のための武 器 としてテレビ戦 略 を

展 開 し，この文 脈 に沿 った日 本 へのテレビジョン放 送 導 入 を提 唱 した．東 京 のマッ

カーサーも導 入 に積 極 的 な姿 勢 を示 した． 
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第 ２章  日 本 のテレビジョン放 送 の導 入  

 

 

１．柴 田 秀 利 の渡 米 と日 米 の動 き 

ムント演 説 の直 後 に，当 時 NHK の解 説 委 員 をしていた柴 田 秀 利 は，偶 然 にも外

電 の中 から演 説 の要 旨 を発 見 した．テレビジョン放 送 の日 本 への導 入 については

歓 迎 しながらも，柴 田 は『戦 後 マスコミ回 遊 記 』の中 で，「私 は早 速 その電 文 を司 令

部 ラジオ課 に持 ち込 み，『講 和 を目 前 にしたいま，アメリカの政 府 機 関 としてこんな

強 大 なものを持 ち込 まれたら，主 権 の侵 害 となるばかりか，逆 効 果 も甚 だしい．公 共

放 送 の NHK ですら不 自 由 でやれないことを，ワシントンの政 府 機 関 の手 でやろうな

どということは全 くナンセンスじゃないか』」と，アメリカによる直 接 導 入 には反 対 の態

度 を示 したことを記 している． 6 0  テレビ導 入 をアメリカの直 接 主 導 で実 行 することに

対 する反 対 の姿 勢 は，前 述 のマッカーサーがムント宛 の手 紙 の中 で示 した主 張 と，

奇 しくも一 致 していた． 

この時 柴 田 は，GHQから電 波 事 情 視 察 の招 待 を受 けた．当 時 ，GHQは，電 波

監 理 委 員 会 の代 表 を渡 米 させ，FCCでの講 義 を受 講 させて，免 許 を与 える基 準 ，

放 送 装 置 ・放 送 施 設 の運 用 の条 件 など，公 共 の電 波 監 理 機 関 として何 が必 要 か

を研 修 させる計 画 を持 っていた．テレビに関 して占 領 軍 の考 え方 と基 本 的 に一 致 し

た見 解 を持 つ柴 田 は，参 加 メンバーとして格 好 の人 物 と映 ったに違 いない．GHQは，

電 波 監 理 委 員 とともに，柴 田 を通 訳 及 び取 材 記 者 として同 行 させることを決 定 した．

6 1 

         

写 真 ６．柴 田 秀 利 と電 波 監 理 委 員 会 メンバーと GHQ 

（左 から，バック少 将 CCS 局 長 ，拔 山 平 一 ，網 島 毅 副 委 員 長 ，富 安 謙 次 委 員 長 ， 

柴 田 秀 利 ，岡 咲 恕 一 ，ファイスナーCCS 調 査 課 長 ，瀬 川 昌 邦 ，クンツ大 佐 ） 

（昭 和 25 年 ころ） （柴 田 秀 利 資 料 ） 

（CCS（Civi l  Communicat ion Sect ion，GHQ/SCAP/CCS）：民 間 通 信 局 ） 
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柴 田 は演 説 の原 文 を GHQ から入 手 し，対 応 策 を練 った．以 前 からテレビは最 強

の言 論 機 関 であるとして，計 画 に関 心 を示 していた正 力 と対 面 し，テレビジョン放 送

の導 入 について，アメリカには手 を引 いて欲 しいというからには，日 本 独 自 に資 金 計

画 のあることを示 す必 要 があると状 況 を説 明 した．これに対 し正 力 は，計 画 実 現 の

ためには自 分 の公 職 追 放 の解 除 を要 請 してほしいと回 答 した．公 職 追 放 解 除 とな

れば，自 分 が中 心 となって資 金 調 達 できると正 力 は踏 んだのであろう．柴 田 はアメリ

カ側 の教 育 プログラムに参 加 するため電 波 監 理 委 員 に同 行 して渡 米 した． 

51 年 4 月 に渡 米 した柴 田 はムントと会 談 した．6 2  柴 田 はムントとの会 談 でも，日

本 でムント演 説 直 後 にGHQに対 して主 張 した時 と同 様 に，テレビと日 本 の独 立 との

関 連 を述 べるとともに，アメリカ側 の主 張 をそのまま受 け入 れることなく，独 自 の主 張

を行 った．柴 田 は，その時 ，「占 領 中 の日 本 に対 しアメリカ政 府 主 導 でテレビ導 入 を

実 行 すれば正 体 丸 出 しの宣 伝 機 関 ととられる，言 論 機 関 は日 本 の自 由 な民 間 人

の手 で実 施 すべき」と主 張 し，さらに，「独 立 目 前 の時 期 で逆 効 果 であるから計 画 か

ら手 を引 いてほしい」と責 め寄 ったと，『戦 後 マスコミ回 遊 記 』には記 されている．さら

に，アメリカに「ビジョン・オブ・アメリカ」の政 策 を撤 回 してもらう以 上 ，テレビ導 入 は

我 々日 本 人 自 身 の手 で，責 任 をもって実 現 させなくてはならない，講 和 条 約 確 定 と

ともに到 来 するテレビ時 代 への幕 開 けは，資 金 調 達 も含 め何 としても日 本 人 の手 で

実 現 させると講 和 条 約 と関 連 付 けて，決 意 を表 明 したとしている． 6 3 柴 田 はこの時

ムントから，ホールスーセン，ホールステッドらを紹 介 された．柴 田 は，ホールスーセン

に対 して正 力 松 太 郎 の公 職 追 放 の解 除 を要 請 し，彼 らの日 本 への招 請 を提 案 し

た

，その配 下 で悪 戦 苦 闘 している配

達 員 もやがては要 らなくなる．」と記 している． 6 5 

． 

その後 ，柴 田 は，教 育 プログラムに従 い 5 月 7 日 から 6 月 20 日 まで，FCCの講

習 会 に参 加 しテレビに関 して集 中 的 に講 義 を受 けた．6 4  講 義 の内 容 は，アメリカの

テレビの歴 史 ，テレビ技 術 の知 識 等 で，この中 でマウンテントップ方 式 や，また，技

術 標 準 については，走 査 線 は 525 本 ，映 像 数 は毎 秒 60 フィールド，帯 域 幅 は 6 メ

ガヘルツなどの理 解 を得 た．柴 田 は，帰 国 後 ，テレビに対 する新 たな認 識 について，

『戦 後 マスコミ回 遊 記 』に，「テレビを実 現 させたら，同 時 にそれが日 本 の遅 れた電

話 電 信 ばかりか，ニュー・メディアによる全 般 通 信 の革 命 的 な発 展 となる．ひいては，

新 聞 そのものの在 り方 にまで，根 本 的 な変 革 をもたらすものという，驚 くべきインパク

トを発 揮 する．つまり，複 雑 極 まる販 売 店 制 度 や
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写 真 ７．柴 田 秀 利 の FCC 講 習 受 講 （1951 年 5 月 17 日 ）のメモ 

（6M （メガサイクル），525 回 （本 ）の記 述 がある）（柴 田 秀 利 資 料 ） 

．しかし，このときは，本 放 送 開 始 は 2，3 年 先 というのが大 方 の見 方 であっ

． 6 7 

２．

てのアメリカの政 策 や，NTV，正 力 ，柴 田 等 など

と深

C

 

一 方 ，日 本 国 内 では，1951 年 5 月 に，衆 議 院 では，議 員 立 法 によって，「テレビ

ジョン放 送 実 施 促 進 に関 する決 議 」が採 択 された． 6 6 決 議 内 容 の要 旨 は，世 界 の

放 送 はすでにテレビジョン時 代 を実 現 しており，これは国 民 をあげて熱 望 するところ

である，よって，政 府 は，テレビジョン放 送 実 施 に必 要 な送 受 信 機 の発 達 ，受 信 機

の普 及 等 の施 策 により，直 ちに有 効 適 切 な措 置 を講 じ，国 民 の文 化 生 活 の充 実 を

図 るべきであるというもので，政 府 にテレビジョン放 送 に向 けた行 動 を要 請 するもの

であった

た

 

米 国 テレビコンサルタントの来 日  

このころのホールスーセンに関 する記 録 ・書 簡 が，アメリカのフーバー大 統 領 図 書

館 に「ホールスーセンペーパー」として所 蔵 されている． 6 8  特 に注 目 されるのは，日

本 のテレビジョン放 送 導 入 にあたっ

い関 係 をもった資 料 である． 

ホールスーセンペーパーによると，柴 田 は帰 国 後 の 7 月 23 日 にホールスーセン宛

に手 紙 を送 り，正 力 が訪 日 の希 望 を持 っていることを打 診 するとともに，非 公 式 に正

力 の公 職 追 放 の連 絡 を受 取 ったことを知 らせた． 6 9  8 月 6 日 に，正 力 は正 式 に日

本 政 府 から公 職 追 放 からの解 除 を受 けた．7 0これは，実 質 的 には，第 2 次 公 職 追

放 解 除 の一 環 であった． この後 ，8 月 10 日 に正 力 は，ホールスーセン，ホールステ

ッド，さらに，国 連 の通 信 部 長 のウォルター・ダスチンスキー（Walter Duschinsky） 7 1
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の 3 人 に，テレビジョン放 送 導 入 のコンサルタントとして正 式 の訪 日 の招 請 状 を送 っ

た．こ 直 後 の 8 月 14 日 に，アメリカの通 信 社 のAP，UP，INSは，世 界 に向 けて，

1950 年 に計 画 を初 めて提 案 したカール・ムント上 院 議 員 が，日 本 の民 間 資 本 で建

設 されるネットワークが，テレビ，マイクロウェーブ，レーダー，ファクシミリ等 などで全

国 を覆 うものであると言 明 したと一 斉 に報 道 した．これは参 議 院 議 員 の岡 崎 真 一 が，

正 力 から，柴 田 の活 動 の確 認 とアメリカへの技 術 的 援 助 の要 請 の依 頼 を受 けてワ

シントンを訪 問 し，ムントと会 談 した際 7 2の発 表 だった．

の

この時 初 めて，日 本 のテ

レ ジョン放 送 導 入 の計 画 が明 るみに出 たのであった．7 4 

 

7 3  

ビ

  

写 真 ８．

読 売 新 聞 記 事       （左

テッド，柴 田 秀 利 ） 

（ホ 田 秀 利 資 料 ） 

アチソン国 務 長 官 は，8 月 20 日 にみずか

ら GHQに電 報 を送 っている．7 6   

                    1951 年 8 月 20 日  

中  

合 衆 国 政 治 顧 問 部  

 

ムント計 画 の       写 真 ９．３人 のコンサルタント 

から，ダスチンスキー，正 力 松 太 郎 ， 

ホールスーセン，ホールス

ールスーセンペーパーより）       （柴

                          

正 力 から招 請 を受 け，ホールスーセン，ホールステッド，ダスチンスキーの 3 人 のア

メリカのテレビジョン放 送 導 入 のコンサルタントが，8 月 22 日 7 5 から 9 月 15 日 まで来

日 した．彼 らの来 日 に関 連 して，アメリカの

東 京 の

 

                                 

東 京 ・連 合 国 軍 最 高 司 令 官 御

通 信 専 門 の弁 護 士 のヘンリー・F.・ホールスーセン氏 ，クロスビー研 究 所 7 7

のウィリアム・S.・ホールステッド氏 及 び通 信 分 野 のコンサルタントのウォルター・
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J.・ダスチンスキー氏 は 8 月 22 日 午 前 11 時 45 分 に，パンアメリカン航 空 第  3

                                              アチソン 

身 がこの事 態 を重 要 視 して，GHQ とともに準 備 を整 え

に「日 本 テレビ放 送 網 株 式 会 社 創 立 事 務 所 」を

設 立 し活 動 の態 勢 を整 えた． 7 9 

便 にて，東 京 に到 着 する．・・・ 

 

この事 実 は，アメリカ政 府 自

ていたことを示 唆 している． 

 8 月 24 日 には日 本 工 業 倶 楽 部 で第 1 回 の説 明 会 が開 催 された．日 本 側 からは，

正 力 ら読 売 ，朝 日 ，毎 日 の 3 新 聞 界 代 表 と藤 原 銀 次 郎 ，鮎 川 義 介 ，五 島 慶 太 な

ど財 界 人 ，日 本 ビクターの高 柳 健 次 郎 ，さらに東 芝 ，日 本 電 気 ，日 本 コロムビア，

松 下 電 器 な ど の 電 気 業 界 の 代 表 が 出 席 し た ． こ の 時 「 Japan T ． V ．  Network 

System」と書 かれた日 本 全 国 ネットワークと多 重 通 信 機 能 を示 した計 画 案 が発 表 さ

れた．7 8  正 力 らはこの「Network」をどのように日 本 語 訳 するか思 案 し，最 終 的 に柴

田 案 の「放 送 網 」を採 用 し，26 日

 

写 真 １０．電 波 監 理 委 員 会 との懇 談 会  

（立 って話 しているのは藤 原 銀 次 郎 ） （柴 田 秀 利 資 料 ） 

 

リカ側 のコンサルタントは「支 援 」という表 現 で，同 様 の見 解 を示 したことにな

る

内 に 22 ヶ所 に中 継 施 設 を設 け全 国 ネットワークを完 成 する，というものであった．8 2

28 日 には電 波 監 理 委 員 会 との懇 談 会 が開 催 された．この時 アメリカ側 は，アメリ

カ政 府 自 身 が日 本 にテレビジョン放 送 ネットワークを導 入 する用 意 をしていたところ，

日 本 から自 発 的 な提 案 がなされて来 日 に至 った，と経 緯 を説 明 し，日 本 の民 間 企

業 による言 論 機 関 の樹 立 のために，アメリカを挙 げて積 極 的 な「支 援 」を行 うことを

強 調 した．8 0アメリカ政 府 側 の当 初 の政 策 とは異 なり，日 本 側 が自 主 的 に取 組 むと

いう方 針 は，柴 田 自 身 が GHQ やムントに対 して繰 返 し示 してきたものだが，この場

でアメ

． 

ホールスーセンは，9 月 4 日 に日 本 工 業 倶 楽 部 で「テレビジョン放 送 事 業 計 画 」

の概 要 を公 表 した． 8 1  その内 容 は，（1）有 楽 町 の読 売 新 聞 社 別 館 にスタジオを置

き，映 像 出 力 10kw，音 声 出 力 5kwの送 信 所 を 6 ヶ月 以 内 に設 立 する，（2）1 年 以
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一 方 ，正 力 らの動 きに対 して，NHKは，同 日 ，直 ちに放 送 文 化 研 究 所 に番 組 研 究

委 員 会 を設 置 し，実 験 番 組 の研 究 を開 始 した． 8 3 

技 術 的 な内 容 に関 しては，ホールステッドがすでに日 本 の計 画 の詳 細 を説 明 し

ていた．それによれば，日 本 の計 画 は，東 京 に基 地 局 を設 立 した後 ，マイクロウェー

ブにより日 本 全 国 にネットワークを構 築 するシステムとし，周 波 数 帯 域 は VHF で高 い

山 頂 から発 信 すればより遠 くまで届 くので，この特 性 を利 用 して，先 の 50 年 6 月 に

発 表 したマウンテントップ方 式 を採 用 して，山 岳 地 帯 の日 本 の地 形 を生 かして山 頂

から山 頂 へリレーして 22 局 ほどで全 国 ネットワークを完 成 するというものであった．8 4  

「テレビジョン放 送 事 業 計 画 」はこれに基 づく集 大 成 であった． 

         

写 真 １１．ホールステッド（左 端 ）の説 明 風 景  

      （柴 田 秀 利 資 料 ）             
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写 真 １２．日 本 国 内 のネットワーク計 画  

      （ホールスーセンペーパーより） 



3 人 のコンサルタントは日 本 に滞 在 中 ，政 界 ，財 界 ，新 聞 界 ，産 業 界 ，文 化 人 な

ど多 くの人 に対 しキャンペーンを重 ねた．9 月 11 日 には益 谷 秀 次 首 相 代 理 ，3 新 聞

界 代 表 ，さらに関 東 ・関 西 の財 界 から藤 原 銀 次 郎 ，関 桂 三 など 21 人 が出 席 して懇

談 会 が開 催 された． 8 5  彼 らの訪 日 の衝 撃 は大 きく，読 売 は 1 口 1000 万 円 の出 資

者 を，つぎつぎに増 やし，当 初 の目 標 だった 50 口 の大 半 を獲 得 することになった．

また，「民 間 テレビ放 送 を 52 年 の夏 までに開 始 する」と，各 新 聞 は大 々的 に報 道 し

た．8 6  

来 日 中 に 3 人 がGHQとも連 絡 をとっていた事 実 がある．一 通 り日 本 側 への説 明

を終 えた 9 月 11 日 に，ホールスーセンらは民 間 通 信 局 （Civi l  Communicat ion 

Sect ion，CCS）の通 信 担 当 部 長 のハモンド将 軍 へ，以 下 の手 紙 を送 った． 8 7 

 

                             1951 年 9 月 11 日  

三 菱 商 事 ビル 

FEC，GHQ，通 信 将 校 兼 CCS 部 長  

E・F・ハモンド准 将  

 

拝 啓   ハモンド将 軍 殿  

 

私 たちは，以 下 にマクガバン少 佐 8 8の提 案 を記 します． 

「標 準 米 国 テレビ周 波 数 帯 #6，あるいは日 本 の電 波 監 理 委 員 会 によってテレ

ビジョン放 送 に割 り当 てられる VHF 周 波 数 帯 の 87－94 メガサイクル（ママ）に

対 応 させて，周 波 数 帯 82－88 メガサイクルで計 画 された東 京 のテレビジョン

放 送 局 のために使 用 する許 可 を要 求 いたします．」 

私 たちは，現 在 この点 に関 連 しましては，約 20－100 メガサイクル間 の周 波

数 が米 国 占 領 軍 で使 用 するために確 保 しておかれたと理 解 しています．54－

108 のメガサイクル間 の周 波 数 の多 くが，放 送 目 的 （テレビと周 波 数 変 調 ）とし

て，国 際 協 定 に基 づき平 時 の状 況 下 の使 用 のために指 定 されており，さらに，

特 にこの重 要 な地 域 で標 準 的 で廉 価 なアメリカ製 のテレビ受 信 機 や送 信 機

の使 用 を可 能 にするので，日 本 で最 初 のテレビジョン放 送 サービスのためのこ

の周 波 数 帯 域 の部 分 的 割 り当 てが非 常 に有 益 なものとなると考 えます． 

私 たちの見 解 では，最 初 のテレビジョン放 送 のための規 格 外 の周 波 数 帯 の

使 用 は，日 米 の経 済 的 な設 備 の交 換 を最 も困 難 なものにし，両 国 の最 大 の

利 益 の障 害 になると考 えます． 

      さらに，もしこの地 域 で規 格 外 の運 用 が要 求 されたならば，アメリカ製 の標

準 設 備 は大 幅 な設 計 変 更 なしでは運 用 することが困 難 となるので，日 本 のテ

レビジョン・ネットワーク完 成 後 の緊 急 時 において，軍 事 目 的 での設 備 の即 時
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の有 効 性 は危 険 にさらされると考 えます． 

この一 般 的 な指 針 に関 しましては，アメリカや他 の国 々で採 用 されている走

査 線 標 準 (525 ライン，60 フィールド)を，625 本 の原 案 の代 わりに使 用 すること

に関 係 する私 たちの勧 告 が，日 本 の電 波 管 理 委 員 会 に重 大 な考 察 を強 いて

いるという報 告 に私 たちは励 まされております．と申 しますのは，625 本 は，アメ

リカ製 の設 備 の使 用 に障 害 となるだけでなく，将 来 の日 米 間 の映 像 番 組 の交

換 に非 常 に重 大 な問 題 を招 くと思 われるからです． 

上 述 の理 由 によりまして，私 たちは，日 本 のテレビジョンネットワークサービス

計 画 の即 時 の完 了 のために，私 たちの問 題 が早 期 に検 討 されることを要 望 い

たします． 

                                               敬 具  

                                  ヘンリー・ホールスーセン 

                                  ウイリアム・ホールステッド 

                                  ウｫルター・ダスチンスキー 

                       日 本 テレビ放 送 網 株 式 会 社 コンサルタント 

 

ホールスーセンらは，日 本 のテレビジョン放 送 ために，米 軍 が確 保 していた周 波 数

帯 の使 用 の許 可 を要 求 した．また，ホールスーセンからGHQへの意 見 から判 断 する

と，アメリカ側 は，日 本 の独 立 後 の軍 事 的 立 場 の考 慮 から技 術 標 準 を重 要 視 し，ア

メリカ方 式 を採 用 すべきという方 針 を，この時 点 で固 めていたと考 えられる．米 国 にと

ってVHF周 波 数 帯 の利 用 は，VOAやテレビのほか，軍 事 的 分 野 でも必 要 であった

ことが理 解 される．なお，周 波 数 帯 の要 求 については，後 に，実 際 には軍 用 として

使 用 されていないので不 都 合 なしという理 由 で，日 本 側 で利 用 可 能 となった． 8 9 

この後 ，10 月 11 日 に，NTVは電 波 監 理 委 員 会 の指 示 に従 って正 式 免 許 申 請

書 を提 出 した．9 0これに対 しNHKは，10 月 5 日 から，戦 後 初 の生 番 組 による実 験 放

送 を実 施 し，10 月 27 日 に東 京 ，大 阪 ，名 古 屋 のテレビ局 の免 許 申 請 書 を電 波 監

理 委 員 会 に提 出 した． 9 1 

 

３．サンフランシスコ講 和 会 議 後 の日 本 の動 き 

ホールスーセンらが訪 日 中 の 9 月 8 日 に，サンフランシスコでの講 和 条 約 が締 結

され，日 本 の独 立 が認 められた．その直 後 の 10 月 9 日 に，アメリカの国 務 省 から日

本 のテレビジョン放 送 に関 するプレスリリース「テレビを含 む最 初 の商 用 通 信 ネットワ

ークを持 つことになる日 本 」が発 行 されている．9 2そこにはまず冒 頭 で，「数 か月 前 ，

日 本 の柴 田 氏 が訪 米 し，ムント上 院 議 員 ，ホールスーセン大 佐 と会 談 した」と柴 田 ，

ムント，ホールスーセンの会 談 の結 果 であったことが示 されている．さらに次 のように

続 く． 
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・・・ 

以 前 の日 本 のラジオ放 送 は日 本 政 府 の独 占 であったが，1950 年 にマッカ

ーサー政 権 下 で法 律 が可 決 され，日 本 の放 送 の民 営 化 が許 可 された．しか

し，もちろん日 本 にテレビはない．ホールスーセン大 佐 は，日 本 政 府 の独 占 放

送 システムが，テレビジョン放 送 局 の設 立 について計 画 中 であったものの，承

認 された世 界 標 準 （accepted world standards）と矛 盾 したものであることを直

ちに発 見 した．アメリカが日 本 と相 互 の軍 事 防 衛 協 定 を締 結 ようとしている時

期 に，アメリカとは異 質 の電 気 通 信 システムを採 用 することは，2 国 間 の防 衛

同 盟 の遂 行 に技 術 的 な障 害 を示 すことは明 白 である．すなわち，それはアメリ

カの技 術 標 準 に基 づくアメリカ製 の設 備 との交 換 を不 可 能 とし，2 国 間 の電

気 通 信 に障 害 を与 えるばかりでなく，輸 出 市 場 から日 本 を孤 立 させ日 本 の経

済 に影 響 を及 ぼすものである． 

ホールスーセン大 佐 は，日 本 の公 式 の場 でアメリカのテレビの技 術 標 準 の

採 用 に賛 成 の意 を示 した．日 本 の政 界 ，産 業 界 ，経 済 界 ，及 び教 育 界 のリ

ーダーたちは，講 和 条 約 とその後 の防 衛 同 盟 の実 施 とアメリカの科 学 界 の協

力 を切 望 して，アメリカの技 術 標 準 を支 持 した．そして，訪 日 中 に，日 本 電 波

監 理 委 員 会 の規 則 に則 して，「日 本 テレビ放 送 網 」の設 立 の許 可 の申 請 が

民 間 グループによって準 備 された．計 画 の第 1 段 階 は 1952 年 の春 に完 成 の

予 定 である．・・・ 

 

次 いで，ホールスーセンが，訪 日 時 に日 本 の技 術 標 準 について意 見 を述 べたことに

触 れ，これについての国 務 省 の賛 意 の解 説 を加 えている．さらに以 下 のように続 く． 

 

・・・ 

戦 前 には日 本 の電 子 産 業 は，アメリカと同 様 に発 展 していたが，戦 争 や占

領 のために，日 本 の電 子 開 発 は遅 れた．しかしながら，講 和 条 約 の調 印 と日

本 の抑 圧 されたエネルギーの解 放 とともに，1－2 年 以 内 に，日 本 の電 子 産 業

は追 いつくと予 想 されるばかりでなく，日 本 はふたたび，日 本 自 分 自 身 で送

信 ・受 信 設 備 を製 造 するようになるだろう．このことは，日 本 が，再 度 ，極 東 で

技 術 分 野 におけるリーダーシップをとり，この地 域 の防 衛 のために経 済 面 でア

メリカをより一 層 支 援 することを意 味 している．・・・ 

新 しい通 信 システムを支 持 している日 本 の各 界 のリーダーたちは，このこと

に日 本 人 を結 束 させる革 命 的 手 段 を見 出 している．彼 らは，新 しい視 聴 覚 の

方 法 ，つまりテレビが，多 くの人 々を同 時 かつ集 中 的 に教 育 し，新 しい民 主 主

義 の理 解 をもたらすだろうと考 えている．彼 らは，共 産 主 義 の危 険 な成 長 の回
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避 を望 んでおり，テレビを通 して，日 本 の国 民 に展 望 を示 すことができると考 え

ている．こうして，日 本 という国 家 をアメリカの民 主 主 義 の同 盟 国 にまとめあげ

ることができる． 

・・・ 

 

国 務 省 は，テレビと講 和 条 約 後 の日 米 同 盟 の関 係 を示 した．アメリカ方 式 のテレビ

ジョン放 送 導 入 は，講 和 条 約 後 のアメリカの対 日 同 盟 戦 略 に位 置 付 いていたので

ある．同 時 に，アメリカは，対 日 同 盟 戦 略 の重 要 なファクターの１つとして，日 本 の戦

前 の電 気 通 信 分 野 の技 術 力 を考 慮 に入 れていた． 

 ホールスーセンは，帰 国 後 ，技 術 標 準 について柴 田 らと意 見 の交 換 を続 けた．

日 本 の電 波 監 理 委 員 会 は，走 査 線 と映 像 数 については，それぞれ 525 本 ，毎 秒

60 フィールドとアメリカ方 式 に直 ちに同 意 したが，帯 域 幅 については大 きな論 議 にな

った．NHK と日 本 ビクター，東 芝 ，日 本 電 気 ，日 本 コロムビア，松 下 電 器 などの日

本 の関 連 企 業 は，将 来 のカラーテレビへの移 行 を考 慮 して，アメリカ方 式 の 6 メガヘ

ルツより広 いヨーロッパ方 式 の 7 メガヘルツの帯 域 幅 を主 張 した． 

日 本 での帯 域 幅 の問 題 は，RCAのサーノフ会 長 にも報 告 された． 9 3  この結 果 正

力 は，10 月 11 日 にホールスーセンを通 じて，RCAから帯 域 幅 6 メガヘルツの根 拠 に

関 する資 料 を回 答 として受 取 った．RCAは，（1）帯 域 幅 が 6 メガヘルツ以 上 に拡 大

すると雑 音 や妨 害 電 波 を拾 い，画 質 が低 下 する，（2）1 国 が 7 メガヘルツの独 自 の

標 準 を持 つと，受 信 機 などの技 術 のアメリカからの輸 入 及 び日 本 からの輸 出 ができ

ない，（3）アメリカでは 6 メガヘルツの採 用 により，54－88 メガヘルツの間 に 5 チャン

ネルを確 保 しているが，7 メガヘルツを採 用 すれば，3 チャンネルしか確 保 できず，受

信 機 がコスト的 に割 高 となる，などをあげて，帯 域 幅 についても，日 本 はアメリカ国 内

の技 術 標 準 としてFCCが決 定 した 6 メガヘルツに技 術 標 準 を統 一 すべきであると回

答 した．9 4  RCAは，技 術 的 な面 からアメリカ側 の帯 域 幅 6 メガヘルツを含 む技 術 標

準 について，その正 当 性 を主 張 しようとしたのである．  

 この議 論 が進 行 していた時 期 に，NTVの実 現 に関 連 して，講 和 条 約 のアメリカ側

の特 使 を務 めたジョン・F・ダレスが引 き合 いに出 された事 実 は注 目 されてよい．10

月 24 日 に正 力 はホールスーセンに以 下 の内 容 の手 紙 を送 っている． 9 5 

 

                                       1951 年 10 月 24 日  

拝 啓  ホールスーセン大 佐 殿   

 

     ・・・ 

まず，資 金 調 達 に関 しましては，ネットワーク設 立 のための各 社 1000 万 円 の

出 資 金 の目 標 に対 し 2 倍 を越 え，成 功 を収 めております． 
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従 いまして現 在 の論 点 は免 許 であります．問 題 は，次 の 2 つの理 由 のため

に，日 本 ではただ 1 つのネットワークのみが許 可 されるだろう，ということです．

第 1 はチャンネルの不 足 ，第 ２は現 在 の悪 い経 済 状 況 です．このため，NHK と 

NTV の間 で戦 争 を始 めようとしております．私 たちは，既 に政 府 独 占 （NHK）を

ボイコットするキャンペーンを始 めました．もちろん，NHK は必 死 で「神 風 特 攻

隊 」のようなものです．私 は，政 府 独 占 を復 活 するか，又 は，自 由 な民 間 企 業

のために道 を開 くかを選 択 するこの闘 争 は，講 和 条 約 後 の日 本 の将 来 を決

定 するために，最 も重 大 な意 味 を持 っていると理 解 しています． 

弱 体 の電 波 監 理 委 員 会 は，責 任 を回 避 しようとしています．彼 らは今 ，一

方 では吉 田 首 相 にすべて責 任 を委 ねる方 法 を求 めていますが，他 方 では，

米 国 政 府 から私 たちのネットワークのために全 面 的 に支 援 を与 える，という明

確 な証 明 を得 てくれるように私 たちに要 求 しております．つまり，彼 らは，免 許

を許 可 するために必 要 な最 も強 い根 拠 を私 たちに要 求 しているのです． 

したがって，貴 殿 が，日 本 政 府 に極 秘 に通 達 するために，米 国 政 府 の意

図 に従 い行 動 していただくことができるならば，それは私 たちにとって最 も有 力

となるでしょう．最 近 ，新 聞 は，ジョン・F・ダレス氏 や上 院 外 交 委 員 会 の代 表

が条 約 や他 の問 題 に関 して来 日 すると報 道 しています．その時 に，彼 らからネ

ットワークに関 して何 か実 証 してもらうことができるならば，それは非 常 に有 効 で

あると考 えます．・・・ 

                                            敬 具  

                                 正 力 松 太 郎  

                                            読 売 新 聞 社  

                                   東 京 ，日 本  

 

正 力 は，民 間 の手 による放 送 局 の実 現 は講 和 条 約 後 の日 本 にとって重 大 な意 味

を持 つと説 明 し，ダレスの名 を挙 げてNHKを排 除 する政 治 的 な解 決 を要 請 した．こ

れを受 け 10 月 29 日 に，ホールスーセンはダレス宛 に，日 本 の民 間 放 送 の支 援 を要

請 するための手 紙 を送 った． 9 6  この中 で，日 本 のためのテレビを含 む通 信 システム

の導 入 は避 けられないと明 言 しながら，ホールスーセンは，日 本 の民 間 新 聞 社 がテ

レビジョン放 送 局 建 設 のための指 揮 をとっている一 方 で，政 府 独 占 のラジオ放 送 局

であるNHKが，この民 間 新 聞 社 の計 画 に抵 抗 し，政 府 の手 により通 信 システムの将

来 を解 決 したがっていると説 明 を加 えた．さらに，民 間 新 聞 社 が，日 本 が社 会 主 義

から自 由 主 義 へ抜 け出 るために，彼 からダレスに支 援 の助 言 をしてもらいたいと手

紙 を書 いてきたことを記 した．この後 ，ホールスーセンは，10 月 30 日 の正 力 宛 の手

紙 で，ダレスに直 接 支 援 を要 請 したことを伝 えた． 9 7 また，国 務 省 からはダレスとす

でに接 触 があると連 絡 を受 けており，両 者 は次 に東 京 のGHQの担 当 者 と連 絡 を取

 34



る予 定 で，そうすれば来 日 時 にGHQと協 議 し，周 波 数 帯 や技 術 標 準 の問 題 は解

決 されるであろう，と回 答 した．  

 日 本 の電 波 監 理 委 員 会 は 11 月 に 6 メガヘルツの原 案 を作 成 した．9 8  この前 後 に

ホールスーセンはムント 9 9 に宛 て，日 本 の電 波 監 理 委 員 会 は 6 メガヘルツのチャン

ネル幅 を採 用 したので喜 んでほしいとすでに決 着 がついた旨 の手 紙 を送 った．また，

アメリカの新 聞 『テレビジョンオプチュニティーズ』TELEVISION ＯＰＰＯＲＴＵＮＩＴＩＥ

Ｓ）は 11 月 15 日 付 けの新 聞 で「日 本 のテレビはアメリカの標 準 方 式 を採 用 」と発 表

した．1 0 0 

ところがその後 の展 開 は複 雑 だった．12 月 10 日 ，ダレス特 使 が，スミス・ムント法

の主 唱 者 の一 人 であるアレクサンダー・スミス上 院 議 員 及 びジョン・スパークマン上

院 議 員 とともに来 日 した．この時 ，正 力 と柴 田 はダレスに会 うことはできなかったもの

の，同 行 したスミス，スパークマンとは面 会 した．正 力 は，12 月 20 日 にホールスーセ

ンに宛 てた手 紙 の中 でこの時 の様 子 を，正 力 らはプロジェクトについてスミスとスパー

クマンに説 明 し，２人 にその重 要 性 を理 解 してもらえたとは思 ったが，アメリカ政 府 か

ら資 金 援 助 を受 けることは非 常 に難 しいという印 象 を得 たと記 している． 1 0 1 スミスは，

まず東 京 エリアで実 験 的 試 行 をすべきと提 案 し，技 術 標 準 に関 する明 言 をさけた．

1 0 2  この日 ，ホールスーセンは，ダレスに手 紙 を送 り，正 力 が，「講 和 条 約 が調 印 され

た後 もテレビは民 主 主 義 の理 想 を日 本 に吹 込 み続 けるに違 いないと信 じている」と

テレビと講 和 条 約 の関 係 について言 及 しており，日 本 側 も講 和 条 約 後 のテレビジョ

ン放 送 の重 要 性 を認 識 していたことを伝 えている． 1 0 3 

翌 年 1 月 に入 ると電 波 監 理 委 員 会 は「白 黒 テレビジョン放 送 に関 する標 準 方

式 」に関 する聴 聞 会 を開 いた．1 0 4  6 メガヘルツ論 のNTV は，アメリカの技 術 や送 受

信 機 をそのまま即 時 導 入 して，アメリカとの技 術 交 流 や番 組 の交 換 に便 利 であると

主 張 したのに対 して，7 メガヘルツ論 のNHKと関 連 企 業 は，国 内 の技 術 ・生 産 能 力

などの発 展 を図 りながら，国 産 の技 術 で斬 進 的 に進 めることが可 能 と国 産 技 術 によ

る放 送 開 始 を主 張 した．このため，6 メガヘルツならば，免 許 許 可 はNTVに有 利 ，7

メガヘルツであれば，「時 期 尚 早 」ということで免 許 の承 認 は延 期 され，NHK優 先 に

なると予 想 された． 1 0 5 

2 月 28 日 に一 旦 電 波 監 理 委 員 会 は 6 メガヘルツ方 式 を採 用 したものの，NHKと

日 本 ビクター，日 本 コロムビア，日 本 電 気 などの関 連 企 業 は異 議 を唱 え，1 0 6  再 度

検 討 を行 うこととなった. 第 13 回 国 会 の電 気 通 信 委 員 会 でも議 題 に挙 げられ，3

月 4 日 には，高 柳 健 次 郎 ，八 木 秀 次 が証 人 として意 見 を述 べた．高 柳 は，アメリカ

方 式 では，6 メガヘルツは白 黒 テレビに適 していると決 められているが，将 来 天 然 色

に移 行 した場 合 には，そのままでは技 術 的 にも困 難 で，さらに経 済 的 にも負 担 が大

きいので 7 メガヘルツが好 ましいとNHKを擁 護 して 7 メガヘルツを主 張 した．これに続

き，経 済 的 な根 拠 を説 明 し，カラーにするためには，6 メガヘルツだと真 空 管 が 32 球

，
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も要 るが，7 メガヘルツだと半 分 の 17 球 ぐらいですむ，１球 あたりの値 段 を 2000 円 と

見 積 もって，6 メガヘルツにすれば 10 年 後 には 700 億 円 ，20 年 後 には 3500 億 円

という膨 大 な損 失 を国 民 が負 担 しなくてはならなくなると具 体 的 に数 字 をあげて主

張 した．これに対 し，八 木 は，アメリカでも技 術 的 に苦 労 を重 ねて（狭 い）6 メガヘル

ツ方 式 で実 現 しているのに日 本 の技 術 家 が達 成 できないのは心 外 である，日 本 も

白 黒 式 で出 発 し，天 然 色 も 6 メガヘルツで実 現 すべきであるとNTVの主 張 に賛 成 の

意 見 を述 べた． 1 0 7  その後 ，さらに，4 月 15 日 から 8 回 にわたり聴 聞 会 が開 かれた．

その結 果 ，激 しい議 論 の末 ，6 月 10 日 に原 案 通 り 6 メガヘルツと決 定 された． 国

内 では 1952 年 の電 波 監 理 委 員 会 での議 論 はよく知 られているが，ホールスーセン

ペーパーで明 らかのように，アメリカ側 は前 年 のホールスーセンらの来 日 時 からすで

に技 術 標 準 をアメリカ方 式 とするための準 備 を整 えていたのである. 

 ホールステッドは，その後 1952 年 に，日 本 の計 画 を含 めた世 界 ネットワーク計 画 を

論 文 として発 表 した．1 0 8  この計 画 は，ムント演 説 の際 や，51 年 8 月 の来 日 時 にす

でに日 本 の関 係 者 に説 明 した内 容 で，アメリカ方 式 の技 術 標 準 の採 用 と VHF 帯 の

特 性 に基 づき，世 界 中 にマウンテントップ方 式 のマイクロウェーブ中 継 局 を配 置 する

ものであった．特 に安 全 保 障 面 で重 要 な地 域 である日 本 ，台 湾 ，フィリピン及 び東

南 アジアの建 設 計 画 も含 まれており，これに次 の内 容 を加 えている．（1）日 本 では

すでに民 間 企 業 である NTV により最 初 の基 地 放 送 局 が東 京 に建 設 中 で，1953 年

の夏 に運 転 開 始 の予 定 である．このテレビジョン放 送 はアメリカ方 式 の技 術 標 準 を

採 用 する．（2）これが日 本 列 島 に沿 って南 方 に伸 びる中 継 ネットワークシステムの北

の「基 地 」として活 用 できるので，日 本 国 内 のネットワーク計 画 は極 東 のために特 別

に重 要 である．将 来 は，日 本 とフィリピン，さらに東 南 アジア，インド，近 東 およびヨー

ロッパと連 結 し，最 終 的 に北 アメリカとヨーロッパの間 で計 画 された北 の大 西 洋 の中

継 コミュニケーション・システム(NARCOM)と相 互 連 結 することができるかもしれない．

（3）現 在 ，短 波 放 送 はチャンネル数 に制 限 がある上 に，しばしば妨 害 を受 け，信 頼

度 が低 い．一 方 計 画 中 の中 継 ネットワークは狭 帯 域 送 信 路 の使 用 によって，周 波

数 チャンネルは妨 害 に対 する防 衛 手 段 を備 えており，国 際 電 気 通 信 の分 野 での重

大 問 題 を解 決 した大 規 模 で信 頼 できるシステムである．（4）システムの技 術 的 な面

と共 に，(a)安 全 保 障 要 因 ，(b)戦 略 要 因 ，(c)心 理 戦 要 因 ，(d)産 業 と教 育 の要 因

がネットワークシステムの評 価 に関 係 する．（5）ネットワークシステムの中 継 局 は軍 事

的 緊 急 事 態 において適 切 な保 護 対 策 が取 られるべきだが，山 頂 上 の位 置 のために

防 御 も容 易 である．ホールステッドはこのように，安 全 保 障 ，戦 略 ，心 理 戦 という用

語 を用 いて，テレビがアメリカの外 交 軍 事 政 策 上 の武 器 になると説 いたのである． 
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写 真 １３．ホールステッドの世 界 ネットワーク構 想  

 （ホールスーセンペーパーより） 

 

 

 

４．テレビジョン放 送 開 始 とアメリカの評 価  

日 本 のテレビジョン放 送 の技 術 標 準 のうち，帯 域 幅 について，1951 年 の後 半 か

らNTVとNHKの間 で約 半 年 に渡 って論 争 が続 いた後 ，電 波 監 理 委 員 会 は，7 月 31

日 にNTVに最 初 に予 備 免 許 を与 えた． 1 0 9 

これに対 し，NHK は，資 金 計 画 面 で不 十 分 という理 由 で免 許 保 留 の措 置 を受 け

た．NHK は 8 月 1 日 に直 ちに，今 回 の電 波 監 理 委 員 会 の決 定 は放 送 法 の適 用 を

誤 り，電 波 の公 平 かつ能 率 的 な利 用 を確 保 することによって公 共 の福 祉 を増 進 せ

んとする電 波 法 を無 視 した行 政 処 分 であるという趣 旨 の反 対 声 明 を表 明 した．同

時 に，テレビジョン放 送 実 施 のための追 加 予 算 案 を国 会 に提 出 する作 業 を行 った．

NHK は，その後 ，10 月 1 日 にテレビジョン実 験 局 を技 術 研 究 所 から内 幸 町 の放 送

会 館 に移 し，3 日 には蔵 前 国 技 館 の大 相 撲 秋 場 所 ，11 日 からは 6 大 学 野 球 ，続

いて，24 日 には国 会 での吉 田 茂 首 相 指 名 及 び首 相 施 政 方 針 演 説 を，それぞれ中

継 放 送 して，本 放 送 への地 固 めを行 った．この結 果 ，12 月 26 日 に第 15 特 別 国 会

で追 加 予 算 案 が承 認 された．1 1 0 

結 果 的 には，NHK が 53 年 2 月 に，NTV は，それから遅 れて 8 月 に放 送 を開 始

した．このことは，アメリカ方 式 のテレビ技 術 を，NHK も受 け入 れたことによって，NHK

を含 む日 本 のテレビ放 送 技 術 全 体 が，アメリカの外 交 政 策 上 の技 術 戦 略 に乗 った

ことを示 している．  
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写 真 １４．NTV の鍬 入 れ式  

（中 央 （黒 い服 ）：正 力 松 太 郎 ，右 手 前 （白 い服 ）：柴 田 秀 利 ） 

     （柴 田 秀 利 資 料 ） 

放 送 開 始 1 年 後 の 1954 年 に，アメリカの国 防 総 省 は，日 本 でのテレビジョン放

送 開 始 の評 価 を示 した． 1 1 1 これは，ユニテル社 の報 告 書 の中 で示 されている．それ

によると，まず，ユニテル社 が，（１）公 共 の場 所 に大 画 面 のテレビを設 置 し，生 活 水

準 が低 くてテレビが買 えない聴 衆 を集 め，民 間 放 送 局 として黒 字 経 営 に成 功 した，

（２）日 本 政 府 が提 案 した走 査 線 625 本 のヨーロッパ方 式 のテレビの技 術 標 準 の代

わりに，走 査 線 525 本 のアメリカ方 式 を採 用 して技 術 的 ，経 済 的 ，軍 事 的 に重 要 な

理 由 を提 示 した，つまり，アメリカ軍 は非 常 事 態 に日 米 間 の設 備 の交 換 を許 し，重

要 な軍 事 活 動 の支 援 が可 能 である，（３）走 査 線 525 本 の技 術 標 準 の使 用 は，日

本 と朝 鮮 ，沖 縄 ，台 湾 ，フィリピン，オーストラリア及 び東 南 アジアの間 の重 要 な商

業 用 及 び軍 事 情 報 を提 供 するPACTEL（Pacif ic  Telecommunicat ion Network）と

のテレビ番 組 の直 接 交 換 を可 能 とし，これらには，テレビの国 際 放 送 中 継 ，国 際 電

話 ，電 報 ，ファクシミリ，航 空 路 通 信 ，レーダー網 ，気 象 データ送 信 を含 むという見

解 を示 した．これに対 して，国 防 総 省 は，日 本 のネットワーク計 画 は，重 要 なテレビ，

通 信 ，及 び，レーダー情 報 を統 合 したもので，軍 事 的 見 地 から，ネットワークは望 ま

しく必 要 であり，日 本 の内 部 秩 序 を維 持 し，軍 事 戦 力 の増 強 に寄 与 し，さらに，外

部 攻 撃 から日 本 を守 るために日 米 の同 盟 努 力 を援 助 するだろうと評 価 した．  

この評 価 の内 容 は，ホールスーセンら 3 人 が 51 年 8 月 に来 日 した時 点 から議 論

されてきたものであった．ここでは，まず何 よりも日 本 がアメリカと同 一 の技 術 標 準 を

決 定 したことが軍 事 的 に重 要 な意 味 があった点 が強 調 されている．しかし，ムントの
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「ビジョン・オブ・アメリカ」構 想 との関 連 については言 及 されていない．ムントの構 想

が共 産 主 義 に対 抗 するため，VOA に代 わる国 際 的 な教 育 放 送 事 業 を目 的 とした

のに対 し，国 防 総 省 としては，この構 想 の影 響 から生 じた日 米 の民 間 の動 きをある

意 味 で利 用 して，日 本 にアメリカ方 式 のテレビジョン放 送 の技 術 標 準 を採 用 させ，

それによって，極 東 及 び日 本 におけるアメリカの軍 事 戦 略 の安 定 化 を目 指 したので

ある．この事 実 は，日 本 側 の関 係 者 の思 惑 がどうあれ，アメリカ政 府 にとっては，日

本 へのテレビジョン放 送 導 入 は，軍 事 戦 略 の一 環 としての側 面 を明 白 に持 っていた

ことを示 している． 

なお，ムント構 想 は，最 終 的 に，1953 年 7 月 の第 83 回 上 院 議 会 における「国 際

通 信 の 政 府 使 用 に 関 す る 委 員 会 （ a Commission on Governmental  Use o f  

Internat ional  Telecommunicat ions）を設 立 することによりアメリカ合 衆 国 の外 交 関

係 を強 化 する合 同 決 議 」（S.J. Res. 96）の採 決 により，「ボイス・オブ・アメリカ」に付

加 された．1 1 2 

 

５．まとめ－日 本 のテレビジョン放 送 導 入 の目 的 は何 か－ 

日 本 のテレビジョン放 送 の導 入 は，アメリカが第 二 次 世 界 大 戦 後 の米 ソ冷 戦 の

初 期 の，新 しい防 衛 体 制 の確 立 を模 索 していた時 期 に進 められた．アメリカはソ連 ・

共 産 勢 力 に対 抗 するための軍 事 戦 略 として心 理 戦 部 門 を制 度 化 し，各 機 関 の整

備 を進 めた．その後 ，テレビ技 術 ・ネットワーク技 術 の発 達 に伴 い，カール・ムントは

上 院 議 会 で「ビジョン・オブ・アメリカ」の演 説 を行 い，日 本 などの占 領 国 へのテレビ

ジョン放 送 導 入 構 想 を提 唱 した． 

結 果 的 には，日 本 のテレビジョン放 送 の導 入 は，アメリカからの支 援 という形 で，

民 間 の NTV の計 画 として実 施 された．これに際 し，日 本 の電 波 監 理 委 員 会 は，

NHK，国 内 企 業 の反 対 にもかかわらず，技 術 標 準 についてはアメリカ方 式 を採 用 し

た．この背 景 には，講 和 条 約 成 立 後 も，アメリカ方 式 の技 術 標 準 の採 用 によって，

極 東 での軍 事 体 制 の安 定 を確 保 したいというアメリカ側 の思 惑 が存 在 した． 

しかし，日 本 の立 場 からすると，NTV はアメリカ方 式 の技 術 標 準 の採 用 により，初

期 のテレビ関 連 の設 備 装 置 のアメリカ依 存 を強 め，映 像 的 にはアメリカの影 響 を受

けたものの，反 共 産 主 義 のプロパガンダを目 論 むムント構 想 そのものを実 現 したので

はなかった．むしろ正 力 らにとっては，テレビ事 業 という目 的 を達 成 する手 段 として，

ムント構 想 は，換 骨 奪 胎 し利 用 すべきものだったのかも知 れない．こうした理 由 のた

めに，初 期 のテレビジョン放 送 導 入 問 題 がアメリカの軍 事 戦 略 に絡 んでいたことが

大 きく意 識 されることがなかったのではないだろうか． 

現 代 の日 本 では，テレビは文 化 にも大 きな影 響 を及 ぼしているだけでなく，日 本

人 にとって当 然 の生 活 必 需 品 にもなっている．日 本 へのテレビジョン放 送 の導 入 が，

アメリカが冷 戦 期 の共 産 主 義 に対 抗 する心 理 戦 の手 段 としてテレビを注 目 していた
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時 期 に行 われ，アメリカ側 の対 日 外 交 政 策 の下 で展 開 されたのである． 

 

・小 結  

日 本 では，GHQ と密 接 な関 係 を持 った柴 田 秀 利 が偶 然 にも外 電 の中 からムント

演 説 を発 見 し，これを契 機 に，渡 米 してムントと会 談 した．その後 ，民 間 の読 売 新 聞

グループの正 力 松 太 郎 ，柴 田 秀 利 らはアメリカからコンサルタントを招 請 した．コンサ

ルタントは，来 日 中 に， 「テレビジョン放 送 事 業 計 画 」の 概 要 を公 表 するとともに，

GHQ，国 務 省 ，国 防 総 省 とも連 携 をとり，軍 事 的 立 場 から，技 術 標 準 としてアメリカ

方 式 を採 用 すべき十 分 な準 備 を整 え，その実 現 を強 力 に支 援 した．放 送 開 始 後 に，

米 国 防 総 省 は，日 本 の民 間 放 送 局 の設 立 に対 し，テレビネットワーク計 画 は極 東

の軍 事 力 増 強 に匹 敵 し，日 米 同 盟 に寄 与 するとテレビを軍 事 戦 略 の武 器 として評

価 した．ムント構 想 が共 産 主 義 に対 抗 するための国 際 的 な教 育 放 送 事 業 を目 的 と

したのに対 し，国 務 省 ，国 防 総 省 は，この構 想 を利 用 して，将 来 の日 本 の科 学 技

術 の回 復 を視 野 に入 れながら，極 東 及 び日 本 におけるアメリカの軍 事 戦 略 の安 定

化 を目 指 した． 
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第 ３章  アメリカの原 子 力 政 策 とビキニ事 件  

 

 

１．ビキニ事 件 と米 国 政 府 の反 応  

戦 後 ，GHQは，日 本 における核 開 発 を禁 止 する措 置 をとった．1952 年 4 月 28

日 のサンフランシスコ講 和 条 約 の発 効 によって，核 開 発 禁 止 は解 除 され，原 子 力 の

研 究 開 発 を目 指 すいくつかの動 きが生 じた．その第 一 は，もっとも早 く議 論 を開 始 し

た日 本 学 術 会 議 であった． 1 1 3  第 二 は，中 曽 根 康 弘 ，斉 藤 憲 三 らの改 進 党 グルー

プで，1954 年 の 3 月 3 日 に原 子 力 予 算 の計 上 に成 功 した．1 1 4第 三 は，初 代 原 子

力 委 員 長 となった正 力 松 太 郎 らの読 売 新 聞 グループであった．1955 年 の第 三 次

鳩 山 内 閣 で「保 守 合 同 」が成 立 し，正 力 が原 子 力 問 題 担 当 の国 務 大 臣 となったこ

とを契 機 に，第 二 の改 進 党 グループは，第 三 のグループに吸 収 された．本 論 文 では

アメリカとの関 係 をもっとも強 く持 っていた第 三 のグループに注 目 し，とりわけ 1954 年

3 月 のビキニ事 件 後 から 1956 年 ころまでのアメリカから日 本 への原 子 力 導 入 をめぐ

る政 策 的 過 程 を検 討 する． 

日 本 へのテレビジョン放 送 の導 入 に関 わった柴 田 秀 利 は，アメリカとの交 流 を継

続 する形 で，日 本 の原 子 力 導 入 にも関 わることになった．柴 田 は，ビキニ事 件 以 降 ，

急 速 に高 まった国 内 の原 水 爆 禁 止 運 動 と反 米 的 動 向 に対 抗 するために，原 子 力

の平 和 利 用 を進 展 させるという政 治 的 戦 略 を構 想 し，それを読 売 新 聞 グループの

原 子 力 政 策 の中 心 に据 えた．柴 田 の「毒 をもって毒 を制 する」という言 葉 は，これを

表 現 したものとされている．このような読 売 新 聞 グループの行 動 は，いくつかの報 道

や著 作 で，新 たな歴 史 理 解 として肯 定 的 に取 り上 げられ，現 在 では，日 本 の原 子

力 導 入 に関 する一 つの定 説 となったような状 況 がある． 

この時 期 にアメリカは，1953 年 12 月 8 日 のアイゼンハワー大 統 領 の国 連 での「平

和 のための原 子 」演 説 を契 機 に，同 盟 国 への核 兵 器 の拡 散 と，原 子 力 の平 和 的

利 用 を国 際 的 に推 進 する政 策 を展 開 しはじめていた．柴 田 と読 売 新 聞 グループの

行 動 は，この米 国 の動 きに国 内 から呼 応 するものとなった．以 下 で具 体 的 に明 らか

にするように，ビキニ事 件 直 後 に，アメリカの国 防 総 省 や国 務 省 内 部 でも，ビキニ事

件 への対 応 として，日 本 への原 子 炉 導 入 論 が台 頭 している． 

アメリカは，1954 年 3 月 1 日 未 明 に，南 太 平 洋 マーシャル諸 島 のビキニ環 礁 で，

水 爆 「ブラボー」実 験 を行 った．この実 験 によって，前 年 の 10 月 に通 告 されていた

「危 険 区 域 」外 で操 業 していたマグロ延 縄 漁 船 第 五 福 竜 丸 の乗 組 員 23 名 が被 曝

し，深 刻 な放 射 能 傷 害 を受 けた．同 船 が母 港 の焼 津 に帰 港 した 2 日 後 の 3 月 16

日 ，『読 売 新 聞 』朝 刊 は「水 爆 か」という見 出 しで，日 本 漁 船 の被 曝 をスクープし，

国 内 外 に衝 撃 を与 えた． 1 1 5  同 日 ，日 本 の外 務 省 は，東 京 のアメリカ大 使 館 に，こ

の模 様 を伝 達 し，これを受 けてアメリカの国 務 省 は原 子 力 委 員 会 (Atomic Energy 
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Commission，AEC)とともに，船 員 の調 査 など，一 連 の対 応 策 を取 りはじめた．17 日

には国 務 省 は記 者 会 見 で，事 実 が確 認 された時 の賠 償 などに言 及 し，23 日 には

「危 険 区 域 」の拡 大 などの措 置 を日 本 側 に通 告 した．1 1 6 

 これらの動 きと並 行 して，国 防 総 省 内 では，この事 件 による「反 応 」を懸 念 する声

が生 じていた．アースキン(G. B. Erskine) 国 防 長 官 補 佐 官 は，3 月 23 日 に以 下

のメモをNSC/OCBに送 った． 1 1 7 

 

                                       1954 年 3 月 22 日  

作 戦 調 整 委 員 会 へのメモ 

主 題 ：日 本 と原 子 実 験  

 

1.共 産 主 義 の宣 伝 活 動 家 たちが，いま彼 らが手 にしている絶 好 の機 会 を最

大 限 利 用 して，現 在 ，明 らかになった合 衆 国 の目 下 の実 験 で生 じていることと

対 比 するかたちで，彼 らの原 子 に関 する「平 和 的 」意 図 を展 開 するだろうと想

定 するのは理 にかなっている．共 産 主 義 者 が，主 要 な宣 伝 対 象 として広 島 と

長 崎 に取 り付 いていることを考 えると，これはいっそう面 倒 なことである．じっさ

い，日 本 漁 民 への被 曝 と魚 の積 荷 の没 収 によって引 き起 こされた混 乱 を含 む

現 在 の状 況 は，共 産 主 義 者 たちに，日 本 中 により甚 大 な潜 在 的 効 果 を持 つ

まさに同 じ種 を蒔 かせる機 会 を与 えているだけでなく，実 験 場 近 辺 の世 界 の

地 域 に対 して，事 実 上 際 限 のない力 で，彼 らはそうするだろうとわれわれは考

えておかなければならない． 

２．原 子 エネルギーの非 軍 事 的 利 用 における力 強 い攻 撃 こそ，予 想 されるロ

シアの行 動 に対 抗 し，日 本 ですでに生 じている被 害 を最 小 化 するのにタイムリ

ーで効 果 的 な方 法 になるだろう．この行 動 は，日 本 とベルリンに原 子 炉 を建 設

するという決 定 の形 か，その他 の実 際 的 で強 い宣 伝 的 価 値 を持 つ大 統 領 の

演 説 の事 実 上 の具 体 化 になるかもしれない． 

３．私 は，こうした線 に沿 った諸 計 画 が直 ちに取 り組 まれ，一 刻 の猶 予 なく実

行 されることが，何 よりも重 要 だと考 える．適 当 な作 業 グループが，ここに示 さ

れた目 標 の達 成 に向 けた勧 告 を行 うことを要 請 する． 

 

                                  G.・B.・アースキン 

                                  合 衆 国 海 兵 隊 大 将 （退 役 ） 

                                  国 防 長 官 補 佐 官  

                             （特 別 作 戦 担 当 ） 

 

アースキンは，この事 件 が共 産 主 義 者 のプロパガンダに利 用 されることに対 する憂
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慮 から，日 本 で原 子 炉 を建 設 するなど，原 子 エネルギーの「非 軍 事 的 利 用 」を推 進

することを提 言 したのである．書 かれた時 期 から見 て，アースキンのメモは，日 本 への

原 子 炉 導 入 に関 するアメリカ政 府 内 の最 初 の言 及 だったと考 えられる．この手 紙 を

受 けて，OCB は 24 日 に，一 連 の処 置 を決 定 し，アースキンが提 案 した原 子 炉 建 設

については，AEC に実 現 可 能 性 の検 討 を求 めた．1 1 8 米 国 の国 内 では，ビキニ事

件 発 覚 後 ，わずか１週 間 ほどの間 に，日 本 の批 判 的 な世 論 の成 長 を恐 れて，この

ような原 子 炉 の日 本 導 入 論 が浮 上 していたのであった． 

 その後 ，ベルリンと日 本 に対 する原 子 炉 導 入 に関 する，3 月 24 日 のNSCの決 定 に

ついて，より具 体 的 な検 討 が進 められた．空 軍 では，29 日 のベルリンと日 本 への発

電 用 原 子 炉 の導 入 について，石 炭 の高 騰 と電 力 不 足 などとともに，それらの政 治

的 意 義 を検 討 した後 で，「日 本 もドイツもかつての敵 国 だった」ことをあげ，同 盟 国 で

あったイギリスやフランスなどの国 を，より重 要 視 すべきであるという結 論 を下 した．こ

の時 のメモには，ビキニ事 件 に関 する言 及 がまったくない．NSCが憂 慮 した，事 件 後

の日 本 の反 応 を考 慮 の外 においた見 解 だった． 1 1 9  原 子 炉 導 入 の検 討 の依 頼 を

受 けていたAECのルイス・ストローズ委 員 長 （Lewis L. Strauss） は，31 日 のOCBの

会 議 でベルリン原 子 炉 について口 頭 発 言 を行 った．この発 言 の詳 細 は不 明 だが，

AEC代 表 との協 議 の上 で当 日 提 出 された，OCBの予 備 的 な検 討 報 告 書 は，特 に

ウランをアメリカに供 給 しているベルギーへの配 慮 から，ベルリン原 子 炉 建 設 に懐 疑

的 な内 容 になっている．このことからストローズの発 言 も，ベルリン原 子 炉 については，

否 定 的 であった可 能 性 が高 い．会 議 では，原 子 力 炉 設 置 について米 国 内 外 で進

めることは合 意 されたものの，ベルリン原 子 炉 については明 確 な結 論 に至 らなかった

1 2 0 しかし，OCBは，ビキニ事 件 によって，日 本 における原 子 力 の平 和 利 用 の重 要

性 は，日 本 側 の協 力 を確 保 し，米 国 が期 待 する世 論 を実 現 させるために，いっそう

強 まったと結 論 付 けたのであった． 

．

3 月 30 日 に，NSC/OCBは，核 実 験 の被 害 に対 する次 のような基 本 的 な政 策 を

確 定 した． 1 2 1 

 

 

 

                                       1954 年 3 月 30 日  

作 戦 調 整 委 員 会 へのメモ 

主 題 ：太 平 洋 核 実 験 から生 じた損 傷 と損 害 賠 償 に関 する合 衆 国 の立 場  

 

3 月 24 日 の作 戦 調 整 委 員 会 の会 議 で，合 衆 国 によって太 平 洋 で実 施 され

た最 近 の核 実 験 から生 じた損 傷 と損 害 賠 償 に関 する議 論 があった．この議 論

では，現 在 の状 況 に関 する事 実 展 開 が，まだ完 全 には行 われていないと認 識
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された．しかし，発 生 したこの損 傷 と損 害 補 償 によって日 本 で広 がっている反

応 に関 して，多 くの懸 念 が表 明 された． 

 種 々の合 衆 国 高 官 が，この状 況 に関 して行 われる声 明 を出 すようにおそらく

求 められるだろうという事 実 に鑑 み，また，この状 況 について共 産 主 義 者 によ

るはっきりと予 想 される宣 伝 を考 慮 し，委 員 会 は，作 戦 調 整 委 員 会 が 3 月 31

日 の会 議 で，太 平 洋 での目 下 の核 実 験 で発 生 した損 傷 と損 害 賠 償 に関 する

合 衆 国 の立 場 に関 する声 明 を検 討 するよう求 めた．第 1 に，われわれは，どう

すれば共 産 主 義 者 の宣 伝 を防 ぐことができるか．第 2 に，その傷 害 から引 き起

こされる不 慮 の死 と日 本 の水 産 業 に対 する予 想 される広 範 な損 害 を含 む，ど

のような政 策 指 針 声 明 を，高 官 の使 用 のために必 要 とするかである． 

  委 員 会 は，展 開 されつつあるような事 実 に照 らして，この状 況 を当 面 取 り

扱 う行 動 を提 示 する意 図 はないことを明 確 にした． 

 下 記 の勧 告 は，3 月 24 日 の委 員 会 の要 請 に応 じて，作 戦 調 整 委 員 会 ・日

本 作 業 部 会 によって発 展 させられたものである．技 術 的 な側 面 と現 在 までの

合 衆 国 の行 動 と声 明 をまとめた二 つの付 属 文 書 を参 照 されたい． 

 

以 下 の勧 告 は委 員 会 の補 佐 官 たちの間 で，検 討 されていないが，彼 らに

は 3 月 26 日 に予 備 的 な形 で利 用 できるようにされた．それらの勧 告 は，3 月

31 日 に会 議 に間 に合 う形 で委 員 会 が入 手 できるように送 付 されているところ

である． 

 

1．新 聞 記 者 会 見 ，公 式 声 明 ，その他 の日 本 漁 船 の事 件 に関 する事 柄 は，

日 本 で開 始 すべきである． 

2．東 京 での展 開 にあわせた早 い時 期 に，米 国 政 府 は，事 件 に対 する遺 憾 の

意 の表 明 の公 式 の文 書 を日 本 政 府 に送 るべきである.そこでは不 幸 な事 件 と

いうことに触 れるだけにとどめ，すでに公 表 された合 衆 国 の賠 償 支 払 いを引 用

する形 をとることで，米 国 政 府 側 の法 的 責 任 に関 するいかなる含 みも持 たせる

べきではない． 

3．・・・ 

4．・・・ 

この事 件 をこのやり方 で扱 う場 合 ，公 的 な諸 行 動 は，事 件 を控 え目 に見 積

もり，共 産 主 義 者 の宣 伝 の効 果 を低 めるように留 意 する必 要 がある．共 産 主

義 者 の宣 伝 に特 に関 係 した緊 急 計 画 の必 要 性 は，心 に留 めて置 かなければ

ならない． 

東 京 ですでに発 表 された科 学 部 門 の官 僚 で構 成 された「日 米 合 同 委 員

会 」の設 立 は記 者 報 道 に対 して有 利 な体 制 を作 った．彼 らの調 査 と研 究 の
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最 終 報 告 は大 きな効 果 のある文 書 であることが期 待 されている． 

この事 件 によって，日 本 の協 力 を確 保 し，アメリカ合 衆 国 が期 待 する世 論 を

実 現 させるために，原 子 力 平 和 利 用 に関 する 1953 年 12 月 8 日 の大 統 領 演

説 を実 行 に移 すような合 衆 国 の行 動 の必 要 性 が強 調 されている． 

                            エルマー・B．・スタッツ 

                            担 当 執 行 官  

 

OCB は，ビキニ事 件 による日 本 の漁 船 の傷 害 と損 害 賠 償 に関 するアメリカ側 の声

明 について，共 産 主 義 者 の宣 伝 に注 意 をはらうと共 に，日 本 の漁 船 の傷 害 や不 慮

の死 の事 件 を配 慮 した政 府 声 明 の検 討 を要 求 した． 

4 月 22 日 には，OCB は「H 爆 弾 （水 爆 ）及 び関 連 した開 発 に対 する日 本 人 の好

ましからざる態 度 を相 殺 するための合 衆 国 政 府 の対 策 のチェックリスト概 要 」を次 の

ように作 成 した．1 2 2  

 

                                                  1954 年 4 月 22 日  

H 爆 弾 及 び関 連 した開 発 に対 する日 本 人 の好 ましからざる態 度 を相 殺 するた

めの合 衆 国 政 府 の対 策 のチェックリスト概 要  

1. 情 報 対 策  

a. 「危 険 な放 射 能 」という日 本 人 の主 張 を相 殺 するために，自 然 放 射 線 の

効 果 と安 全 に対 する工 業 上 の許 容 基 準 についての話 を公 表 すること． 

b.  兵 器 の影 響 の範 囲 に関 するデータ，特 に 450 マイルの警 告 区 域 が全 危

険 区 域 であるという印 象 の虚 偽 を暴 露 するだろうという見 地 から放 射 線 降 下

物 について公 表 すること． 

c. マーシャル諸 島 の住 民 と合 衆 国 の要 員 の被 曝 と回 復 の事 実 的 なデータと

写 真 を公 表 すること． 

d. 太 平 洋 の実 験 区 域 の選 定 につながった要 因 を概 観 し，それを他 の国 々に

よって使 用 されている実 験 区 域 と比 較 すること． 

e. 合 衆 国 の人 道 的 な懸 念 を浮 き立 たせるような事 前 警 告 的 な避 難 計 画 を

概 観 すること． 

               対 策 担 当 ：原 子 力 委 員 会  

f. 合 衆 国 と日 本 との共 同 による恒 久 的 で大 規 模 な日 本 に対 する平 和 的 原

子 博 覧 会 の期 待 感 を調 査 すること． 

g. 核 兵 器 の効 果 に関 する誤 った観 念 を一 掃 するために，冊 子 と映 画 によっ

て継 続 的 で集 中 的 な宣 伝 活 動 に取 り組 むこと． 

               対 策 担 当 ：合 衆 国 情 報 局  

2. 科 学 的 対 策  
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a. 一 般 的 な実 験 区 域 に対 する日 本 人 の海 洋 調 査 に参 加 すること． 

b. 合 衆 国 の海 洋 区 域 調 査 に参 加 させるために日 本 人 科 学 者 を招 待 するこ

と． 

c. 日 本 人 が，マーシャル諸 島 の放 射 線 患 者 と，そこで得 られた関 係 する病

理 学 的 データに接 することを認 めること． 

d. 日 本 における原 子 エネルギーの平 和 的 な応 用 に可 能 性 を検 討 するため

に，日 本 人 科 学 者 と産 業 家 とともに非 政 府 的 な議 論 に取 る組 むこと． 

e. この課 題 における「原 子 工 業 フォーラム」として，そのような私 的 な組 織 の

支 援 的 な役 割 を考 慮 すること． 

f.  日 本 人 患 者 たちの持 続 する病 状 を，放 射 能 であるよりは珊 瑚 の粉 塵 の化

学 的 な効 果 のせいにすることを追 求 すること． 

3. 政 治 的 対 策  

a. 放 射 線 事 故 の現 実 の事 実 を同 時 に説 明 しながら，それら日 本 人 への同

情 的 な理 解 を伝 える高 いレベルの合 衆 国 の発 信 源 による声 明 を考 察 するこ

と． 

b. 日 本 政 府 にソビエトの漁 業 権 拒 否 を思 い起 こさせ，それら日 本 人 がマーシ

ャル諸 島 近 海 の区 域 で漁 を許 可 されたときのやり方 と対 比 すること． 

4. その他 の対 策  

a. 放 射 線 被 曝 を受 けた日 本 の漁 民 のいずれかの死 亡 事 件 の場 合 における

緊 急 計 画 を，合 衆 国 と日 本 との共 同 の検 死 解 剖 と死 因 に関 する共 同 声 明 を

含 めて開 発 すること． 

b. 核 兵 器 の攻 撃 に備 える個 人 及 び公 共 の対 策 に関 して日 本 人 を教 育 する

ために企 画 された公 共 情 報 計 画 について，日 本 政 府 が合 衆 国 の援 助 を要

請 するよう勧 めること． 

c. ソビエトが放 出 した放 射 能 に耐 えている日 本 人 たちに対 するソビエトの人

道 的 な関 心 の欠 如 を暴 露 すること．ソビエトのどのような謝 罪 も説 明 もなしに，

このことが起 きていること，合 衆 国 に比 較 して，ソビエトが自 国 の国 民 に原 子 兵

器 の開 発 に関 して教 育 することを軽 視 していることを指 摘 すること． 

d. 合 衆 国 が事 前 の通 告 と将 来 の実 験 に関 する説 明 をすべてのアジアの国

民 に行 うだろうという日 本 人 の信 念 を鼓 舞 すること． 

5. 行 政 的 対 策  

a. H 爆 弾 開 発 に対 する日 本 人 の態 度 の問 題 を監 視 し，合 衆 国 政 府 による適

切 な対 策 を鼓 舞 する作 戦 調 整 委 員 会 特 別 部 会 を設 置 すること． 

 

この資 料 から，国 防 総 省 内 で，ビキニ事 件 後 の日 本 国 民 の反 応 に対 する情 報 ，科

学 ，政 治 ，行 政 などの分 野 で包 括 的 な対 策 案 が，周 到 に準 備 されていたことが分
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かる．これらは，後 に読 売 新 聞 グループが関 わった一 連 の事 業 のアメリカ側 のルーツ

として，重 要 な意 味 を持 つと考 えられる．このチェックリストを受 けて，4 月 27 日 に，

原 子 力 関 連 委 員 会 と国 家 安 全 保 障 委 員 会 日 本 関 係 委 員 会 は，合 同 委 員 会 を開

き，国 務 省 ，国 防 総 省 ，AEC，USIAの役 割 分 担 を決 定 した． 1 2 3   

1954 年 8 月 13 日 に国 家 安 全 保 障 会 議 は，文 書 NSC5431/1 により「原 子 エネ

ルギーの平 和 利 用 における外 国 との協 力 」に関 して示 した．文 書 は，「原 子 力 は，

技 術 的 には実 現 可 能 であることが示 されているが，依 然 として経 済 的 に引 きあわな

い」とした上 で，「決 定 的 な資 源 が不 足 し，高 度 なエネルギー消 費 がある，日 本 やス

ウェーデンのような国 々では，どのような原 子 炉 でも明 らかに評 価 されるだろう」と，名

前 を挙 げて，日 本 への展 開 に言 及 したのであった．1 2 4 

 

２．米 民 間 企 業 の原 子 力 推 進 とジョン・ホプキンスの「原 子 力 マーシャル・プラン」 

 政 府 内 部 の動 きとは別 に，アメリカでは民 間 企 業 の間 でも，この時 期 に原 子 力 の

平 和 利 用 を推 進 する動 きが生 じていた．全 国 工 業 会 議 委 員 会 （National  

Industr ia l  Conference Board）は，1950 年 の初 めから原 子 力 の平 和 利 用 に関 心 を

寄 せ，1952 年 と 1953 年 の 10 月 に，ニューヨーク市 のワルドルフ・アストリア・ホテル

で，2 度 にわたって企 業 家 とAEC関 係 者 による年 会 を開 いた．特 に「原 子 力 法 」の

改 正 が議 論 された 1953 年 の会 議 には，議 会 関 係 者 に加 えてイギリス，カナダからの

参 加 もあり，さらに開 催 日 の前 の週 に，AECが最 初 の商 業 用 原 子 炉 開 発 の発 表 を

行 ったことが重 なり，原 子 力 の新 時 代 を予 兆 する空 気 が高 まった． 1 2 5  後 に読 売 新

聞 グループと関 係 を深 めることになる，原 子 力 潜 水 艦 の原 子 炉 を製 造 したことで知

られる，ジェネラル・ダイナミックス社 のジョン・ホプキンス(John J.  Hopkins) 社 長 兼

会 長 は，この会 議 の中 で，「原 子 エネルギーの経 済 面 でのインパクトの可 能 性 」を討

議 するセッションの座 長 を務 め，十 分 な資 金 と積 極 的 な努 力 があれば，10 年 から 15

年 のうちに原 子 力 に関 する可 能 性 が明 確 になると論 じた． 

この会 議 はたんに商 業 的 利 用 の視 点 だけから開 催 されたものではなかった．下 院

議 員 で両 院 原 子 力 委 員 会 委 員 を務 めたコール(W. Ster l ing Cole)は，同 年 ８月 に

ソ連 の水 爆 実 験 が予 想 を超 えて早 期 に成 功 したことで，「原 子 時 代 の第 二 」の段 階

に到 達 したとして，そのことによって「全 自 由 世 界 が直 面 する」諸 問 題 を議 論 するこ

との重 要 性 を指 摘 しながら，次 のように述 べた．今 日 のソ連 の核 兵 器 能 力 の下 では，

「原 子 及 び熱 核 兵 器 で報 復 する能 力 において，われわれははるかに強 力 でなけれ

ばならない」．さらに，「アメリカの工 業 的 活 力 が，今 日 ，明 日 ，そして日 常 の，つつし

み深 い生 活 基 準 」に導 くことを世 界 に示 す必 要 がある，と．ソ連 はすでに原 子 力 の

平 和 利 用 を進 めており，それらを友 好 国 に供 与 する準 備 をしていると述 べ，米 国 に

おける原 子 力 の工 業 的 平 和 利 用 の緊 急 性 をつよくアピールした．1 2 6 ここに見 られ

るのは，ソ連 との対 決 という政 治 構 造 の中 で，平 和 利 用 を政 治 的 観 点 から進 めよう
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とする，冷 戦 期 特 有 のイデオロギーである．原 子 力 の平 和 利 用 計 画 には，その底 流

に政 治 的 な緊 張 度 が高 い，米 国 の戦 略 的 な狙 いが伴 っていたのである． 

ホプキンスは，翌 年 ，1954 年 12 月 1 日 に，全 米 製 造 業 者 協 会 のアメリカ工 業 第

59 回 年 会 での講 演 で，「原 子 力 (Atomic)マーシャル・プラン」構 想 を打 ち上 げた．

ホプキンスは，ソ連 の原 子 力 政 策 に対 抗 するためには，政 府 の経 済 援 助 を発 展 途

上 国 ，とりわけアジアの国 々に，アメリカは原 子 力 発 電 を導 入 する必 要 があると述 べ，

ソ連 に対 する警 戒 を次 のように主 張 した．「・・・ソ連 が原 子 力 の産 業 的 利 用 というこ

とを，軍 事 的 利 用 と併 行 して－おそらくは軍 事 的 利 用 に優 先 して－外 交 政 策 の道

具 として使 う意 図 があることはいよいよもって明 白 である．・・・原 子 力 がもたらしてい

る政 治 的 ，社 会 的 ，経 済 的 変 革 を受 け入 れることにグズグズするならば，競 争 上 著

しく劣 勢 となり，ついにソ連 に屈 する運 命 に陥 るだろう」と．ホプキンスは，アジアの途

上 国 の問 題 を重 視 し，それらの「持 たざる国 」がソ連 の発 電 用 原 子 炉 によって，アメ

リカにとって「非 友 好 的 競 争 者 」となることを防 ぐため，アメリカは原 子 力 の国 際 的 計

画 を行 動 に移 すべきだと主 張 した．ホプキンスは，この計 画 をヨーロッパの戦 後 復 興

を支 援 した「マーシャル・プラン」になぞらえ，「原 子 力 マーシャル・プラン」と命 名 し，

「今 日 の世 界 において電 力 不 足 ，食 料 不 足 ，水 不 足 ，短 命 といった地 域 にアメリカ

の民 間 企 業 と，アメリカ政 府 がその友 好 国 政 府 と民 間 企 業 家 グループの協 力 を得

て，原 子 炉 を建 設 するため資 金 ，資 材 ，設 備 取 付 に関 し百 年 計 画 を新 たに開 始 す

る」ことを提 唱 した．ホプキンスは，この「百 ヵ年 計 画 」が成 功 すれば，「外 国 諸 国 民

の生 活 と健 康 と教 育 の水 準 を高 め」，それらの国 々との「永 続 的 な友 情 」がもたらさ

れると結 論 付 けた．最 後 に彼 は，「米 国 の企 業 と製 品 を外 国 に送 り出 す機 会 とはけ

口 」にもなると，計 画 が自 分 たちの利 益 にもつながることを，抜 け目 なく付 け加 えた．

1 2 7 
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写 真 １５．ジョン・ホプキンスの「原 子 力 マーシャルプラン」 

      （1954 年 12 月 1 日 ） 

      （ドワイト・アイゼンハワー大 統 領 図 書 館 資 料 ） 



         

 

・小 結  

アメリカは，1953 年 12 月 のアイゼンハワー大 統 領 の「平 和 のための原 子 」国 連 演

説 を契 機 に，原 子 力 の平 和 的 利 用 政 策 の取 組 みを開 始 したが，この直 後 の 1954

年 3 月 に，ビキニ事 件 が発 生 した．事 件 後 ，日 本 の批 判 的 な世 論 の成 長 を恐 れて，

アメリカ政 府 内 で，国 家 安 全 保 障 会 議 ，国 務 省 ，国 防 総 省 が中 心 となり，日 本 で

原 子 力 平 和 利 用 を進 展 させ原 子 炉 を導 入 するための取 組 みを開 始 した．一 方 ，

政 府 の動 きとは別 に，民 間 のジェネラル・ダイナミックス社 のホプキンス社 長 は 1954

年 12 月 に，ソ連 の原 子 力 政 策 に対 抗 する「原 子 力 マーシャル・プラン」構 想 を提 案

した． 
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第 ４章  日 本 の原 子 力 導 入  

 

 

１．戦 後 の日 本 国 内 の動 き 

戦 後 の日 本 国 内 の原 子 力 研 究 及 び政 界 ，産 業 界 の原 子 力 導 入 に関 しては，

原 子 力 研 究 解 禁 の前 からいくらかの動 きがあった． 

日 本 学 術 会 議 では，1948 年 の発 足 時 に，「学 問 と思 想 の自 由 保 障 委 員 会 」は

羽 仁 五 郎 委 員 長 の指 示 により，占 領 下 における原 子 核 物 理 学 の研 究 について調

査 し，禁 止 令 の存 在 を確 認 した．1 2 8 1949 年 の第 ４総 会 では，仁 科 芳 雄 副 会 長 に

よる「日 本 学 術 会 議 は平 和 を熱 愛 する．原 子 爆 弾 の被 害 を目 撃 したわれわれ科 学

者 は，国 際 情 勢 の現 状 に鑑 み，原 子 力 の有 効 なる国 際 管 理 の確 立 を要 請 する」と

いう声 明 を採 択 し，また 1950 年 4 月 の第 6 回 総 会 では「戦 争 を目 的 とする科 学 の

研 究 にはこの後 絶 対 に従 わないというわれわれの堅 い決 意 を表 明 する」という声 明

を発 した．さらに 1951 年 4 月 の第 10 回 学 術 会 議 総 会 で，日 本 学 術 会 議 委 員 の

伏 見 康 治 は，講 和 条 約 に原 子 力 研 究 の禁 止 条 項 が含 まれないように要 望 すること

を提 案 した． 1 2 9 

1952 年 4 月 28 日 の講 和 条 約 発 効 とともに，原 子 力 研 究 再 開 の動 きは一 挙 に

表 面 化 した．日 本 学 術 会 議 副 会 長 の茅 誠 司 と伏 見 康 治 は，共 同 で 10 月 の日 本

学 術 会 議 総 会 に，原 子 力 問 題 検 討 についての議 案 を提 出 した（いわゆる(茅 ・伏 見

提 案 ))．1 3 0提 案 の内 容 は，（1）来 年 4 月 の総 会 で，政 府 に対 して原 子 力 問 題 につ

いて申 し入 れを行 うことの可 否 を検 討 すること，（2）この問 題 について学 界 にその趣

旨 を徹 底 させ，かつ意 見 のあるところを知 るために，Ａ．会 員 はその所 属 する専 門 学

会 に対 して，この問 題 について十 分 説 明 をし，学 会 の意 見 のあるところを確 かめるこ

と，Ｂ．学 術 会 議 に臨 時 委 員 会 を設 置 して，来 年 4 月 の総 会 に提 出 する原 案 の準

備 をすることなどであった． 

茅 は議 案 の要 旨 を，次 のように説 明 した．原 子 力 は将 来 動 力 源 となって，日 本

の産 業 の形 態 も変 わることが想 像 される．科 学 的 問 題 としても原 子 力 問 題 は非 常

に重 要 であり，再 軍 備 の問 題 とも絡 み合 って非 常 に微 妙 なところにあるから慎 重 に

検 討 しなければならない．こうした考 え方 から，政 府 の責 任 において検 討 をする機 関

を設 けるべきであることを政 府 に申 しいれるのが適 当 である．茅 は，原 子 力 問 題 は

危 険 で，重 要 な問 題 であるので，学 術 会 議 として，どのような態 度 をとるべきか討 議

が必 要 であると述 べ，政 府 の方 針 で委 員 会 が設 置 されると，政 府 の方 針 で再 軍 備

等 に利 用 される可 能 性 があるという意 見 もあるので，委 員 会 が学 術 会 議 と同 じように

政 府 から独 立 した機 関 とすることが必 要 であると指 摘 した． 

これに対 し，伏 見 は，原 子 力 は「もろ刃 」の剣 であり，いい方 にも悪 い方 にも使 える，

しかし，原 子 核 物 理 学 者 として，あくまで研 究 を続 けながらそれが兵 器 に使 われない
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ように必 死 に努 力 すべきと述 べた．続 いて戸 澤 鉄 彦 は，原 子 力 問 題 はまず学 術 会

議 で慎 重 に考 えるべきで，政 府 が原 子 力 を戦 争 に利 用 する危 険 性 が大 きいとして，

政 府 への申 し入 れは省 くべきと述 べた．これを受 けて茅 は，学 術 会 議 は原 子 力 問

題 に関 心 をもち動 き出 したことが根 本 だと述 べた． 

しかし，この後 ，被 爆 者 として三 村 剛 昴 が強 硬 な反 対 意 見 を唱 えた．彼 は，米 ソ

の緊 張 が解 けるまでは，日 本 は原 子 力 問 題 に取 り組 むべきでないと主 張 した．三 村

は，日 本 は原 子 力 に乗 り遅 れても良 い，また，原 子 力 発 電 用 にウランを輸 入 しても，

戦 争 に利 用 する可 能 性 があるので，それには絶 対 に反 対 であるという態 度 を示 した．

また，山 之 内 一 郎 は，原 子 力 委 員 会 ができると戦 力 に悪 用 する可 能 性 があり，科

学 を戦 争 に用 いないという学 術 会 議 の 1950 年 4 月 の声 明 の趣 旨 に反 するので，

今 回 の議 案 のような委 員 会 の設 置 には反 対 すると述 べた． 

一 方 ，坂 田 昌 一 は，科 学 者 と政 治 家 の職 分 は異 なり，科 学 者 は原 子 爆 弾 の恐

ろしさを知 っているので，政 治 家 を啓 蒙 していかなければならないと述 べるとともに，

政 治 的 状 況 は原 子 力 問 題 に影 響 を及 ぼすと考 えられるが，その中 で学 術 会 議 は

原 子 力 に関 しては純 粋 研 究 を擁 護 する方 策 を考 えておかなければならないと主 張

した．また，尾 高 朝 雄 は，平 和 産 業 の方 向 に原 子 力 が利 用 される場 合 を考 慮 し，

米 ソの緊 張 が解 けた時 には日 本 も直 ちに対 応 できるように準 備 はしておくべきと述

べた．さらに吾 妻 栄 副 会 長 は，どのような方 向 であれ，原 子 力 に関 して日 本 の研 究

をどう持 っていくかについて学 術 会 議 としてはっきり意 見 を表 明 すべきであるが，この

日 に態 度 を決 定 するのは時 期 尚 早 であると述 べるとともに，学 術 会 議 に日 本 の原

子 力 研 究 をいかにすべきかを検 討 する委 員 会 を設 置 することを提 案 した．最 終 的

に，亀 山 直 人 議 長 は，吾 妻 が提 案 した委 員 会 設 置 の可 否 を問 い，これが承 認 され

た．この結 果 として，後 に第 39 委 員 会 が設 置 された．しかし，原 子 力 の研 究 は危 険

だが，原 子 核 研 究 は進 めるべきという点 は，会 員 には簡 単 には理 解 されなかった． 

また，1952 年 ころから，自 由 党 の中 から科 学 技 術 について，それまでの科 学 技 術

行 政 協 議 会 （STAC）に代 わる，より強 力 な統 合 的 な機 関 を設 置 すべきという意 見 が

現 れ，日 本 学 術 会 議 内 外 の論 争 が活 発 化 した． 1 3 1 この原 案 として，衆 議 院 議 員

の前 田 正 男 より「科 学 技 術 行 政 機 構 の確 立 」が作 成 され，この中 に，組 織 として，

長 官 （国 務 大 臣 ）を置 くことが示 された．その後 ，1952 年 12 月 に，自 由 党 から科 学

技 術 庁 設 置 の要 望 が出 され，あらためて学 術 会 議 の意 見 をまとめることになった．

1953 年 4 月 の第 14 回 総 会 で研 究 体 制 委 員 の審 議 経 過 が報 告 され，（１）自 由 党

案 の科 学 技 術 庁 を設 置 することは適 当 ではない，（２）しかし，現 状 では不 満 足 であ

るから，現 行 法 規 の中 で，STAC よりよく機 能 が発 揮 できるよう方 策 を考 えること，

等 の意 見 がまとめられ，結 局 学 術 会 議 全 体 としてまとまった案 を作 成 することはでき

なかった． 

が

一 方 ，政 界 にも講 和 条 約 前 から動 きがあった．1951 年 1 月 25 日 に，前 述 のジョ
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ン・F・ダレスが来 日 した．この時 点 で，講 和 条 約 に原 子 力 の制 限 条 項 が織 込 まれる

かは不 明 であったため，国 会 議 員 の中 曽 根 康 弘 はダレス宛 に原 子 力 及 び航 空 の

研 究 の自 由 を求 める書 簡 を送 った．1 3 2さらに，中 曽 根 は，1953 年 の夏 には，訪 米

中 にアメリカの原 子 力 平 和 利 用 研 究 の進 捗 ぶりを視 察 した．この時 彼 は，原 子 力

研 究 が規 制 を解 除 されて民 間 に公 開 され，経 済 界 が作 った原 子 力 産 業 会 議 が活

動 し始 めていることを知 り，日 本 も世 界 の大 勢 に遅 れてはならないことを痛 感 したと

いう．帰 国 の途 中 ，中 曽 根 は，バークレーのローレンス研 究 所 に立 ち寄 り，そこにい

た物 理 学 者 の嵯 峨 根 遼 吉 の案 内 で放 射 線 研 究 所 を見 学 し，彼 に日 本 の平 和 利

用 研 究 をどう進 めるかについて助 言 を求 めた． 1 3 3 そして 12 月 3 日 のアイゼンハワー

大 統 領 の「平 和 の原 子 」国 連 演 説 を契 機 とした，アメリカの原 子 力 政 策 転 換 を受 け

て，前 述 のように，中 曽 根 は，1954 年 3 月 3 日 に衆 議 院 予 算 委 員 会 に突 如 ，原 子

力 予 算 案 を提 出 し，これが可 決 された． 

これに対 し，1954 年 4 月 23 日 に開 催 された日 本 学 術 会 議 の第 1７回 総 会 では，

これに関 し二 つの決 議 を行 った．その１つは，原 子 力 研 究 について，日 本 学 術 会 議

が踏 まえるべき原 子 力 研 究 についての原 則 であり，もう１つは，政 府 の原 子 力 予 算

についての批 判 と，「今 後 の原 子 力 問 題 の重 要 事 項 については本 会 議 に諮 問 」し

て欲 しいという申 入 れであった．原 子 力 研 究 についての原 則 については，「原 子 力

の研 究 と利 用 に関 し公 開 ，民 主 ，自 主 の原 則 を要 求 する声 明 」を表 明 した．この声

明 の要 旨 は，将 来 の人 類 の福 祉 に重 大 な関 係 がある原 子 力 は，原 子 兵 器 の開 発

と と も に 発 達 し た ， 現 在 の よう に 原 子 兵 器 の 暗 雲 が 世 界 を 覆 っ て い る 情 勢 で は ，

我 々は将 来 我 が国 で原 子 兵 器 に関 する研 究 を行 わないことはもちろん，外 国 の原

子 兵 器 と関 連 あるすべての研 究 も行 わないと堅 く決 意 している．この精 神 を保 障 す

るため，原 子 力 研 究 と利 用 に関 する一 切 の情 報 の公 開 と，国 民 への周 知 ，研 究 に

おける民 主 的 運 営 ，更 に外 国 の研 究 の模 倣 でなく，日 本 の自 主 的 な研 究 の発 展

を望 む，とするものであった．1 3 4日 本 学 術 会 議 は，この原 則 を 1954 年 10 月 の第 18

回 総 会 において採 択 決 議 し，「原 子 力 の研 究 ・開 発 に関 する措 置 について」として，

政 府 に申 入 れを行 った． 

また，同 時 期 の 1954 年 3 月 1 日 にビキニ事 件 が発 生 し，以 前 から国 内 で起 きて

いた原 水 爆 禁 止 運 動 はさらに大 きくなった． 1 3 5 この動 きに対 して，日 本 学 術 会 議 は，

1954 年 4 月 3 日 に以 下 のような「原 水 兵 器 の廃 棄 と原 子 力 の有 効 な国 際 管 理 の

確 立 を望 む声 明 」を発 表 した． 

 

     「原 水 兵 器 の廃 棄 と原 子 力 の有 効 な国 際 管 理 の確 立 を望 む声 明 」 

 

．．． 

最 近 のビキニ環 礁 における水 爆 実 験 によって生 じた，放 射 能 塵 は，予 期 せ
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ざる深 刻 な惨 害 の原 因 となり，被 災 者 の中 には日 本 の漁 夫 が含 まれている．

この事 件 は，核 兵 器 の開 発 の結 果 について，我 々に重 大 な懸 念 を加 えるこ

ととなった． 

しかしながら，一 方 では，我 々は，原 子 力 エネルギーを平 和 的 に利 用 する

ならば，人 類 の将 来 に巨 大 な寄 与 を及 ぼすであろうという事 実 については，

強 く認 識 している．そしてまた，特 に日 本 国 民 は，我 々の生 活 水 準 を向 上 さ

せるための新 しい技 術 とエネルギー源 を探 しもとめる必 要 に迫 られている，そ

して我 々科 学 者 は，原 子 力 の研 究 開 発 に関 し，これこそ自 らの責 任 であると

いうことに十 分 に気 付 いている． 

不 幸 にして，現 在 の国 際 情 勢 は，この新 しい型 のエネルギー源 につき科

学 的 調 査 と開 発 を推 進 するに際 し，それが，人 類 の平 和 と福 祉 に，積 極 的

に役 立 つという確 信 を持 たせるには程 遠 い状 態 にある．絶 えずより巨 大 なよ

り恐 るべき原 子 兵 器 の生 産 が我 々の周 囲 で行 われているこの混 乱 を見 る時 ，

我 々は我 々の希 望 の実 現 に絶 望 的 にならざるを得 ない． 

この矛 盾 は世 界 的 なものである．今 我 々が，原 水 爆 実 験 の停 止 ，大 量 破

壊 の核 兵 器 の廃 案 ，そして真 に効 果 的 な原 子 力 の国 際 管 理 の確 立 を望 ん

でここに声 明 を発 することは，全 世 界 のこれらの問 題 に対 し真 剣 な要 求 をし

ている人 々と共 通 な感 情 であると信 ずる． 

    ．．． 

          

東 京 ，1954 年 4 月 23 日 ， 

第 17 回 総 会 で決 定 した，日 本 学 術 会 議 の声 明  

 

日 本 学 術 会 議 は，ビキニ事 件 後 ，放 射 能 塵 に対 して重 大 な懸 念 を与 えた一 方 ，原

子 力 エネルギーの平 和 的 利 用 は人 類 の将 来 に寄 与 することを認 識 しており，この

世 界 的 な矛 盾 の中 で，原 水 爆 実 験 の停 止 ，大 量 破 壊 の核 兵 器 の廃 案 ，原 子 力 の

国 際 管 理 の確 立 を望 むという声 明 を発 表 し，原 子 力 の平 和 利 用 の必 要 性 を示 し

た． 

原 子 核 研 究 を主 体 とする学 術 会 議 に対 し，この間 政 府 により，原 子 力 政 策 を立

案 することが進 められ，1954 年 5 月 11 日 に，原 子 力 利 用 準 備 調 査 会 が設 置 され

た．1 3 6同 調 査 会 は内 閣 に設 置 され，副 総 理 を会 長 として，委 員 には，経 済 企 画 庁

長 官 ，大 蔵 大 臣 ，文 部 大 臣 ，通 産 大 臣 ，経 済 団 体 連 合 会 会 長 ，日 本 学 術 会 議

会 長 らが名 を連 ね，原 子 力 行 政 の最 高 審 議 機 関 となった．調 査 会 は，学 術 会 議 に

対 してヒアリングは行 っても，政 策 面 で諮 問 することはなかった．原 子 力 利 用 準 備 調

査 会 の行 った最 も重 要 な決 定 は，日 米 原 子 力 研 究 協 定 の締 結 とそれに伴 う 1955

年 6 月 21 日 に仮 署 名 され 11 月 14 日 に正 式 署 名 されたアメリカからの濃 縮 ウラン
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受 入 であった． 

政 府 の原 子 力 行 政 のもう１つの重 要 な動 きは，1954 年 6 月 19 日 の通 産 省 にお

ける原 子 力 予 算 打 合 会 の設 置 である．これは，原 子 力 予 算 の通 産 省 工 業 技 術 院

への計 上 に伴 い重 要 事 項 検 討 するため設 置 された．打 合 会 の最 も重 要 な決 定 は，

12 月 25 日 の日 本 初 の海 外 原 子 力 調 査 団 の派 遣 であった． 

また，1954 年 7 月 に日 本 政 府 は，最 初 の科 学 アタッシュとして向 坊 隆 をワシント

ンに派 遣 し，GHQの科 学 技 術 部 長 だったハリー・Ｃ・ケリーらと原 子 力 に関 しても交

流 を持 った． 1 3 7  彼 は，1955 年 には米 原 子 力 委 員 会 と意 見 を交 換 した．1 3 8 

産 業 界 でも，1954 年 3 月 3 日 の衆 議 院 予 算 委 員 会 の原 子 力 予 算 案 可 決 後 に

は，原 子 力 への関 心 は高 まり，12 月 14 日 に有 力 企 業 により，原 子 力 発 電 資 料 調

査 会 が結 成 され，1955 年 4 月 には経 済 団 体 連 合 会 により後 述 の原 子 力 平 和 利 用

懇 談 会 が設 置 された．これは 1956 年 3 月 1 日 に発 足 した原 子 力 産 業 会 議 の母 体

となった． 

国 際 的 な動 きとしては，1955 年 8 月 8 日 にスイスのジュネーブで国 際 連 合 主 催

の原 子 力 平 和 利 用 国 際 会 議 が開 催 され，日 本 から科 学 者 のほか中 曽 根 ら政 治 家

も出 席 した． 

 

２．柴 田 秀 利 と原 子 力  

柴 田 秀 利 が原 子 力 問 題 に出 会 ったのは，1953 年 3 月 のことだった．当 時 ，NTV

の重 役 として，柴 田 はアメリカからのテレビ技 術 導 入 に関 わっていた．NTVの全 国 ネ

ット化 に必 要 とされたマイクロウェーブ回 線 の導 入 のため，彼 が渡 米 していたときに，

テレビ事 業 のコンサルタント役 であったユニテル社 社 長 ウィリアム・ホールステッドから，

ジェネラル・ダイナミックス社 の副 社 長 ，ヴァーノン・ウェルシュ(Vernon M. Welsh)を

紹 介 された．このとき柴 田 はウェルシュから，「テレビの技 術 をマスターした暁 には，

原 子 力 技 術 の 6，70％をマスターしたことになり，原 子 力 の平 和 利 用 に入 る素 地 は

出 来 上 がる」と聞 かされた．『戦 後 マスコミ回 遊 記 』には，「寝 転 びながら，その話 を

聞 いた」とあるので，このときのウェルシュの話 は，何 ら公 的 なものではなかったと思 わ

れる．しかし，テレビ事 業 に奔 走 していた柴 田 にとっては，原 子 力 が次 の新 しい挑 戦

的 な事 業 と映 ったのは確 かである．彼 は「新 しい使 命 感 に燃 え立 つ想 いに駆 り立 て

られていった」と書 いている． 1 3 9 また，柴 田 が残 した渡 米 中 の日 記 の中 に，「ジェネラ

ル・ダイナミックス社 のウェルシュと出 会 った」，という事 実 が記 されており，この時 期

にウェルシュと出 会 い，原 子 力 に関 する説 明 を受 けたことを裏 付 けている．1 4 0 
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写 真 １６．１９５３年 ４月 ３日 の渡 米 中 の柴 田 秀 利 の日 記  

（「GE（GD）幹 部 のウェルシュ」と記 述 がある） 

 （柴 田 秀 利 資 料 ） 

 

 柴 田 の『戦 後 マスコミ回 遊 記 』で，その後 ，原 子 力 問 題 が語 られるのは，ビキニ事

件 以 降 ，日 本 国 内 で原 水 爆 禁 止 運 動 が発 展 を見 たころのワトソン(Danie l  S.  

Watson)との出 会 いに至 る過 程 である．柴 田 は，ビキニ事 件 以 降 の原 水 爆 禁 止 運

動 の急 速 な高 揚 を前 にして，「日 本 には毒 をもって毒 を制 するという諺 がある．･･･原

爆 反 対 を潰 すには，原 子 力 の平 和 利 用 を大 々的 に謳 いあげ」る他 ないと，ワトソン

に語 ったと書 いている．これが「毒 をもって毒 を制 する」発 言 である． 1 4 1 

ワトソンの日 本 での任 務 は，彼 が国 防 総 省 関 係 者 と言 われる以 上 には，詳 らかで

はない．彼 は存 命 中 に 1994 年 の NHK 番 組 「原 発 導 入 のシナリオ」の取 材 に応 じて

いるが，当 時 の任 務 を明 らかにしないことが取 材 条 件 とされた．NHK の番 組 では，ワ

トソンは 1953 年 6 月 に来 日 し，日 本 の世 論 の動 向 を，新 聞 を通 じて把 握 する目 的

で読 売 新 聞 社 の正 力 松 太 郎 に接 近 し，その過 程 で柴 田 との交 友 関 係 が始 まった

と証 言 している．柴 田 はワトソンに関 して，原 子 力 問 題 について「アメリカを代 表 して

出 てきた」と書 いているが，筆 者 が収 集 した当 時 の国 務 省 ，国 防 総 省 関 係 の文 書

の中 で，ワトソンの名 を確 認 することはできなかった．後 述 のように，柴 田 文 書 の中 に，

ワトソンが，当 時 ，国 連 軍 の司 令 官 だったジョン・ハル（John E. Hul l）の事 務 所 で働

いていた事 実 に触 れている手 紙 があるので，ハルの部 下 として特 別 の任 務 について

いた人 物 と考 えられる． 

 ここで問 題 となるのは，ワトソンとの「毒 をもって毒 を制 する」発 言 の時 期 である．柴

田 は，さいわい手 帳 に重 要 事 項 を書 き残 しているので，当 時 の手 帳 を調 査 したが，

柴 田 文 書 には 1954 年 と 55 年 のものが欠 落 しているため，残 念 ながら特 定 できなか

った．佐 野 眞 一 は，『巨 怪 伝 』の年 表 に「3 月 」と記 した．1 4 2 佐 野 は，筆 者 の問 い合

わせに対 し，柴 田 の生 存 中 に取 材 をした際 ，本 人 から直 接 ，そのような説 明 を受 け

たと回 答 している． 1 4 3  しかし，ビキニ事 件 の『読 売 新 聞 』スクープが 16 日 だったから，
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テレビ問 題 で手 一 杯 だった柴 田 が，事 件 後 ，2 週 間 あまりの間 に，そのような後 年 に

重 要 となる判 断 に至 ったというのは考 えにくい．  

 『戦 後 マスコミ回 遊 記 』では，柴 田 が危 機 感 を感 じたこととして，原 水 爆 禁 止 署 名

運 動 全 国 協 議 会 による署 名 運 動 で，「3 千 万 人 の賛 同 」が得 られたことがあげられ，

その後 にワトソンとの会 話 が展 開 されている．このことから，ワトソンとの会 話 は，3 千

万 署 名 以 降 のような印 象 を受 ける．同 協 議 会 は，1954 年 8 月 6 日 の広 島 被 爆 記

念 日 に発 足 し，当 時 の安 井 郁 事 務 局 長 が 1 ヶ月 後 の 9 月 4 日 の時 点 で公 表 した

ところでは，それまでに集 められた署 名 数 は１千 万 で，その後 ，9 月 23 日 の第 五 福

竜 丸 無 線 長 の久 保 山 愛 吉 の死 亡 がきっかけとなって運 動 は発 展 し，1955 年 8 月

の第 一 回 原 水 爆 禁 止 世 界 大 会 直 前 に署 名 数 は 3 千 万 に達 した．1 4 4 この事 実 か

らすると，ワトソンとの会 話 は 1955 年 8 月 以 降 ，という見 方 も成 り立 ちうるが，そうなる

と『読 売 新 聞 』が後 述 する原 子 力 キャンペーンを開 始 した 1 月 より後 になるので，も

ちろん，そういうことにはならない．柴 田 の歴 史 記 述 は，必 ずしも歴 史 的 順 序 に忠 実

に従 って展 開 されているわけではないのである．放 射 能 問 題 が，一 般 の国 民 に及 ぶ

のは，俊 鶻 丸 の調 査 結 果 がもたらされる 5 月 ごろ以 降 であった．同 調 査 船 からは，

ビキニ周 辺 の南 太 平 洋 領 域 における広 範 囲 な放 射 能 汚 染 が報 告 され，その後 ，

梅 雨 を迎 えた日 本 では，放 射 能 の雨 が降 り始 めるのである．この点 からも，1955 年

3 月 というのは，状 況 的 に早 すぎる．妥 当 なのは，少 なくとも俊 鶻 丸 の報 告 以 降 とい

うところだろう． 

 

３．「原 子 力 平 和 使 節 団 」の来 日 に向 けて 

 柴 田 文 書 の中 で，1955 年 の「原 子 力 平 和 使 節 団 」と関 係 した文 書 が見 られるの

は，1954 年 12 月 以 降 である．柴 田 はホールステッドから 12 月 10 日 に以 下 のよう

な手 紙 を受 取 っている． 1 4 5 

 

                                       1954 年 12 月 10 日  

親 愛 なるトシ： 

 

    ・・・ 

ある非 常 に重 要 なニュースがあります．それはムント議 員 の演 説 と同 じくらい

重 大 な効 力 をもっているかもしれないものです．あなたはたぶんヴァーノン・ウェ

ルシュ氏 を覚 えているでしょう，彼 はあなたがこちらに来 られていた時 に会 った

人 です．彼 はジェネラル・ダイナミックス社 の副 社 長 で，社 長 のジョン・ホプキン

ス氏 の右 腕 です．ジェネラル・ダイナミックス社 は，米 国 の中 で最 も重 要 な関 係

企 業 の 1 つで，原 子 力 潜 水 艦 ノーチラス号 とシーウルフ号 の建 造 会 社 です． 

彼 ら（二 人 ）は，電 力 生 産 に原 子 力 エネルギーを導 入 する活 動 をしているリー
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ダーたちのグループに属 し，ウェルシュ氏 を通 して，ユニテル社 の仕 事 に相 当

な関 心 を示 してきました．特 に適 切 な電 力 とコミュニケーションの不 足 が両 方 と

も問 題 となっている世 界 の国 々で，マウンテントップ方 式 の放 送 局 と小 規 模 な

原 子 力 発 電 所 が，将 来 ，自 然 な結 びつきを生 み出 すことを，あなたは理 解 で

きるでしょう． 

ウェルシュ氏 は，ホプキンス氏 がまもなく日 本 へ行 く予 定 であると私 に伝 えて

きました．彼 はあなたの国 で原 子 力 の手 法 の応 用 について議 論 するために，

工 業 界 や政 府 のトップの人 々と会 見 するつもりです．彼 は，それは政 府 によっ

てではなく，工 業 界 や自 由 企 業 によって行 われるべきだと心 に留 めておりま

す． 

あなたが，この問 題 を正 力 氏 や他 の政 財 界 の要 人 に説 明 し，ホプキンス氏

に会 う準 備 をすると，私 はウェルシュ氏 にすでに伝 えてあります．もしあなたに

興 味 があるならば，ウェルシュ氏 に直 ちに手 紙 を書 いて，あなたのグループか

ら，ホプキンス氏 が日 本 にいる間 に彼 に招 待 をする手 を差 しのべて下 さい．ト

シ，これは歴 史 的 な出 来 事 になりえますし，私 は，あなたがいかに今 進 行 中 の

NTV の事 業 をうまく進 めているかを知 っていますので，あなたがたの国 の将 来

のために，あなたが別 の偉 大 なプロジェクトの基 礎 を築 くことができると思 って

います．・・・ 

敬 具  

ウイリアム・ホールステッド 

 

柴 田 は，ホールステッドから，「ムントの演 説 と同 様 な，長 期 的 な効 果 をもたらすかも

知 れない，ある非 常 に重 要 なニュース」を知 らされた．ムントとは，前 述 のアメリカの上

院 議 員 ，カール・ムントのことで，彼 の 1950 年 6 月 の米 国 議 会 上 院 での「ビジョン・

オブ・アメリカ」演 説 で，柴 田 は，宣 伝 ラジオ放 送 ボイス・オブ・アメリカのテレビ版 を

つくるムントの構 想 を知 り，それをきっかけに日 本 テレビの創 設 とその発 展 のために

奔 走 していたのだった．1 4 6 この手 紙 でホールステッドは，かつて柴 田 が会 ったウェル

シュからの話 として，ジェネラル・ダイナミックス社 の社 長 兼 会 長 ，ジョン・ホプキンスが

近 く来 日 し，工 業 界 ，政 界 のトップと会 見 して，原 子 力 の日 本 での展 開 について協

議 したいと言 っていることを伝 えてきた．彼 は「これは歴 史 的 な出 来 事 になりうる」と強

調 し，直 ちに政 財 界 首 脳 との会 談 を準 備 するよう柴 田 に提 案 した． 

 柴 田 は 22 日 付 で返 事 を書 き，「たしかに貴 殿 のボールを素 手 で受 け取 った．私 は

この瞬 間 を待 ち望 んでいた」と対 応 した．読 売 新 聞 社 主 の正 力 が提 案 を受 け入 れ

たこと，自 分 たちが「テレビは原 子 力 工 業 化 の第 一 歩 である」と理 解 していたことを

伝 え，それが「共 産 主 義 をこの地 上 から追 い出 す唯 一 の道 だ」と述 べた．産 業 界 と

学 者 たちを，原 子 力 の平 和 利 用 に関 する「厳 粛 な理 解 に導 く」ことが重 要 で，その
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ために読 売 新 聞 はイニシアティヴを発 揮 すると続 けた．さらに読 売 側 からの提 案 とし

て，ホプキンスに優 れた学 者 を同 行 させるよう要 望 し，正 力 から新 年 号 に特 別 の社

告 を掲 載 することを命 じられているので，学 者 の名 前 とホプキンスのメッセージを至

急 知 らせるように，と結 んだ． 1 4 7 

 さらに 12 月 31 日 には，柴 田 はホールステッドへ以 下 の内 容 の手 紙 を送 っている．

1 4 8  

 

                                       1954 年 12 月 31 日  

ユニテル社 社 長  

ホールステッド殿  

・・・ 

 私 は，自 宅 でタイプ中 に本 社 から，ホプキンス氏 の特 別 メッセージの電 報 を

受 信 した，という電 話 を受 取 り，心 がうきうきしてきました．当 然 ，私 は直 ちに出

社 し，1 月 1 日 の第 一 面 をすべて変 更 することにしました．私 は，自 分 自 身 で

メッセージを翻 訳 し，第 一 面 の記 事 を書 く事 を提 案 しました．・・・私 たちはその

日 のうちに記 事 を完 成 しました． 

・・・ 

 

今 ，私 は彼 の訪 問 に関 連 した非 常 に重 要 なことがらを考 えています．誰 で

もが知 っているように，日 本 が原 子 爆 弾 や H 爆 弾 （水 爆 ：引 用 者 ）実 験 で被

害 を受 けた最 初 で唯 一 の国 です．したがって，私 たちの国 民 の恐 れは誰 よりも

大 きなものであるということができます．当 然 ，合 衆 国 に対 する敵 対 的 感 情 も，

否 定 しえません．ですから，共 産 主 義 者 たちがこの流 れを反 米 及 び平 和 運 動

のために捉 えて来 たことは，たしかに理 屈 に合 っています．特 に，ビキニ実 験

の放 射 能 によって漁 民 の一 人 が死 亡 して以 降 ，彼 らの運 動 は非 常 に強 力 で

効 果 的 になり，何 もそれを止 めることはできそうにありません．・・・ 

 

また，今 ，日 本 では総 選 挙 が行 われようとしています．もし選 挙 の前 に何 も

起 こさなければ，左 翼 がこれまでより勢 力 を強 めるでしょう．もし，中 国 とソビエト

がこれに関 連 した行 動 を起 こした場 合 には，合 衆 国 は，それまでに有 効 な反

撃 活 動 を何 もとらなかったことを後 悔 することになります．それはまさに外 交 面

の欠 如 です．  

 

さて，心 理 的 傾 向 は，最 も効 果 的 な反 撃 活 動 は何 か，です．私 は，日 本 国

民 はこの原 子 力 問 題 を非 常 に意 識 しているので，もしホプキンス氏 が合 衆 国

から原 子 力 平 和 使 節 として来 日 することができ，原 子 力 エネルギーは経 済 復
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興 や国 家 の安 定 のために何 と有 用 なのだろう，と国 民 の目 を開 くことができる

ならば，国 民 の原 子 力 に対 する恐 怖 や合 衆 国 に対 する敵 対 的 感 情 は突 然

に希 望 や感 謝 に変 わるでしょう，と率 直 に申 し上 げたい．また，それは当 然 ，

来 るべき選 挙 に影 響 を及 ぼすでしょう．私 の前 回 の手 紙 で，彼 を招 待 する最

も望 ましい時 期 は選 挙 の終 了 後 でしょうと書 きました．しかし，現 在 は，以 上 の

ような重 要 性 を考 慮 しますと，彼 の訪 問 は 1 月 20 日 頃 か，あるいは遅 くとも 2

月 の始 めまでに実 現 できるようにお願 いしたいのであります．  

・・・ 

 

この時 の手 紙 は，タイプ途 中 で，ホプキンスのメッセージが電 報 で送 られてきたことを

知 らされた柴 田 が，急 遽 ，新 年 号 の記 事 の組 替 えに走 る姿 を伝 える臨 場 感 に溢 れ

たものである．柴 田 は，ホプキンスを「原 子 力 平 和 使 節 団 」として迎 えたいと伝 え，さ

らに来 日 を，近 日 中 に行 われることになっていた日 本 の総 選 挙 前 に実 現 できないか

と打 診 している．この点 は，『戦 後 マスコミ回 遊 記 』にも触 れられている．注 目 したい

のは，この時 の柴 田 の，「日 本 は唯 一 の被 爆 国 で，国 民 の恐 れは大 きく，当 然 ，アメ

リカに対 する敵 対 的 感 情 も否 定 できない，一 方 で共 産 主 義 者 は反 米 及 び平 和 運

動 のために捉 えており，ビキニ実 験 による漁 民 の死 亡 以 後 ，彼 らの運 動 は強 力 にな

り，止 められそうもない」という発 言 である．この記 述 は，『戦 後 マスコミ回 遊 記 』のもの

とよく似 ている．原 水 爆 禁 止 運 動 の総 選 挙 への影 響 を回 避 するために，ホプキンス

の来 日 を早 められないかというのが，柴 田 の依 頼 内 容 であった． 

手 紙 はさらに以 下 のように続 く． 

 

・・・ 

私 たちの発 表 は，既 に，新 しい年 の最 も衝 撃 的 な良 いニュースとして国 民 に

訴 え，皆 が驚 きました．これを最 も効 果 的 なものとするためには，「早 ければ早

いほど良 い」のであります．私 は自 分 のアイデアを，国 連 軍 のハル将 軍 のところ

にいる，ある政 治 分 析 官 （an pol i t ica l  annal is ist：ママ）に説 明 しておきました．

彼 は感 動 した様 子 で，指 令 官 （ハル）にワシントンへ直 ちに打 電 させ，彼 らの

方 面 から後 押 しさせると約 束 してくださいました．それらのことはすべて極 秘 に

しておかなければなりませんでした．したがって，私 は，どんな処 置 が講 じられ

たか知 りませんでした．しかしながら，彼 らが何 をしたとしても，あなたが私 に賛

成 していただけるならば，なぜ私 たちが 1 月 20 日 の頃 にホプキンス氏 をご招 待

することを重 要 であると思 っているか，をウェルシュ氏 やホプキンス氏 にご説 明

していただきたく存 じます． 

・・・ 

敬 具  
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柴 田 秀 利  

日 本 テレビ放 送 網 株 式 会 社  

   東 京 ，日 本  

 

ハルは，前 述 のジョン・ハルで，1953 年 から 55 年 まで，国 連 軍 の司 令 官 を務 めた人

物 である．別 の 1955 年 1 月 19 日 付 のホールステッド宛 の柴 田 の手 紙 には，「（ハ

ル）将 軍 付 きのひとりの政 治 情 報 官 ，Danie l  S. Watson」という記 述 があるので，柴

田 が話 をした「政 治 分 析 官 」というのは，ワトソンだったと考 えられる． 1 4 9 

以 上 のことから，次 のような想 定 が浮 かび上 がる．ホールステッドからホプキンスの

来 日 を知 らされた柴 田 は，ハルの事 務 所 にいたワトソンに，原 水 爆 禁 止 運 動 に対 す

る危 機 感 を表 明 し，ホプキンスの来 日 をそれらの運 動 に対 抗 する好 機 と捉 え，ハル

を通 じたアメリカ政 府 への仲 介 をワトソンに依 頼 した，ということである．もし，この推

定 が正 しければ，柴 田 の「毒 をもって毒 を制 する」発 言 は，1954 年 12 月 に発 せられ

たことになる．ワトソンが，そのとき「感 動 した」のだから，それ以 前 に同 じ趣 旨 の話 を

していた可 能 性 は否 定 できるだろう． 

このころ正 力 は，突 如 ，出 身 地 の富 山 から総 選 挙 に立 候 補 する決 意 を固 めた．

1 5 0 立 候 補 のスローガンには，柴 田 が提 案 した「原 子 力 の平 和 利 用 」に「保 守 大 合

同 の実 現 」が加 わった．正 力 の立 候 補 とともに，柴 田 は正 力 の補 佐 役 として，現 実

政 治 のただ中 におかれた．いわば柴 田 自 身 が，国 内 ，国 際 政 治 の当 事 者 になった

のである．原 水 爆 禁 止 運 動 は，こうした柴 田 にとって，より身 近 な，悪 くすると自 分 た

ちの道 を閉 ざすかも知 れない，障 害 と映 ったとしても不 思 議 ではない． 

彼 らにとって，ホプキンスらの来 日 の効 果 を総 選 挙 に反 映 させようという狙 いは，

伏 せられるべきものであった．柴 田 は，12 月 31 日 のホールステッドへの手 紙 で，「ホ

プキンス氏 は政 府 の人 間 ではないし，私 たちも自 由 な新 聞 だから，誰 もそのような真

の狙 いを嗅 ぎつける可 能 性 はない」と書 いている． 1 5 1 ともあれ，1955 年 元 旦 の読 売

新 聞 の一 面 には，柴 田 が組 替 えた「米 の原 子 力 平 和 使 節 」という社 告 が 6 段 抜 き

で掲 載 され，「本 社 でホプキンス氏 招 待 ，日 本 の民 間 原 子 力 工 業 化 を促 進 」という

見 出 しで，ホプキンスのメッセージと略 歴 が掲 載 された．1 5 2読 売 新 聞 は，その後 ，

大 々的 な原 子 力 平 和 利 用 キャンペーンを行 うことになった．  

年 が明 けて，1955 年 1 月 5 日 に，正 力 は，ホプキンスへ以 下 の内 容 の正 式 の招

請 状 を送 った． 1 5 3 

 

                                        1955 年 1 月 5 日  

ジェネラル・ダイナミックス社 御 中  

社 長 兼 会 長  ジョン・J・ホプキンス殿  
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拝 啓  ホプキンス殿  

 

貴 殿 が日 本 をご訪 問 される計 画 を私 どもの監 督 者 でありますウィリアム S.ホ

ールステッド氏 を通 じて知 ることができましたことは，私 ばかりではなく全 国 民 に

とって大 きな喜 びであります．申 し上 げるまでもございませんが，8000 万 人 の

日 本 人 は，原 子 力 エネルギーの平 和 利 用 の先 駆 者 となられます貴 殿 をご招

待 して，弱 い日 本 経 済 の再 建 と発 展 のためにご支 援 をいただきますことをたい

へん感 謝 いたしまた楽 しみにしております．・・・ 

 

私 は直 ちに，ホールステッド氏 を通 じて，貴 殿 をご招 待 いたし，全 面 的 に貴

殿 のご計 画 にご協 力 させていただきますことをご提 案 いたました．・・・ 

 

・・・ 

全 国 民 は，貴 殿 ，すなわち「ミスターアトム」殿 は日 本 に平 和 のための新 しい原

子 力 エネルギーの時 代 をもたらすと信 じております．･･･ 

 

わが国 には「善 は急 げ」という格 言 があります．私 は，貴 殿 には，1 月 20 日

頃 にご訪 問 していただきたく，心 よりお願 い申 し上 げます．もしそれがご無 理 で

あります場 合 には，遅 くとも来 月 の初 旬 にはご訪 問 していただきますよう，よろ

しくお願 い申 し上 げます．・・・ 

 

・・・ 

 

特 にビキニ諸 島 で H 爆 弾 の爆 発 による放 射 能 を被 災 した漁 師 の死 亡 事 件

以 降 ，ソ連 と中 国 による反 米 の平 和 運 動 が非 常 に活 発 になってきております．

私 は，貴 国 の励 みとなる反 撃 なしに，このような状 況 の下 で日 本 の総 選 挙 を

実 施 することは不 利 であると思 います． 

 

貴 殿 のご好 意 を政 治 目 的 に利 用 することは，当 初 から私 の意 図 したところ

ではございません．しかしながら，私 は，貴 殿 のご訪 問 が貴 国 の最 も効 果 的 で

積 極 的 なご方 針 であると判 断 いたしております．このような理 由 により，私 は，

貴 殿 は即 時 に真 摯 にご対 応 していただけることと確 信 しております． 

 

・・・ 

 

平 和 使 節 として，貴 殿 のご訪 問 をより重 要 なものとするために，できることで
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ありますならば，貴 殿 がアイゼンハワー大 統 領 から日 本 国 民 へのメッセージを

携 えてご訪 問 いただくことを，私 はご提 案 させていただきたく存 じます． 

 

本 書 状 は，貴 殿 が選 出 なされた優 れた有 識 者 殿 と共 に，貴 殿 ができる限 り

早 く日 本 をご訪 問 していただくための公 式 なご招 待 とさせていただきたく，よろ

しくお願 い申 し上 げます．・・・ 

       

・・・               

敬 具  

                                     正 力 松 太 郎  

                                     読 売 新 聞 社 社 主  

                           日 本 テレビ放 送 網 株 式 会 社 社 長  

 

この時 正 力 は，ホプキンスを『ミスターアトム』と称 し，日 本 に原 子 力 の平 和 利 用 をも

たらす人 ，と特 筆 している．さらに，「善 は急 げ」の喩 えを持 ち出 し，1 月 20 日 ごろ，

遅 くとも 2 月 初 めの来 日 を要 請 した．正 力 の狙 いは，総 選 挙 中 の来 日 で，原 水 爆

禁 止 運 動 の反 米 的 な動 きを封 じることであった．正 力 は続 けて，日 本 国 民 に対 する

アイゼンハワー大 統 領 のメッセージを携 えることを要 請 し，重 ねて指 導 的 な学 者 の同

行 を依 頼 した． 

同 日 ，柴 田 もウェルシュに手 紙 を送 り，経 過 を報 告 するとともに，盛 り上 がりを見

せる原 水 爆 禁 止 運 動 によって，総 選 挙 の結 果 が左 右 されることを懸 念 していたとこ

ろへ，ホプキンスの来 日 が知 らされ，それが「共 産 主 義 者 の宣 伝 と原 子 及 び合 衆 国

に対 する不 安 と反 感 を吹 き飛 ばすだろう」と期 待 感 を表 明 した．1 5 4 

 

４．アメリカ政 府 とホプキンスの対 応  

 華 々しく開 始 された柴 田 の計 画 に，その後 ，思 わぬ障 害 が生 じた．1 月 24 日 付 け

のホールステッドからの柴 田 への手 紙 で，「あなたもご存 知 にように，ジェネラル・ダイ

ナミックス社 は政 府 との契 約 企 業 であるため，厳 しい法 律 と原 子 開 発 計 画 問 題 に

関 して規 制 を受 けます．このため，ウェルシュ氏 が日 本 への原 子 力 使 節 に対 しての

態 度 を決 定 し，また，特 に，わが国 政 府 の原 子 力 委 員 会 ，国 務 省 ，又 は，他 の機

関 に関 する問 題 は何 もないことを確 認 するために，ワシントンでいくつかの会 議 を持

つことが必 要 でした．私 は，ウェルシュ氏 から，国 務 省 に関 する限 り，提 案 された訪

日 は問 題 ない，そして，原 子 力 委 員 会 の関 係 者 は，訪 日 が良 い考 えであることを示

唆 した，と連 絡 を受 けました．」と，ウェルシュが，ワシントンでAEC，国 務 省 ほかの政

府 関 係 者 と，ホプキンスの訪 日 の政 策 的 ，及 び，法 的 な妥 当 性 について検 討 を進

めていることが伝 えられた． 1 5 5  ホプキンスの訪 日 について，米 国 政 府 からチェックが
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入 ったのである．この時 の経 緯 は，アメリカの関 係 資 料 から追 うことができる． 

 1 月 12 日 にウェルシュは，国 務 省 を訪 ね，ホプキンスの日 本 訪 問 について，国 務

長 官 付 き特 別 補 佐 官 ジェラード・スミス（Gerard C. Smith）らと意 見 を交 わした．1 5 6 

スミスは，ホプキンスの「原 子 力 マーシャル・プラン」に対 して，自 分 たちはそのようなも

のは計 画 していないと牽 制 し，現 在 ，アメリカには経 済 的 に見 合 う原 子 炉 が存 在 し

ないので，そのような炉 ができるまで待 つよう勧 めたが，意 見 の一 致 は得 られなかっ

た．スミスは，国 務 省 ，AEC の順 に外 国 の原 子 力 計 画 は組 まれるべきだと述 べ，暗

にジェネラル・ダイナミックス社 の単 独 行 動 を批 判 したが，彼 らが「日 本 人 に接 触 す

ることに対 しては，政 治 的 な反 対 論 はない」とした．ウェルシュは，AEC と相 談 するこ

ととし，再 度 ，スミスへの連 絡 を約 束 した． 

 スミスは，当 時 ， NSC/OCBで，原 子 力 平 和 利 用 関 係 作 業 グループ主 査 を務 め

ていた．1 月 27 日 に彼 のところに，OCB補 佐 官 で，CIA長 官 付 き特 別 補 佐 官 のウェ

イン・ジャクソン(Wayne G. Jackson)からメモ「日 本 における平 和 のための原 子 プログ

ラムの総 合 宣 伝 」が届 いた． 1 5 7  このメモの要 旨 は以 下 のようである． 

 

1955 年 1 月 27 日  

ジェラード・スミス氏 （NSC 5431/1 作 戦 調 整 委 員 会 作 業 部 会 議 長 ）宛 メモ 

 

主 題 ：日 本 での平 和 のための原 子 プログラムの総 合 宣 伝  

 

アイゼンハワー大 統 領 の平 和 のための原 子 計 画 を扱 う作 業 部 会 の討 議 のた

めの提 案 を，私 はここにお送 りします． 

Ⅰ．背 景  

1．よく知 られた影 響 力 のある日 本 の新 聞 とラジオ局 の重 役 が，アイゼンハワー

大 統 領 の平 和 のための原 子 計 画 の提 案 を促 進 する広 範 なキャンペーンに取

組 みたいと考 えて，指 導 と援 助 を願 い出 ていることを，最 近 ，私 たちは知 った． 

2．この人 物 は，1954 年 12 月 1 日 に全 米 製 造 者 協 会 でジェネラル・ダイナミ

ックス社 社 長 のジョン・J.・ホプキンス氏 が行 った講 演 が，指 導 的 な日 本 の実

業 家 たちに相 当 な衝 撃 を与 えたことを指 摘 している．この講 演 のなかで，ホプ

キンスは，特 に日 本 と極 東 を挙 げて，低 開 発 国 への原 子 力 プラントの設 置 を

主 張 した．ホプキンスは，この提 案 を原 子 力 「マーシャル・プラン」と名 づけた．

日 本 人 たちは，ホプキンスの現 実 的 な計 画 に，強 い興 味 を示 している． 

3．ユニテル社 のウィリアム・ホールステッド氏 は，ホプキンスのために前 述 の日

本 人 に接 触 して，日 本 人 に“マーシャル・プラン”提 案 を説 明 するために，ホプ

キンスを訪 日 させる可 能 性 を検 討 してきた． 
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Ⅱ．結 論 と勧 告  

1．原 子 エネルギーに関 する完 全 な問 題 を，適 切 なひかりの中 に提 示 するため

に，前 述 の日 本 人 は，ホプキンスと原 子 科 学 者 たちが，「経 済 再 建 のなか，デ

フレにあえぐ日 本 人 に希 望 を復 活 するために，招 待 されて，原 子 力 平 和 使 節

団 として訪 日 することが鼓 舞 されるべきだ」と勧 告 している． 

2．もしホプキンスや他 のメンバーが日 本 に招 待 されたなら，このメディアの重 役

は適 切 な宣 伝 を準 備 できるだろうし，その意 思 もあり，また，日 本 工 業 界 と政

府 関 係 者 のトップにアメリカ側 の代 表 を紹 介 するだろう． 

3．さらに以 下 の項 目 を勧 告 に追 加 する  

ａ．合 衆 国 政 府 の適 切 なメンバーをホプキンスに接 触 させ，訪 日 の考 えに承

認 を与 え，また，日 本 人 が彼 の全 米 製 造 者 協 会 提 案 に非 常 に興 味 を持 って

いることを，彼 に確 認 すること． 

ｂ．応 用 技 術 を説 明 できる力 量 があるトップレベルの原 子 物 理 学 者 が，アメリ

カ政 府 機 関 によって選 ばれて，ホプキンス一 行 に加 えられること． 

ｃ．合 衆 国 政 府 高 官 が，ホプキンスの訪 日 に関 連 してある種 の引 用 可 能 な声

明 を，ホプキンスの原 子 力 「マーシャル・プラン」の考 えを，必 ずしも直 接 に支

持 するのでなく，平 和 的 な原 子 力 を通 じて極 東 を発 展 させようとする民 間 企

業 によって取 られたイニシアティブの奨 励 を提 供 する形 で行 うこと． 

・・・ 

ジャクソン・スミス 

 

このメモには，「よく知 られた影 響 力 ある日 本 の新 聞 とラジオの重 役 （execut ive）」が，

アイゼンハワーの原 子 力 平 和 利 用 計 画 を推 進 する全 面 的 なキャンペーンを行 いた

いと言 ってきていると述 べられている．さらにその人 物 が，ホプキンスの原 子 力 「マー

シャル・プラン」が日 本 の工 業 界 にかなりの衝 撃 を与 えていると述 べたと報 告 されて

いる．これに続 く内 容 は，正 力 の招 請 状 の内 容 と大 差 ないが，大 統 領 メッセージに

関 しては，「米 政 府 高 官 が，ホプキンスの旅 行 に関 して，ある種 の引 用 可 能 なステー

トメントを行 う」という要 請 に変 わっている． 

さらに，2 月 4 日 にファネストック(Sher idan Fahnestock)から OCB のメンバーであ

ったハーシ(Richard Hirsch)へ以 下 のメモが送 られた．1 5 8 

 

                                        1955 年 2 月 4 日  

作 戦 調 整 委 員 会 リチャード・ハーシ氏 宛 メモ 

         主 題 ：日 本 での原 子 力 平 和 利 用 計 画 の宣 伝 の提 案  

1．アイゼンハワー大 統 領 の原 子 力 平 和 利 用 の提 案 に基 づく日 本 での宣 伝

に関 連 して，我 々は以 下 の情 報 を紹 介 し，この計 画 の実 行 の可 能 性 のため

 64



の勧 告 について，早 期 に検 討 するために会 議 のメンバーに連 絡 することを要

求 する． 

 

Ⅰ．背 景  

1．よく知 られた影 響 力 のある日 本 の政 治 関 係 者 が，アイゼンハワー大 統 領 の

平 和 のための原 子 計 画 の提 案 を促 進 するキャンペーンに取 組 みたいと考 えて，

指 導 と援 助 を願 い出 ていることを，最 近 ，私 たちは知 った． 

2．・・・ 

3．彼 の計 画 の詳 細 は十 分 に立 案 されていないが，基 本 的 な計 画 は，(a)資 料

の出 所 の強 調 を避 けるか隠 し，(b)日 本 の公 衆 の現 在 の態 度 と一 般 的 な日 本

人 の心 理 に資 料 を合 わせるため，日 本 人 の美 術 家 ，制 作 者 ，印 刷 業 者 を使

って，我 々が供 給 した資 料 を加 工 する．全 面 的 な平 和 のための原 子 計 画 に

対 するソ連 の拒 絶 に，特 別 の強 調 がなされる模 様 である． 

4．日 本 の責 任 者 は，USIA 提 供 の原 子 力 平 和 利 用 計 画 は，日 本 の公 衆 に

受 け入 れられそうにない，と述 べた． 

 

Ⅱ．勧 告  

1．上 記 計 画 に沿 って適 切 に遂 行 するために，非 政 府 ，非 USIA 及 び商 業 用

の有 用 な材 料 のリストが提 供 されるべきと要 請 された．・・・ 

2．上 記 計 画 について，必 要 な材 料 を利 用 して承 認 し支 援 するための検 討 を

するか，それが適 切 でない場 合 は，拒 絶 することを要 請 する． 

                              シェリダン・ファーネストック 

 

このメモでは，1 月 27 日 のジャクソンのメモと同 じ人 物 が平 和 のための原 子 の移 動 キ

ャンペーンを実 施 する意 向 であることが報 告 された．さらに，この人 物 の基 本 的 な計  

画 を示 すと共 に，彼 が USIA 提 供 の計 画 は，日 本 の公 衆 に受 け入 れられそうにない，

と言 っていると述 べている．最 後 に，OCB がこの提 案 を検 討 し，承 認 を与 えるかどう

か，判 断 するよう求 めた． 

書 き出 しが，二 つのメモで同 じなので，情 報 の出 所 は同 一 と思 われる．内 容 的 に

は，ほとんど正 力 の招 請 状 と一 致 しているものの，「重 役 」という表 現 や，後 のメモに

見 られる，アメリカの意 図 をカモフラージュしながら代 弁 しようという主 張 の傾 向 から，

問 題 の人 物 が，柴 田 であることは，まず間 違 いない．ウェルシュ経 由 であることも否

定 できないが，その場 合 であれば，「政 府 高 官 」という表 現 にメッセージの要 請 をトー

ンダウンする必 要 はなかったであろう．このトーンダウンも，柴 田 の影 を感 じさせる．   

『戦 後 マスコミ回 遊 記 』では触 れられていないが，じつは柴 田 文 書 の中 には，ハルを

通 じた要 請 が，ワシントンに伝 わったことを柴 田 が理 解 していたことを示 す文 書 が残
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されている． 1 5 9  柴 田 がワトソンにした話 は，たしかにワシントンのトップレベルの関 係

者 に伝 えられていたのである．  

 

５．｢原 子 力 平 和 使 節 団 ｣と米 国 政 府 の反 応  

  2 月 4 日 のホプキンスから正 力 への手 紙 で，多 忙 な彼 の都 合 から，来 日 の予 定 が

5 月 前 半 となることが伝 えられた．1 6 0 また，彼 の訪 問 が，前 もって作 られた計 画 をも

って臨 むものではなく，今 後 の長 期 の日 本 の工 業 会 との意 見 交 換 のスタートとなるも

のと告 げられた．柴 田 らが期 待 していた総 選 挙 時 の来 日 は，不 可 能 となったのであ

る．3 月 9 日 に，ウェルシュは柴 田 に宛 て，以 下 のような訪 日 の具 体 的 内 容 に関 する

手 紙 を送 った． 1 6 1 

 

1955 年 3 月 9 日  

日 本 テレビ放 送 網 株 式 会 社 御 中  

社 長 付 重 役  柴 田 秀 利 殿  

・・・ 

拝 啓  柴 田 殿  

 

・・・ 

ご存 知 のように，アーネス・O．・ローレンス博 士 とローレンス・R．・ハフスタッド

博 士 が，ホプキンス氏 の旅 行 に同 行 します．4 人 目 のメンバー -- 経 済 学 者  

-- が，彼 らに加 わるかもしれません．この可 能 性 につきましては，ホプキンス氏

が正 力 氏 に手 紙 でお知 らせしたと思 います． 

 

さて，現 在 私 は，旅 行 の詳 細 について，貴 殿 にご協 力 をお願 いすることが

重 要 と思 っています． 

 

ホプキンス氏 は 5 月 9 日 又 は 10 日 に東 京 に到 着 して，国 際 商 業 会 議 所 の

会 合 に出 席 するために 5 月 21 日 まで滞 在 すると見 込 まれます．ハフスタッド

博 士 もローレンス博 士 も，１週 間 以 上 滞 在 することはありません．このため，全

ての会 議 と会 合 が，できる限 り 5 月 10 日 から 5 月 17 日 の間 に予 定 されること

が明 らかに必 要 です．国 際 商 業 会 議 所 の会 合 は，5 月 16 日 に始 まると理 解

しています．   

次 の事 項 について，貴 殿 からご提 案 いただければ幸 いです． 

 

I.  日 程  

      (ａ )重 要 な場 所 への適 切 な訪 問 --大 学 ，研 究 所 ，神 社 ，史 跡 ，国 際 見 本
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市  

      (b)公 的 で重 要 な人 物 への適 切 な訪 問 --天 皇 ，首 相 その他 政 府 要 人 ，

科 学 者 ，医 学 ，生 物 学 ，農 学 の権 威 ，宗 教 指 導 者 ，教 育 者  

(c)実 業 家 ，科 学 者 ，その他 正 力 氏 が選 択 する人 たちとの会 合 の予 定  

(1)ホプキンス氏 一 行 4 人 が全 員 出 席 する場 合  

(2)ローレンス，ハフスタッド両 博 士 が出 席 する場 合  

(3)ホプキンス氏 とアメリカ側 の経 済 学 者 が出 席 する場 合  

(d)会 合 の議 題  

(1)討 議 に提 案 される題 目  

(e)宿 泊 施 設  

(1)ホプキンス氏 一 行 のための適 切 な宿 泊 場 所  

            a.  ホプキンス氏 以 外 のメンバーが離 日 後 の同 氏 の宿 泊 場 所  

 

II．ホプキンス氏 の演 説  

(a)日 本 国 会 の可 能 性  

(b)または公 共 の場 所  

(c)ラジオ，NTV を通 じてのホプキンス氏 の演 説  

 

II I．広 報  

(a)写 真 報 道 −ニュース映 画 ，写 真  

      (b)新 聞 ，雑 誌 報 道  

      (c)「原 子 革 命 」（ジェネラル・ダイナミックス社 が世 界 的 に配 布 するために準

備 している原 子 エネルギーの物 語 ）の日 本 語 版 の発 行 1 6 2（これについ

ては，後 段 で相 談 したいと思 います） 

(d) ジェネラル･ダイナミックス社 の渉 外 部 長 のパトリック・J・サリバン氏 は，ホ

プキンス氏 の最 近 の写 真 ，彼 の活 動 や仕 事 ，社 会 文 化 的 興 味 を示 し

たものなど，ホプキンス氏 に関 する資 料 を貴 殿 にお送 りします． 

(e) ホプキンス氏 が会 うと思 われている役 人 ，実 業 家 ，科 学 者 ，日 本 要 人

の略 歴 を入 手 したいと思 います． 

 

IV．経 済 的 資 料  

(a)正 力 氏 は，ホプキンス氏 宛 の手 紙 で，ホプキンス氏 とその一 行 が東 京 に

到 着 する前 に検 討 できるよう，貴 殿 が経 済 的 なデータを準 備 していると

言 われました．私 は，ご都 合 が付 き次 第 ，早 くこれらを拝 見 できることを

楽 しみにしております． 
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・・・ 

敬 具  

                                   バーノン・M・ウエルシュ 

                                   副 社 長 －通 信 部 門  

 

ウェルシュは，カリフォルニア大 学 のノーベル賞 物 理 学 者 のローレンス(Ernest  O. 

Lawrence)と，AECの原 子 炉 担 当 部 長 のハフスタッド(Lawrence R. Hafstad)が同 行

する旨 を伝 えると共 に，訪 日 日 程 について，5 月 10 日 から 17 日 の間 に組 んでほし

い，と具 体 的 な時 日 を提 示 して柴 田 に依 頼 をしてきた．翌 日 ，同 様 の手 紙 がホプキ

ンスから正 力 にももたらされた． 1 6 3  こうして「原 子 力 平 和 使 節 団 」来 日 計 画 の大 枠

が整 えられた．『読 売 新 聞 』は，3 月 16 日 付 で，ホプキンスらの 5 月 9 日 来 日 を伝 え

た．1 6 4 読 売 新 聞 グループは，日 本 側 の受 け皿 として，財 界 ，学 界 の代 表 者 からな

る「原 子 力 平 和 懇 談 会 」を 4 月 28 日 に立 ち上 げ，正 力 が世 話 人 代 表 に就 任 した．

1 6 5 

 4 月 15 日 ，ウェルシュは国 務 省 のスミスに電 話 で準 備 の概 要 を伝 えた．これに対 し

スミスは，この種 の訪 問 に関 わる「科 学 的 ，政 治 的 ，その他 の意 味 合 い」について注

意 を促 した．スミスの理 解 では，ウェルシュはそれらを承 知 している様 子 だった．スミス

は，この点 に関 して，在 日 アメリカ大 使 館 付 き科 学 官 ，オットー・ラポート(Otto 

Laporte)らを訪 問 するよう示 唆 し，ウェルシュはこれに同 意 した．1 6 6 

 4 月 21 日 ，スミスはジャクソンに，1 月 27 日 の彼 のメモに対 する返 事 を送 った． 1 6 7  

これはホプキンスらの日 本 訪 問 に対 し違 和 感 を表 明 するものであった．私 企 業 が他

の国 の工 業 界 と，原 子 力 の平 和 利 用 に関 して接 触 することを歓 迎 しながらも，スミス

は，ホプキンスの「原 子 力 マーシャル・プラン」が，すでに決 定 された国 の政 策 と多 く

の点 で異 なるとし，彼 の訪 問 に対 する公 的 な支 持 表 明 は，「原 子 力 動 力 プラントに

対 する合 衆 国 の財 政 援 助 に関 してや，原 子 力 の緊 急 性 に関 する誤 った期 待 」をも

たらす危 険 性 があると述 べた．さらに，東 京 の大 使 館 からの情 報 から，正 力 の公 人

としての信 頼 性 に疑 問 を投 げかけた．スミスは，ホプキンス訪 日 問 題 をNSCの作 業

部 会 に掛 けることはなかった．正 力 が要 請 した大 統 領 のメッセージも，適 切 ではない

と判 断 したのである． 

 ラポートが 5 月 2 日 に，国 務 省 の科 学 諮 問 委 員 補 佐 官 ，ウォルター・ルドルフ

(Walter M. Rudolph)に送 った電 報 報 告 は，当 時 のアメリカ政 府 関 係 者 の理 解 の傾

向 を示 している．1 6 8 正 力 については，日 本 の財 界 人 の中 で，ホプキンスのホストとし

て疑 問 視 する向 きがあるとし，また，科 学 者 の中 の少 数 の「共 産 主 義 者 」が，ホプキ

ンスに非 難 を浴 びせるかもしれないが，彼 らの意 見 は「擬 似 科 学 的 」装 いがあるので，

ハフスタッドやローレンスの来 日 はよい知 らせだと述 べた． 

 このようなアメリカ政 府 のホプキンスらの来 日 に対 する消 極 的 な反 応 は，当 時 ，彼

 68



らが進 めていた国 際 的 な原 子 力 の平 和 利 用 計 画 の政 策 的 枠 組 から来 ていた．

1954 年 8 月 のNSCの文 書 は，たしかに日 本 を原 子 力 発 電 が有 望 な国 として挙 げた

が，外 国 への平 和 利 用 計 画 の基 本 は，小 規 模 の実 験 用 原 子 炉 ，要 員 の訓 練 ，医

療 用 の放 射 性 物 質 の利 用 などに限 定 され，原 子 力 発 電 への展 開 は，将 来 のことと

された．1955 年 1 月 にNSCは，文 書 NSC 5507「外 国 における原 子 力 」を取 りまとめ，

計 画 の具 体 的 検 討 を進 めた． 1 6 9  ここでも，エネルギーが高 価 な地 域 として，日 本

はイタリアとともに例 示 されているが，政 策 の方 針 は，小 規 模 な利 用 であることに変

わりない．スウェーデンが外 れたのは，すでに自 力 で独 自 の原 子 力 計 画 をスタートさ

せたため，米 国 の対 外 援 助 の対 象 でなくなったからである．この文 書 で特 に注 目 さ

れるのは，非 先 進 国 の中 で，原 子 力 をそれぞれの国 の「基 本 経 済 の病 理 」に対 する

「万 能 薬 」と見 る傾 向 があるという指 摘 である．文 書 は，つづいて次 のように記 してい

る．これらの地 域 では「何 人 かの指 導 者 たちは，通 常 の利 用 可 能 なエネルギー源 の

使 用 や，一 般 に技 術 的 ，工 業 的 技 能 を開 発 するという現 実 を直 視 せずに，彼 らの

経 済 的 諸 問 題 に対 する解 決 策 として，完 全 な原 子 力 システムの獲 得 を希 望 したが

っている」と．この指 摘 は，非 先 進 国 における原 子 力 の位 置 づけに関 して，ホプキン

スの「原 子 力 マーシャル・プラン」構 想 とは対 立 する見 解 になっている．こうした政 策

的 立 場 からすれば，ホプキンスの構 想 が，国 の基 本 政 策 から外 れていると理 解 され

るのも当 然 である． 

 読 売 新 聞 社 は，「原 子 力 平 和 使 節 団 」の招 請 と並 んで，「原 子 力 平 和 利 用 博 覧

会 」を 1955 年 11 月 から開 催 した．『戦 後 マスコミ回 遊 記 』では，柴 田 が博 覧 会 の開

催 を思 い至 ったのは，使 節 団 訪 問 の後 であったように描 かれている．1 7 0 しかし，博

覧 会 開 催 の社 告 は，5 月 7 日 の『読 売 新 聞 』朝 刊 に掲 載 されているので，この記 述

は正 確 ではない． 1 7 1  すでに見 たように，2 月 のはじめまでには，柴 田 はワトソンとハ

ルを通 じて，ワシントンと博 覧 会 の開 催 についてやり取 りをしていた．社 告 の中 にも，

博 覧 会 について「かねてからアメリカ政 府 に･･･開 催 を折 衝 」してきたと書 かれている．

柴 田 がワシントンと交 渉 を始 めたころ，1955 年 1 月 26 日 に，NSC/OCBの「核 エネ

ルギー計 画 及 び関 連 情 報 計 画 ワーキンググループ」は，同 年 の暫 定 計 画 書 を提 出

した．1 7 2 この中 には，博 覧 会 の計 画 も明 示 され，日 本 については，ビルマ，タイと並

んで 4 月 にUSIA主 催 で開 催 される予 定 になっていた．柴 田 は，何 らかの経 緯 で，ワ

トソンとハル経 由 で，この計 画 を知 らされたのであろう．これに対 する柴 田 の対 応 は，

すでに見 た通 りである．『戦 後 マスコミ回 遊 記 』では，博 覧 会 は「ワトスンを動 かし，ワ

シントンと折 衝 させた結 果 ，･･･（アメリカ側 が）積 極 的 な賛 意 を表 明 し，･･･一 切 向 う

持 ちで」開 催 に至 ったとされているが，柴 田 が接 近 する以 前 から，そのような企 画 は

アメリカ側 で準 備 されていたのである． 1 7 3  ちなみに，5 月 7 日 の社 告 では，アメリカ

大 使 館 ，読 売 新 聞 社 とならんで，USIS1 7 4が主 催 団 体 とされた．柴 田 のカモフラージ

ュ作 戦 は，必 ずしも実 現 したわけではなかった．  
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        写 真 １７．「原 子 力 平 和 使 節 団 」来 日 スケジュール 

              （柴 田 秀 利 資 料 ） 

 

ともあれ，5 月 9 日 に，ホプキンス一 行 は東 京 に到 着 し，5 月 10 日 に鳩 山 総 理 訪

問 （国 会 ），11 日 に原 子 力 平 和 利 用 懇 談 会 参 加 ，12 日 は科 学 研 究 所 訪 問 と精 力

的 に代 表 者 と懇 談 を重 ねた．さらに，13 日 に東 京 日 比 谷 講 堂 で開 催 された講 演 会

には，会 場 の収 容 数 をはるかに上 回 る 3 千 人 以 上 の聴 衆 が詰 め掛 けた． 1 7 5 『読 売

新 聞 』は大 きな紙 面 を割 いて，ホプキンス，ローレンス，ハフスタッドの講 演 内 容 を図

入 りで報 道 し，新 しい原 子 力 時 代 の到 来 を強 く印 象 付 けた．「原 子 力 平 和 利 用 博

覧 会 」は，日 比 谷 公 園 を皮 切 りに全 国 を巡 回 し，多 くの観 客 をつかんだ．正 力 はこ

の成 功 をばねに，1956 年 １月 １日 の，日 本 学 術 会 議 の原 子 力 研 究 の原 則 が盛 り

込 まれた「原 子 力 基 本 法 」1 7 6の施 行 及 び原 子 力 委 員 会 の設 置 ，3 月 1 日 の原 子

力 産 業 会 議 発 足 ，さらには 5 月 19 日 の科 学 技 術 庁 の創 設 へと進 んでいくことにな

った．  
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     写 真 1８．原 子 力 産 業 会 議 メンバーとシスラー米 原 子 力 産 業 会 議 会 長  

            （柴 田 秀 利 資 料 ） 

 

６．キャンペーンの効 果  

  「原 子 力 平 和 使 節 団 」の来 日 から半 年 後 ，1955 年 12 月 末 に正 力 松 太 郎 は『朝

日 新 聞 』の取 材 に応 じ，1 年 に及 んだ原 子 力 平 和 利 用 キャンペーンを振 り返 って，

次 のように述 べた．「･･･今 年 の初 めごろは日 本 が原 子 力 に手 をつけることに反 対 す

る者 がずいぶん多 かったものだが，このごろは反 対 論 がほとんどなくなったのでよかっ

たと思 っている．それは新 聞 などを通 じて一 般 大 衆 に知 識 が広 まったからだと思 うん

だが，これからもその知 識 を広 めるということは非 常 に大 切 だと思 うし，新 聞 の使 命 も

そういうところにあると思 うね．」と． 1 7 7 

 この正 力 の発 言 は，USIS を歓 喜 させた．1956 年 2 月 21 日 付 の USIS から USIA

への報 告 電 報 「平 和 のための原 子 の日 本 における諸 結 果 」は，正 力 の言 葉 を引 用

しながら，それは「この年 の USIS の成 功 を凝 縮 した形 で語 っている」として，日 本 に

おける USIA の活 動 を総 括 している．1 7 8 ビキニ事 件 ，とりわけ第 五 福 竜 丸 船 員 の久

保 山 の死 によって頂 点 に達 した，日 本 人 の反 米 ，反 原 子 感 情 の高 まりに，当 初 ，

彼 らはそれに対 抗 する自 分 たちの仕 事 を「望 みない」と見 たという．しかし，年 末 には

原 子 力 委 員 会 の設 置 など一 連 の法 案 が国 会 を通 過 し，原 子 炉 の購 入 計 画 なども

具 体 化 されつつあった．「このようなほとんど奇 跡 的 な変 化 」は，正 力 が言 うように日

本 国 民 への平 和 利 用 の知 識 の普 及 にあったとし，その上 で，正 力 は，その情 報 の

「ほとんどを USIA から得 た」と付 け加 えてもよかったと，USIA の主 導 性 を強 調 した．

そして，自 分 たちは「打 ち勝 てないと思 われた困 難 」の中 から，「USIA 史 上 もっとも

驚 くべき大 成 功 の一 つ」を得 たと結 論 付 けた． 

 同 報 告 によれは，USIS の報 道 出 版 部 は，1955 年 中 に，日 本 の新 聞 と雑 誌 に 3，
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500 の記 事 を掲 載 させ，彼 らの評 価 では 5 千 万 人 の有 権 者 に影 響 を与 えた．ラジオ

放 送 では，267 局 からの月 平 均 12 番 組 の放 送 とともに，ボイス・オブ・アメリカの「科

学 における今 日 」番 組 を通 じた活 動 が行 われた．映 像 分 野 でも，350 万 人 が USIS

の映 画 を鑑 賞 し，NHK，TBS の特 集 番 組 や読 売 映 画 社 作 成 の映 画 に，それらの映

像 が使 われたとしている．年 末 に行 われた「USIS の博 覧 会 」は，35 万 人 の入 場 者 を

数 えたという． 

 これらのキャンペーンの効 果 は，どのようなものだったのだろうか．それは「驚 くべき

大 成 功 」という表 現 とは，やや異 なるものであった．1956 年 3 月 12 日 付 のUSIAの

「原 子 エネルギー及 び核 兵 器 問 題 に関 する日 本 人 の意 見 」と題 する世 論 調 査 報

告 書 に，1956 年 1 月 時 点 の日 本 人 1，291 人 に対 する調 査 結 果 が示 されている．

1 7 9  原 子 エネルギーの平 和 利 用 の理 解 では，71％が「理 解 している」と回 答 した．

前 年 8 月 に行 われたヨーロッパの調 査 結 果 にくらべると，この数 字 は 8％多 く，日 本

国 民 にたしかに平 和 利 用 の理 解 が浸 透 していたことを物 語 っている．平 和 利 用 へ

の貢 献 については，52％がアメリカと回 答 し，44％のヨーロッパの調 査 結 果 を上 回 る

ものの，33％がソ連 の貢 献 を認 めており，ヨーロッパでのソ連 の寄 与 18％を大 きく上

回 っている．同 報 告 書 も，この点 での合 衆 国 の「ロシアに対 する優 位 は，ヨーロッパ

よりも少 し小 さい」と述 べている．この報 告 書 でもっとも特 徴 的 なのは，「人 類 への原

子 エネルギーの最 終 的 な効 果 」に関 する回 答 である．日 本 は，「災 い」(58%)が「利

益 あり」(15%)を大 きく上 回 り，調 査 が行 われた 11 カ国 の中 で，その差 が最 大 だった．

この結 果 は，核 兵 器 廃 絶 に関 する回 答 にも反 映 している．日 本 では，「どのような状

況 でも核 の廃 絶 に賛 成 」が 55％と，ヨーロッパの場 合 の 40％を上 回 り，また，反 共

勢 力 がより弱 い時 には「廃 絶 に反 対 」という，条 件 的 核 兵 器 容 認 論 は，ヨーロッパで

は 35％だったのに比 べ，日 本 ではわずか 9％であった．日 本 の核 武 装 を容 認 するも

のの数 も，同 様 に少 なかった． 

 これらの事 実 は，アメリカと読 売 新 聞 グループのキャンペーンが，原 子 力 の平 和 利

用 の理 解 を日 本 国 民 の中 にたしかに広 げたものの，3 度 に及 ぶ核 兵 器 の被 害 を経

験 した日 本 人 の持 つ，核 兵 器 に対 する警 戒 心 を払 拭 したわけではなかったことを示

している．1956 年 2 月 の報 告 電 報 でも語 られているように，アメリカの原 子 力 平 和 利

用 推 進 には，その後 の核 実 験 に対 する日 本 人 の反 応 の軽 減 と，左 翼 的 言 動 に対

抗 する狙 いが隠 されていた．1 8 0 日 本 の多 くの国 民 は，キャンペーンの二 面 的 性 格

を，鋭 く感 じ取 ったと言 うべきであろう． 

 

７．まとめ－連 携 プレーを主 導 したのは誰 か－ 

 原 子 力 に関 する正 力 松 太 郎 の行 動 の背 後 には，柴 田 秀 利 の精 力 的 な活 動 があ

った．特 にアメリカ側 との関 係 では，読 売 新 聞 グループにおける柴 田 の役 割 は決 定

的 だった．ホプキンスの来 日 を好 機 と捉 えた柴 田 の一 連 の機 敏 な行 動 は，その評
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価 は別 にしても，日 本 の戦 後 の原 子 力 行 政 に大 きな影 響 を与 えたことはたしかであ

る．しかし，その柴 田 も，アメリカ側 にビキニ事 件 以 降 の日 本 に対 する特 別 の平 和 利

用 政 策 が存 在 しなければ，広 範 な活 動 を展 開 することはできなかっただろう．この意

味 で，柴 田 と読 売 新 聞 グループの活 動 は，アメリカ側 の意 図 に支 えられ，その政 策

の枠 内 で行 われたと言 うことができる． 

 すでに見 たように，アメリカ側 では，国 のレベルとホプキンスらの民 間 レベルでは，

政 策 的 な目 論 見 は微 妙 に食 い違 っていた．国 から見 ると，実 用 炉 の展 開 を視 野 に

入 れたホプキンスらの日 本 訪 問 は，予 想 外 の出 来 事 であった．よく知 られているよう

に，柴 田 は 1956 年 1 月 13 日 の原 子 力 委 員 会 発 足 の際 の正 力 委 員 長 声 明 に，

「今 後 5 年 間 に原 子 力 発 電 の実 現 」という文 言 を入 れ，周 囲 を慌 てさせた． 1 8 1  進

んでいるはずのアメリカでさえ国 内 での実 用 炉 の完 成 は，技 術 的 な理 由 から 1960

年 ころと予 想 されていたので，柴 田 の見 通 しは性 急 だった．1 8 2  

 その後 ，日 本 初 の原 子 力 発 電 所 は，正 力 の指 揮 の下 で，1957 年 8 月 に茨 城 県

東 海 村 で稼 動 を開 始 した．この時 の原 子 炉 は，アメリカ製 は実 用 炉 としては技 術 的

に時 期 尚 早 と判 断 され，イギリス製 のコールダホール改 良 型 炉 が採 用 された． 1 8 3 

 

・小 結  

1953 年 3 月 に，ジェネラル・ダイナミックス社 のウェルシュ副 社 長 から，テレビ技 術

と原 子 力 との関 係 について説 明 を受 けた柴 田 秀 利 は，ビキニ事 件 後 ，国 防 総 省 の

ワトソンと接 触 し，急 速 に高 揚 した原 水 爆 禁 止 運 動 ・反 米 運 動 に対 抗 するために日

本 への原 子 力 平 和 利 用 を提 案 した．この結 果 ，正 力 は，1955 年 1 月 に正 式 の招

請 状 をホプキンスへ送 った．しかし，ホプキンスの行 動 はアメリカ政 府 の原 子 力 計 画

とは別 の文 脈 であったため，柴 田 とワトソンの連 携 により，政 府 とホプキンスの間 の行

動 の調 整 がとられた．この結 果 ，5 月 に「原 子 力 平 和 使 節 団 」が来 日 しキャンペーン

を展 開 し，「原 子 力 基 本 法 」の施 行 ，原 子 力 委 員 会 の設 置 ，さらには科 学 技 術 庁

の創 設 へと進 んだ．日 本 の戦 後 の原 子 力 行 政 に大 きな影 響 を与 えた，読 売 新 聞 グ

ループの原 子 力 平 和 利 用 の活 動 は，米 国 政 府 の外 交 政 策 の枠 内 で実 行 された． 
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写 真 １９．柴 田 秀 利 とアイゼンハワー大 統 領 （1960 年 6 月 11 日 ） 

（柴 田 秀 利 資 料 ） 



第 ５章  総 まとめ 

 

 

第 二 次 世 界 大 戦 後 ，戦 勝 国 であるアメリカは，敗 戦 国 である日 本 に対 し，GHQ

を通 じた強 力 な占 領 政 策 を施 し，非 軍 事 化 ，民 主 化 を図 った．アメリカは，この過

程 で，科 学 技 術 に関 しては，基 本 的 には，日 本 の再 編 は日 本 人 自 身 で実 現 すべ

きという立 場 をとったが，軍 事 研 究 と関 係 のあったテレビ，原 子 力 研 究 は日 本 が再

び軍 事 化 を図 るのではないかという疑 念 から禁 止 の措 置 をとった． 

アメリカは，冷 戦 期 に入 ると，ソ連 ・共 産 勢 力 に対 抗 するために，日 米 の軍 事 的

な同 盟 体 制 の準 備 を推 し進 めた．1951 年 9 月 のサンフランシスコ講 和 条 約 後 は，

日 本 のアメリカ依 存 はますます高 まり，アメリカの軍 事 努 力 は決 定 的 な影 響 を日 本

に与 えた． 

一 方 ，アメリカは，戦 前 から軍 事 戦 略 の一 環 として陸 軍 省 の中 に心 理 戦 部 門 を

設 け，戦 後 は国 家 安 全 保 障 会 議 ，中 央 情 報 局 等 を設 置 してそれらを高 度 に整 備

した．テレビは，その技 術 的 な発 展 に伴 い，心 理 戦 の有 効 な手 段 としてみなされるよ

うになった．また，原 子 力 の対 外 政 策 は国 家 安 全 保 障 会 議 を中 心 として展 開 される

ようになった． 

日 本 では，テレビ研 究 は 1946 年 7 月 に解 禁 され，原 子 力 研 究 は 1952 年 4 月

のサンフランシスコ講 和 条 約 の発 効 時 に解 禁 された．この後 ，アメリカは，日 本 への

テレビジョン放 送 ，原 子 力 導 入 を，GHQ が主 張 した日 本 人 の自 主 性 に任 せるという

方 針 よりは，むしろアメリカ本 国 の方 針 により推 し進 め，民 間 の読 売 新 聞 グループを

支 援 するという形 でそれらの技 術 のアメリカからの導 入 を実 現 した．  

これらの導 入 に関 して，これまでは，導 入 決 定 後 の日 本 国 内 の動 向 は明 確 にさ

れていたが，アメリカ側 の政 府 方 針 決 定 等 の動 向 は不 明 確 であった．これに対 し，

今 回 ，アメリカ側 の資 料 が公 開 され，アメリカ政 府 等 の動 きの詳 細 が明 らかになった．

本 研 究 ではこれらの資 料 に基 づいて，実 証 的 な分 析 を行 った．  

テレビジョン放 送 導 入 は，東 西 冷 戦 開 始 の時 期 に実 施 された．これは，この時 期

に行 われた，テレビを国 際 的 情 報 教 育 のための心 理 戦 の手 段 として利 用 しようとす

るムント演 説 が契 機 ではあった．しかし，朝 鮮 戦 争 の勃 発 により極 東 情 勢 が悪 化 し，

アメリカが，軍 事 力 の増 強 を図 るために，日 本 との同 盟 関 係 を重 要 視 しなければな

らないという状 況 へと展 開 した．このため，講 和 条 約 成 立 後 も本 国 政 府 ，とりわけ国

防 総 省 ，国 務 省 ，議 会 及 び GHQ には，それぞれにアメリカ方 式 の技 術 標 準 の採 用

によって極 東 での軍 事 体 制 の安 定 を確 保 させたいという思 惑 が存 在 した．このため，

各 機 関 は相 互 に連 携 を取 り，計 画 的 で周 到 な準 備 に基 づいて，日 本 への導 入 を

実 現 させたのである． 

日 本 側 の立 場 からすると，正 力 らにとって，テレビ事 業 という目 的 を達 成 する手 段
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として，ムント構 想 は換 骨 奪 胎 し利 用 すべきものであった．そのために，初 期 のテレ

ビジョン放 送 導 入 問 題 がアメリカの軍 事 戦 略 に絡 んでいたことが大 きく意 識 されるこ

とはなかった．正 力 らは，こうした事 実 をむしろ封 じ込 もうとしたのである．しかし，日

本 へのテレビジョン放 送 の導 入 が，アメリカが冷 戦 期 の共 産 主 義 に対 抗 する心 理 戦

の手 段 としてテレビを利 用 し，アメリカ側 の対 日 外 交 政 策 の下 で展 開 されたというこ

とは，日 本 の戦 後 の科 学 技 術 史 の中 で否 定 し得 ない事 実 なのである． 

テレビジョン放 送 に関 するアメリカ側 の資 料 の中 には，アメリカ方 式 の技 術 標 準 の

採 用 によって在 日 米 軍 が恩 恵 を受 けた可 能 性 を示 唆 するものがある．しかし，それ

を正 確 に評 価 することは現 状 では資 料 的 に困 難 なので，今 後 の文 書 の利 用 環 境

の変 化 を待 ちたい． 

原 子 力 の導 入 に関 しては，1953 年 12 月 のアイゼンハワーの「平 和 のための原

子 」演 説 後 に，日 本 では，日 本 学 術 会 議 が原 子 力 研 究 の方 向 に関 して模 索 をす

る中 で，国 会 において中 曽 根 ら政 治 家 の原 子 力 予 算 案 が可 決 され，このことは国

内 の行 動 を促 進 させた．しかし，この動 きは，結 果 的 には，この直 後 に発 生 したビキ

ニ事 件 を契 機 として，アメリカとの連 携 を決 定 付 けた読 売 新 聞 グループの動 きに吸

収 された．この時 ，アメリカは，事 件 後 の反 米 ・原 水 爆 禁 止 運 動 の拡 大 を懸 念 して，

本 国 政 府 ，とりわけ国 家 安 全 保 障 会 議 ，国 務 省 ，国 防 総 省 が主 体 となって，日 本

に対 して特 別 の平 和 利 用 政 策 を推 進 し，広 範 な活 動 を展 開 した．また，民 間 のホ

プキンスは，それとは独 自 に行 動 し，アメリカは政 府 ルート以 外 に多 岐 の手 段 を講 じ

て，日 本 への導 入 の実 現 を図 ろうとした． 

原 子 力 導 入 についての，柴 田 秀 利 をはじめとする読 売 新 聞 グループの一 連 の機

敏 な行 動 は，日 本 の戦 後 の原 子 力 行 政 に大 きな影 響 を与 えたことは確 かである．し

かし，彼 らの活 動 は，結 局 は，ビキニ事 件 以 後 の冷 戦 期 において，アメリカ側 の意

図 に支 えられ，その対 日 外 交 政 策 の枠 内 で行 われたのである． 

戦 後 の日 本 の科 学 技 術 の発 展 に対 する評 価 は，戦 勝 国 ，敗 戦 国 では異 なるだ

ろう．敗 戦 国 である日 本 側 から見 ると，占 領 後 には，テレビ，原 子 力 ともに，国 内 研

究 の禁 止 ，その後 の国 内 復 興 のための外 国 からの導 入 という特 異 な過 程 を辿 った．

アメリカ側 の強 力 な非 軍 事 化 ・民 主 化 政 策 のために，自 国 の自 由 な意 志 に基 づい

た取 り組 みは中 断 させられ，その後 の展 開 は，日 本 政 府 の政 策 によるよりも，かえっ

て民 間 主 導 の形 で推 し進 められることになった． 

一 方 ，戦 勝 国 のアメリカは，自 国 の勢 力 拡 大 と軍 事 態 勢 の維 持 のために，敗 戦

国 としての日 本 を管 理 ・監 視 下 に置 くことにより，自 国 の科 学 技 術 の成 果 の拡 大 を

狙 った形 になった．アメリカは，自 国 の心 理 戦 略 に従 って，極 東 地 域 の政 治 的 ･軍

事 的 安 定 化 と日 本 国 内 の反 米 的 な運 動 の鎮 圧 を達 成 するために，アメリカ政 府 が

主 導 的 に動 いたのである． 

本 研 究 は，テレビジョン放 送 と原 子 力 問 題 を取 り上 げ，冷 戦 初 期 の日 本 の科 学
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技 術 の展 開 を，戦 勝 国 アメリカと敗 戦 国 日 本 の両 方 の立 場 から分 析 し，それら双

方 の立 場 を総 合 的 に理 解 することの必 要 性 を明 らかにした．  

今 日 ，日 本 の科 学 技 術 はいくつかの分 野 ではアメリカを凌 ぐ状 況 にある．日 本 は，

唯 一 の被 爆 国 として，将 来 も世 界 の科 学 技 術 の発 展 にさらなる貢 献 が求 められて

いる．本 研 究 において，冷 戦 期 のアメリカの対 日 外 交 政 策 と日 本 へのテレビジョン

放 送 及 び原 子 力 という技 術 導 入 の関 係 を明 らかにしたことは，日 本 の科 学 技 術 の

戦 後 の歴 史 の理 解 においてだけではなく，今 後 の日 本 の技 術 展 開 の方 向 性 を検

討 するためにも意 義 あるものと考 える． 
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1  『GHQ日 本 占 領 史 』，第 51巻 「日 本 の科 学 技 術 の再 編 」，日 本 図 書 センター，

2000年 ． 

2 原 子 力 研 究 の禁 止 はSCAPIN 47（1945年 9月 22日 ），航 空 科 学 の禁 止 は

SCAPIN 301（1945年 11月 18日 ），テレビ研 究 の禁 止 はSCAPIN 494（1945年 12月

24日 ）による．  

3細 谷 千 博 『サンフランシスコ講 和 への道 』，中 央 公 論 社 ，1984年 ， 86－92頁 ． 

4坂 本 一 哉 『日 米 同 盟 の絆 』，有 斐 閣 ，2000年 ，22頁 ．インターネットホームページ，

『旅 研 』，「サンフランシスコ講 和 条 約 」．ダレスは50年 6月 に来 日 し，マッカーサー，

日 本 政 府 関 係 者 と講 和 条 約 交 渉 に臨 んだ． 

5サンフランシスコ講 和 条 約 ．40カ国 が調 印 したが，ソ連 等 ７カ国 は反 対 ，中 華 人 民

共 和 国 は不 参 加 であった．条 約 は1952年 ４月 28日 から発 効 された． 

6坂 本 一 哉 『日 米 同 盟 の絆 』，有 斐 閣 ，2000年 ，120-122頁 ．日 本 に関 してアメリカ

の最 も重 要 な政 策 目 的 は，日 本 をソ連 に渡 さないこと，日 本 の西 側 志 向 を確 保 す

ることの２点 であった． 

7 テレビ研 究 の解 禁 は，SCAPIN 609（1946年 1月 16日 ），および，SCAPIN 1067

（1946年 7月 16日 ）による. 

8日 本 放 送 協 会 『放 送 五 十 年 史 』，日 本 放 送 出 版 会 ，1977年 ，258-270頁 ． 

9柴 田 は1946年 6月 にGHQと結 んで第 ２次 読 売 争 議 を収 拾 した手 腕 をGHQ当 局 か

ら認 められた． 

1 0柴 田 秀 利 『戦 後 マスコミ回 遊 記 』，中 央 公 論 社 ，1985年 ．以 下 では，『回 遊 記 』．

この著 作 は，『新 聞 之 新 聞 』に1982年 11月 30日 から1985年 10月 18日 号 に「メディア

回 遊 記 」として連 載 された記 事 が基 礎 になっている．その後 ，1997年 に中 央 公 論 文

庫 に収 められた後 ，2002年 に株 式 会 社 ボイジャーからインターネット出 版 された．本

論 文 での引 用 頁 は，ボイジャー版 によった．また，柴 田 秀 利 を取 り上 げたものとして，

次 のような報 道 と著 作 がある．1994年 放 映 のNHKの番 組 「原 発 導 入 のシナリオ～冷

戦 下 の対 日 原 子 力 戦 略 ～」．佐 野 眞 一 『巨 怪 伝  正 力 松 太 郎 と影 武 者 たちの一

世 紀 』，文 芸 春 秋 ，1995年 （文 庫 版 2000年 ）（以 下 の引 用 頁 は文 庫 版 による）．大

崎 敦 司 ，上 田 俊 英 「日 本 の原 子 力 ・第 二 部 平 和 利 用 への助 走 １」『朝 日 新 聞 』

1995年 10月 16日 夕 刊 ．最 近 のものとしては，大 石 又 七 『ビキニ事 件 の事 実 ―いの

ちの岐 路 で』みすず書 房 （2003年 ）がある． 

1 1第 二 次 世 界 大 戦 後 の GHQ の非 軍 事 化 ・民 主 化 政 策 に従 う科 学 技 術 活 動 の再

編 活 動 について，日 本 科 学 史 学 会 の編 集 による『日 本 科 学 技 術 史 大 系 』，第 4 巻 ，

第 5 巻 ，及 び，『通 史  日 本 の科 学 技 術  -1- [占 領 期 ] 1945－1952』，学 陽 書

房 （1995 年 ）では学 会 ，学 術 の立 場 からの歴 史 変 遷 が，また『GHQ 日 本 占 領 史 』，

第 51 巻 「日 本 の科 学 技 術 の再 編 」日 本 図 書 センター（2000 年 ）では戦 後 の GHQ

の占 領 政 策 における科 学 技 術 の再 編 の内 容 が示 されている．研 究 禁 止 の措 置 を
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受 けなかった自 動 車 産 業 の場 合 は，『通 史 日 本 の科 学 技 術  1945－1952』第 2 巻 ，

384－397 頁 に記 述 がある．  

1 2日 本 テレビ放 送 網 株 式 会 社 の社 史 である日 本 テレビ放 送 網 株 式 会 社 社 史 編 纂

室 編 『大 衆 とともに25年 』（1978年）では，社 主 である正 力 松 太 郎 が民 間 企 業 として

初 めて構 想 計 画 を示 し会 社 設 立 の実 現 を果 たした過 程 が示 されている．日 本 放 送

協 会 編 集 の『放 送 五 十 年 史 』(1977年 )では，日 本 のテレビ研 究 について戦 前 から

高 柳 健 次 郎 らによって行 われてきた技 術 開 発 の経 緯 を知 ることができる．また日 本

科 学 史 学 会 の編 集 による『日 本 科 学 技 術 史 大 系 』第 19巻 「電 気 技 術 」，及 び，『通

史  日 本 の科 学 技 術  -1- [占 領 期 ] 1945－1952』，学 陽 書 房 （1995年 ）では学

会 ，学 術 の立 場 からの歴 史 変 遷 が，また『GHQ日 本 占 領 史 』，第 51巻 「日 本 の科

学 技 術 の再 編 」日 本 図 書 センター（2000年 ）では戦 後 のGHQの占 領 政 策 における

科 学 技 術 の再 編 の内 容 が，そして国 会 会 議 録 にはテレビジョン放 送 の開 始 に際 し

ての電 波 法 の成 立 や電 波 監 理 委 員 会 の議 論 など，政 治 的 関 連 が示 されている． 

GHQ/SCAPの関 係 文 書 ではSCAPIN（SCAP instruct ion to the Japanese 

Government=日 本 政 府 に対 する連 合 国 司 令 官 の指 令 ）による制 定 内 容 やテレビジ

ョン導 入 に対 するに判 定 記 録 がある(国 立 国 会 図 書 館 の憲 政 資 料 室 所 蔵 )．  

1 3最 近 のものとしては，神 松 一 三 『「日 本 テレビ放 送 網 構 想 」と正 力 松 太 郎 』三 重 大

学 出 版 会 （2005年 ）がある.   

1 4日 本 学 術 会 議 における原 子 力 関 係 の審 議 の経 過 については，日 本 学 術 会 議 編

集 『日 本 学 術 会 議 25年 史 』日 本 学 術 会 議 (1974年 )，に記 録 がある．また，原 子 力

の通 史 として，日 本 科 学 史 学 会 の編 集 による『日 本 科 学 技 術 史 大 系 』第 4巻 ・第 5

巻 「通 史 」，及 び，『通 史  日 本 の科 学 技 術  -1- [占 領 期 ] 1945－1952』に原 子

力 研 究 の禁 止 ，『通 史  日 本 の科 学 技 術  -2- [自 立 期 ] 1952－1959』，いずれ

も学 陽 書 房 （1995年 ）にビキニ事 件 の記 録 がある．戦 後 の原 子 力 政 策 をたどった最

近 の著 作 としては，吉 岡 斉 『原 子 力 の社 会 史 ：その日 本 的 展 開 』朝 日 新 聞 社

(1999年 )が代 表 的 である．この文 献 では，本 論 文 で問 題 にするビキニ事 件 の関 連

については，残 念 ながら一 切 触 れられていない． 

1 5 山 崎 俊 雄 ・木 本 忠 昭 『電 気 の技 術 史 』，オーム社 ，1992年 ，342-345頁 ，アメリ

カの，国 際 的 に「平 和 のための原 子 力 計 画 」の看 板 を掲 げて各 国 と原 子 力 協 定 を

締 結 し展 開 を図 った.日 本 の原 子 力 開 発 ・導 入 は，国 内 では「一 部 の政 治 家 が訪

米 によって，アメリカ側 の意 向 を持 ち帰 ったものであった」という認 識 もされた．さらに，

1955年 12月 に日 米 原 子 力 協 定 が調 印 され，1956年 1月 1日 には原 子 力 委 員 会 が

発 足 し，正 力 は原 子 力 問 題 担 当 の国 務 大 臣 となった.  

1 6カール・ムント図 書 館 （the Kar l  Mundt Library）の所 在 地 は，サウスダコタ州 マデ

ィソンである．以 下 では，ML． 

1 7ホールスーセンペーパーは，ハーバート・フーバー大 統 領 図 書 館 （the Herbert  
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Hoover President ia l  L ibrary & Museum，以下では，HL）に所 蔵 されている．同 図

書 館 の所 在 地 はアイオワ州 ウエストブランチで，同 資 料 は1990年 に公 開 された． 

1 8ドワイト・アイゼンハワー大 統 領 図 書 館 (the Dwight D. Eisenhower President ia l  

Library & Museum，以 下 では，EL)の所 在 地 はカンザス州 アビリンである．関 係 資

料 は，多 岐 にわたる．米 国 立 公 文 書 館 II (the Nat ional  Archives I I， Col lege 

Park， Maryland，以 下 では，NA)にある国 務 省 関 係 資 料 は，次 のファイルに収 めら

れている.“Spacia l  Ass’t to the Secretary for Energy and Outer Space， Records 

Relat ing to Atomic Energy Matters， 1944-63，” RG 59． 

1 9柴 田 文 書 は，書 簡 ，論 文 ，政 府 及 び民 間 企 業 関 係 資 料 ，手 帳 などが，年 代 ，内

容 別 に整 理 され，全 体 で段 ボール 5 箱 程 度 になる．1986 年 の柴 田 の死 後 ，柴 田

泰 子 夫 人 の許 可 の下 に，筆 者 が保 管 と管 理 を行 っている．詳 細 内 容 を「添 付 資 料  

柴 田 秀 利 文 書 」に示 す． 

2 01948年 3月 11日 付 ，General  Staf f  US Army Plans and Operat ions Divis ion， 

Department o f  the Army， ”Psychologica l  Warfare Study for Guidance in 

Strategic Planning，” U.S. Army P&O 091.42 TS (sect ion 1， cases 1-7)， RG 

319， NA， この資 料 は 当 時 は最 高 機 密 だったが，現 在 は不 分 類 ファイルとして

公 開 されている. 

2 1Chr istopher S impson，Science of  Coercion: Communicat ion Research and 

Psychologica l  Warfare,1945-1960 ，Oxford Univers ity Press，1996年 ， 第 1章 ，

pp. 12‐13. 

2 21941年 に第 32代 大 統 領 のフランクリン・ルーズベルト（Frankl in D．Roosevelt）が

設 置 ．Genesis o f  CIA，インターネットにCIAのホームページ

（http://www.cia.gov/cia/publ icat ions/factte l l/genesis.html）が開 設 されている．

また，Alfred H. Paddock，Jr.， US ARMY SPECIAL WARFARE Its Orig ins 

Psychologica l  and Unconvent ional  Warfare， 1941-1952， Nat ional  Defense 

Univers ity Press，1982， Chapter 2，pp. 7‐8 に同 様 の記 述 がある． 

2 3柴 田 は，1953年 に全 国 ネットワーク計 画 の借 款 交 渉 のため再 渡 米 した時 にホー

ルステッドから最 強 の弁 護 士 としてドノバン将 軍 を紹 介 され，ネットワーク計 画 を説 明

するために彼 のマンションを訪 問 して昼 食 をご馳 走 になった，『回 遊 記 』，第 4部 「マ

イクロ・ウエーブ計 画 」， 269-270頁 ． 

2 4VOA history，インターネットにVOAのホームページ

（ http://www.voanews.com/engl ish/ About/ VOAHistory）が開 設 されている. 

2 5前 出 22， Chapter 2，pp. 8. 

2 6前 出 21， 第 6章 ，pp. 66.  

2 7前 出 21， 第 3章 ，pp. 34-37. 

2 8  NSC history，インターネットにNSCのホームページ

http://www.voanews.com/englishut/
http://www.voanews.com/english/About/
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（http://cl inton4.nara.gov/WH/EOP/NSC/html/NSChistory.html#Truman）が

開 設 されている． 

2 9前 出 21， 第 3章 ，pp.38-39. 

3 01947年 12月 9日 付 ，U.S. Nat ional  Security Counci l，NSC4A：Psycholog ical  

Operat ions(top secret)， RG273，NA. 

3 1  Wi l l iam E. Daugherty， A Psychological  Warfare Casebook， The Johns 

Hopkins Press， 1979，”Chapter 4 Organizat ion and Personnel， Post  World 

War 2 Developments”， pp.135-145. 

3 21953年 5月 ６日 付 ， U.S. Nat ional  Secur ity Counci l，NSC145：The 

Development of  Pract ica l  Nuclear Power， NSC Staf f  Papers， Disaster Fi le， 

Atomic Energy(1)， Box 5， EL. 

3 31953年 12月 4日 付 ， U.S. Nat ional  Secur ity Counci l，NSC151/2：Disclosure 

of  Atomic Informat ion to Al l ied Countr ies (top secret )， White House Of f ice 

Fi le， Off ice o f  the Specia l  Assistant for Nat ional  Secur ity Af fa i rs:  Records， 

1952-61， NSC Ser ies， Pol icy Papers Ser ies，Box 5，EL. 

3 4  1941年 3月 に，走 査 線 が525本 ，映 像 数 が毎 秒 60フィールドの白 黒 テレビの技

術 標 準 であるNTSC（the Nat ional Televis ion Standards Committee）方 式 の技 術

標 準 が制 定 された． 

3 5 『日 本 科 学 技 術 史 大 系 』第 19巻 「電 気 技 術 」，400頁 ． 

3 6 1948年 11月 30日 付 ，Sarnof fからTrumanへの手 紙 ， Truman President ia l  

Papers，WHCF: Conf ident ia l  F i le，State Department Correspondence Fi le，

1948-49，Box 39，Folder “State Department，Correspondence，1948-49 [5 o f  

6]，” ハリー・トルーマン大 統 領 図 書 館 （the Harry S. Truman the President ia l  

Library & Museum）資 料 ，同 図 書 館 の所 在 地 はミズーリ州 インディペンデンスであ

る．以 下 では，TL． 

3 7 1948年 10月 22日 付 ，Sarnof fからTrumanへの手 紙 ，及 び提 案 書 ，“General  

Outl ine of  Airborne Transoceanic Radio Relay System Proposed by David 

Sarnof f  Pres ident and Chairman o f  the Board Radio Corporat ion o f  America，”

前 出 36ファイル，TL． 

3 81948年 11月 30日 付 ，Sarnof fからTrumanへの提 案 書 ，“Outl ine o f  Proposal  For 

the Use of  Airborne Radio Relay Systems For the Intercept ion o f Guided 

Miss i les By David Sarnof f  Pres ident and Chairman of  the Board Radio 

Corporat ion o f  America ，”前 出 36ファイル，TL，前 出 36の手 紙 に添 付 ． 

3 9民 主 党 員 のダイズは，1931年 に最 初 に上 院 議 員 に当 選 した．熱 烈 な反 共 産 主

義 の1人 であったダイズは，1937年 に設 立 された非 米 活 動 委 員 会 (HUAC，The 

Un-American Act iv it ies Committee)の初 代 議 長 となった．HUACの主 な目 的 は非
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アメリカ人 の破 壊 活 動 の調 査 だった，インターネットにMartin Diesの紹 介

（http://www.spartacus.schoolnet.co.uk/USAdies.htm）のホームページが開 設 さ

れている． 

4 0Scott  Heidepriem，A Fair  Chance for Free People -Biography o f  Kar l  E.  

Mundt， United States Senator-， Leader Pr int ing Company， Madison， 

South Dakota，1988年 ，第 6章 ， “Early Foreign Af fa irs，” pp. 53‐54. 

4 11943年 6月 24日 付 ，1943年 7月 1日 付 ，1943年 7月 7日 付 ，1943年 7月 15日 付 の

新 聞 記 事 （新 聞 名 不 詳 ）より，ML． 

4 2前 出 40， 第 8章  “Postwar Foreign Af fa i rts,  Smith Mundt Act，” pp．76. 

4 3前 出 40， 第 8章  “Postwar Foreign Af fa i rts,  Smith Mundt Act，” pp．76‐77. 

4 41950年 6月 5日 ，”Congress ional  Record， proceeding and debates of  the 81s t  

congress， second sess ion，” Senate， United States o f  America， 柴 田 文 書 . 

4 5この演 説 でムントは海 外 の各 国 内 には何 ヶ所 もの放 送 局 を設 置 してテレビネットワ

ークを構 築 したい，と示 しているが，この時 点 では各 国 々間 を連 結 したネットワーク計

画 は明 確 に示 していない. 

4 6 B-36爆 撃 機 の1機 分 の価 格 は400万 ドル． 

4 71950年 5月 26日 付 ，STATEMENT BY DAVID SARNOFF “VOICE AND VISION 

OF AMERICA，” ML. 

4 8『回 遊 記 』，「第 3部  テレビ時 代 の夜 明 け」，179頁 には，「1927年 へイヴァフォード

大 学 卒 ，早 くから電 子 の魔 術 師 として名 声 を博 し，ニューヨーク州 北 部 の山 岳 地 帯

の難 聴 地 域 に，山 頂 から山 頂 を結 ぶＦＭネット・ワークを完 成 させて一 挙 に解 消 さ

せ，鬼 才 ぶりを発 揮 ，ムント議 員 の技 術 顧 問 として，一 切 の技 術 政 策 に関 与 ，当 時

では奇 想 天 外 とされた北 大 西 洋 横 断 テレビ及 び全 般 通 信 ネット・ワーク（ナーコム・

プラン）を発 表 ．電 波 の多 重 利 用 技 術 （マルティプラックス）のパイオニア」とある. 

4 9テレビジョン技 術 史 編 集 委 員 会 『テレビジョン技 術 史 』，「第 2編 電 子 式 テレビジョン

とその実 用 化 の開 始  第 5章 戦 後 のテレビジョン」，社 団 法 人 テレビジョン学 会 ，1971

年 ，174頁 . 

5 0  前 出 49，「第 3編 現 在 のテレビジョン 第 1章 概 要 」，197頁 . 
5 11949年 10月 6日 付 ，ド・フォーレからマッカーサーへの手 紙 ，及 び，「昭 和 26年 8月 ，

日 本 テレビ放 送 網 株 式 会 社 ，テレビジョン事 業 計 画 の経 過 －1.ド・フォレー博 士 よ

りマッカーサー元 帥 への手 紙 」，柴 田 文 書 ． 

5 2「昭 和 26年 8月 ，日 本 テレビ放 送 網 株 式 会 社 ，テレビジョン事 業 計 画 の経 過 －

2.K・P・ブッシュ准 将 の手 紙 」，柴 田 文 書 ，マッカーサーは，正 力 が戦 争 中 の軍 への

関 与 から公 職 追 放 の身 に置 かれており，テレビ放 送 のような公 共 的 な事 業 を企 業

の経 営 者 として始 めることはできない，という理 由 で嘆 願 書 を却 下 した．正 力 は東 条

内 閣 当 事 岸 信 介 商 工 大 臣 の推 薦 で貴 族 議 員 に列 せられ，国 民 総 蹶 起 運 動 に参
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加 したなどの理 由 から極 東 裁 判 においてＡ級 戦 犯 に指 定 された． 

5 3電 波 監 理 委 員 会 はアメリカの連 邦 通 信 委 員 会 （FCC）にならって設 立 された． 

5 4ムントは演 説 以 後 アレクサンダー・スミス，ウイリアム・ベントン，エルボート・トーマス

上 院 議 員 らと小 委 員 会 を開 催 している．1950年 6月 －8月 の書 簡 ，ML. 

5 51950 年 6 月 17 日 付 ， マイケル・ロンバルディからムントへの手 紙 ，ibid. 彼 は，マ

ッカーサー将 軍 の指 揮 下 で占 領 中 の 3 年 半 の間 ，言 語 学 者 及 び情 報 専 門 家 とし

て，日 本 の娯 楽 メディア，つまり，スクリーン，ステージ，ラジオに関 する監 視 責 任 者

の地 位 に就 いた．米 国 のテレビの分 野 では，テレビ番 組 の生 放 送 やフィルム統 合 の

執 筆 ，製 作 ，監 督 を行 い，NBC，CBS などのテレビジョン放 送 局 の関 係 者 と面 識 が

あった． 

5 6 1950年 7月 7日 付 ， ミラー・マククリントック（放 送 会 社 社 長 ）からムントへの手 紙 ， 

ib id. 

5 71950年 7月 1日 付 ，マッカーサーからムントへの手 紙 ，ibid，この手 紙 の中 でマッカ

ーサーは，「6月 10日 にムントから演 説 の写 しを受 取 り強 い興 味 を持 った」と記 してい

る. 

5 8  1949 年 6 月 に逓 信 院 は廃 止 され，電 気 通 信 省 と郵 政 省 の 2 つに分 離 されたが，

マッカーサーの示 唆 に基 づき，省 庁 や内 閣 からの独 立 性 を確 保 するため，1950 年

6 月 に「電 波 監 理 委 員 会 設 置 法 」により，国 会 に直 接 責 任 を負 うこととされた電 波

監 理 委 員 会 が設 置 された．これは FCC と同 じように，無 線 事 業 全 般 を監 督 する行

政 委 員 会 で，民 間 放 送 局 から出 されている免 許 申 請 の処 理 やテレビの技 術 標 準

の制 定 を行 うものであった．GHQ/SCAP の放 送 担 当 者 のなかには電 波 管 理 委 員

会 の設 置 が，占 領 期 の政 策 の中 で最 も重 要 であったと見 る者 もいる，『GHQ 日 本

占 領 史 』，第 18 巻 「ラジオ放 送 」日 本 図 書 センター（2000 年 ）を参 照 ． 

5 91950年 6月 27日 付 ， New York Journal， ML. 

6 0『回 遊 記 』，「第 3部  テレビ時 代 の夜 明 け」，145頁 . 

6 11950年 10月 14日 付 ， “FAR EAST COMMND， EXCHANGE OF PERSONS 

PROGRAM FOR JAPAN; Train ing of  Members o f  a Nat ional  Radio Regulatory 

Commiss ion， Proj .  NO. 194，” 国 立 国 会 図 書 館 ，憲 政 資 料 室 ，

GHQ/SCAP/CCS資 料 . 

6 2佐 野 眞 一 の著 書 『巨 怪 伝 』によると，柴 田 はアメリカに到 着 すると電 波 監 理 委 員

会 のメンバーとは別 行 動 をとり直 ちにムントと会 談 した． 

6 3  『回 遊 記 』，「第 3部  テレビ時 代 の夜 明 け」，166頁 . 

6 4  柴 田 文 書 ，FCC講 習 について手 帳 に記 している，マウンテントップ方 式 に関 する

記 述 もある. 

6 5  『回 遊 記 』，「第 3部  テレビ時 代 の夜 明 け」，153-154頁 . 

6 61951年 5月 26日 付 ，第 010回 国 会  衆 議 院 本 会 議  第 ４１号  会 議 録  
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6 7  日 本 放 送 協 会 『放 送 五 十 年 史 』，「第 四 章 民 放 とテレビの登 場  第 三 節  テレビ

時 代 の幕 開 き」，日 本 放 送 出 版 会 ，1977年 ，372頁 . 
6 8  この中 には，柴 田 がホールスーセンに送 った直 筆 の手 紙 も含 まれている． 

6 91951年 7月 23日 付 ，柴 田 からホールスーセンへの手 紙 ，Folder:  “Worldwide TV 

Network Japan Correspondence 1951 Ju ly-Sept.，” Holthusen Papers，HL，柴

田 が正 力 の公 職 追 放 解 除 の情 報 をどのように入 手 したかは不 明 ，この手 紙 は柴 田

の自 筆 のものである． 

7 01951年 8月 10日 付 ，正 力 からホールスーセンへの手 紙 ，ibid，「テレビジョン事 業

計 画 の経 過 」で発 表 . 

7 1『回 遊 記 』，「第 3部  テレビ時 代 の夜 明 け」，179頁 には，「チェコ出 身 の万 能 設 計

技 術 者 で，飛 行 技 術 にも長 じ，電 子 工 学 の総 合 的 ，能 率 的 利 用 に長 じ，国 際 連

合 本 部 の通 信 組 織 の設 計 者 として名 を馳 せた」とある. 

7 21951年 8月 3日 付 ，岡 崎 からホールスーセン宛 手 紙 ，Folder:  “Worldwide TV 

Network Japan Correspondence 1951 Ju ly-Sept.，” Holthusen Papers，HL. 

7 31951年 8月 13日 付 ，アメリカに於 いて岡 崎 氏 が発 表 せる正 力 氏 の声 明 書 ，NTV

は1951年 8月 ，「テレビジョン事 業 計 画 の経 過 」で発 表 . 

7 4NTV社 史 編 纂 室 編 『大 衆 とともに25年 』（1978年），10頁. 

7 51951年 8月 22日 付 ， “Arrival  at  Haneda Airport，”Folder:  “Worldwide TV 

Network Japan Correspondence 1951 Ju ly-Sept.，” Holthusen Papers，HL. 柴

田 と一 緒 に羽 田 空 港 へ出 迎 えることを先 方 に連 絡 していた正 力 本 人 は財 界 代 表

を集 めた池 田 蔵 相 の昼 食 会 とぶつかり，代 わりに毎 日 の本 田 社 長 と読 売 の安 田 代

表 を頼 んで出 迎 えてもらった. 

7 61951年 8月 20日 付 ，アチソン国 務 長 官 からGHQ/SCAP/POLAD宛 電 報 ，

Outgoing Telegram， Department o f  State，BOX:6164，Decimal Fi le，1950-54，

Centra l  Fi les， Genera l  Records of  the Department o f  State，RG59，NA. 

7 7  ユニテル社 の全 身 ． 

7 81951年 8月 24日 付 ，Promoters Conference on Televis ion and Conference on 

Televis ion，Technic ians，また，各 新 聞 が3人 の到 着 を報 道 した，1951年 8月 24日

付 け『読 売 新 聞 』，『毎 日 新 聞 』，Folder: “Worldwide TV Network Japan 

Correspondence 1951 July-Sept.，” Holthusen Papers，HL. 前 日 の8月 23日 に

は3人 の歓 迎 会 が開 催 され藤 原 銀 次 郎 ，鮎 川 義 介 ，五 島 慶 太 ら財 界 代 表 ，米 大

使 館 成 立 前 の外 交 代 表 ，GHQ幹 部 が出 席 し，24日 は歓 迎 会 に出 席 した財 界 代

表 とテレビ機 器 各 社 代 表 が出 席 した，ibid. 

7 9『回 遊 記 』，「第 3部  テレビ時 代 の夜 明 け」，193頁 . 

8 01951年 8月 28日 付 ，Conference with the Radio Regulatory Commiss ion，

Folder:  “Worldwide TV Network Japan Correspondence 1951 Ju ly-Sept.，” 
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Holthusen Papers，HL. 

8 1『大 衆 とともに25年 』，13頁 ． 

8 2『読 売 新 聞 』，1951年 9月 5日 付 . 

8 3前 出 67，374頁 . 

8 4『回 遊 記 』，「第 3部  テレビ時 代 の夜 明 け」，189-19０頁 . ホールステッドは，当 時 ，

VHF帯 の特 性 である大 洋 上 の回 折 現 象 を利 用 すると「過 光 学 距 離 通 信 」が可 能 で，

送 信 距 離 は通 常 の7倍 の300マイルに達 するため，マウンテントップ方 式 で海 洋 上 の

送 信 も出 来 ると説 明 していた．UNITEL計 画 の技 術 的 検 討 について書 かれた，

1953年 9月 28日 の次 の論 文 を参 照 ．W．Halstead，“THE APPLICATION OF 

WIDEBAND RADIO-RERAY METHODS IN INTERNATIONAL 

TELECOMMUNICATION SERVICES INCLUDING TRANSLATING 

TELEVISION，”ML．  

8 51951年 9月 11日 付 ，Conference with Nat ion-Wide Financia l  Leaders，ib id，こ

の時 藤 原 銀 次 郎 は「文 化 を，特 殊 な恵 まれた人 達 だけの専 有 物 にしてはいけませ

ん．これをすべての人 々に分 かち与 えるようにするためには，テレビジョンほど有 効 な

ものはないと信 じます」，と語 った，また1951年 9月 12日 付 け『読 売 新 聞 』，『毎 日 新

聞 』に発 表 . 

8 6『読 売 新 聞 』，『毎 日 新 聞 』，『朝 日 新 聞 』，1951年 8月 28日 付 . 

8 71951年 9月 11日 付 ，ホールスーセンからGHQ/SCAP/CCSのハモンド将 軍 宛 手 紙 ，

BOX:6164，Decimal Fi le:  C．1950-54，Central  Fi les，General  Records of  the 

Department o f  State，RG59，NA. ハモンド将 軍 （Brigadier General  Elton F. 

Hammond）は，第 二 次 世 界 大 戦 中 はジョージ・S・パットン将 軍 の指 揮 下 の主 任 通

信 将 校 として北 アフリカ，北 ヨーロッパで行 動 した．戦 後 は，1951年 から1954年 まで，

FECと国 連 軍 の主 任 通 信 将 校 として東 京 に在 住 した. 

8 8 GHQ/SCAP/CCSの計 画 作 戦 部 門 の指 揮 官  

8 91951年 11月 8日 付 ， Department o f  State Memorandum of  Conversat ion， 

SUBJECT: Televis ion Network for Japan，BOX:6164， Decimal  Fi le:  C．

1950-54，Central  F i les，General  Records o f  the Department o f  State，RG59，

NA. 

9 0「テレビジョン放 送 局 免 許 申 請 概 要 」，柴 田 文 書 . 

9 1前 出 67，374頁 . 

9 21951年 10月 9日 付 ，“JAPAN TO HAVE FIRST COMMERCIAL 

TELECOMMUNICATION NETWORK INCLUDING T．V．，”BOX:6164， 

Decimal Fi le:  C．1950-54，Central  Fi les，General  Records o f  the Department 

of  State，RG59，NA，なお，この手 紙 の筆 者 は現 時 点 で不 明 である． 

9 31951年 10月 5日 付 ，柴 田 秀 利 からホールスーセンへの手 紙 ，Folder:  “Worldwide 
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TV Network Japan Correspondence 1951 Oct.，” Holthusen Papers，HL. 

9 41951年 10月 11日 付 ，ホールスーセンから正 力 への手 紙 に添 付 ，RCAからホール

スーセンへの回 答 ，ibid. 

9 51951年 10月 24日 付 ，正 力 からホールスーセンへの手 紙 ，ibid. 

9 61951年 10月 29日 付 ，ホールスーセンからダレスへの手 紙 ，ibid. 

9 71951年 10月 30日 付 ，ホールスーセンから正 力 への手 紙 ，ibid. 

9 81951年 11月 19日 付 ，NTVからRCAへの手 紙 ，電 波 監 理 委 員 会 の原 案 ，Folder:

“Worldwide TV Network Japan Correspondence 1951 Nov.-Dec.”， Holthusen 

Papers，HL. 

9 91951年 11月 21日 付 ，ホールスーセンからムントへの手 紙 ，ibid. 

1 0 01951年 11月 15日 付 ，『TELEVISION OPPORTUNITIES』，ib id. 

1 0 11951年 12月 20日 付 ，正 力 からホールスーセンへの手 紙 ，ibid. 

1 0 21952年 1月 2日 付 ，アレクサンダー・スミス上 院 議 員 からホールスーセンへの手 紙 ，

Folder:“Worldwide TV Network Japan Correspondence 1952 Jan.-June，” 

Holthusen Papers，HL. 

1 0 31951年 12月 10日 付 ，ホールスーセンからダレスへの手 紙 ，ibid. 

1 0 41952年 2月 23日 付 ，第 013回 国 会  電 気 通 信 委 員 会  第 2号  会 議 録 ， 会 議

録 によると1月 17日 から3日 間 聴 聞 会 を開 催 した， そして，この電 気 通 信 委 員 会 に

は電 波 監 理 委 員 会 から岡 咲 恕 一 が出 席 し，「電 波 監 理 委 員 会 は6メガサイクルの

採 用 を決 定 した」と説 明 した． 

1 0 5前 出 67，375頁 . 

1 0 61952年 3月 ，「白 黒 テレビジョン放 送 に関 する送 信 の標 準 方 式 」に対 する異 議 申

立 書 ，無 線 通 信 機 械 工 業 会 ・日 本 ビクター・日 本 コロムビア・日 本 電 気 ・東 芝 ・松

下 電 器 より，柴 田 文 書 . 

1 0 71952年 3月 4日 付 ，第 013回 国 会  電 気 通 信 委 員 会  第 8号  会 議 録 . また，当

時 ，NHKの古 垣 会 長 は（ニューヨークで）「日 本 で今 白 黒 のテレビジョンを輸 入 する

よりもカラーテレビが大 々的 に輸 入 できるようになるまで待 ったほうが賢 明 」と語 った．

この時 正 力 は「NHKのテレビ計 画 は5，6年 先 と思 っていた」と言 っている，1951年 7

月 28日 付 『週 刊 NHKラジオ新 聞 』. 

1 0 81952年 10月 ，W．Halstead，“MEMORANDUM-UNITEL RERAY NETWORK 

PLAN FOR INTERNATIONAL TELECOMMUNICATION，INCLUDING 

TELEVISION BROADCASTING，” ML．技 術 的 内 容 については前 出 84参 照 ． 

1 0 9  このころ，電 波 監 理 委 員 会 自 体 の存 在 の是 非 について問 題 になり，電 波 監 理

委 員 会 は 7 月 31 日 に廃 止 され，電 波 ・放 送 行 政 は郵 政 省 に移 管 された．  

1 1 0前 出 67，376-379頁 . 

1 1 11954年 7月 24日 付 ，“NIPPON TELEVISION NETWORK First  Commercia l  
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Televis ion Service in the Orient Also Supplementary Data Relat ing t  o 

Proposed Televis ion and Telecommunicat ion Networks in the Far East and in 

the Pan-American Area Prepared by UNITEL INC．，” ML. 

1 1 2  「ビジョン・オブ・アメリカ」は最 終 的 にスミス－ムント法 に付 加 された，前 出 40，

“APPENDIX C，CHAPTER 9，“pp．A9. 

1 1 3  日 本 学 術 会 議 における原 子 力 関 係 の審 議 の経 過 については，次 の文 献 に記

録 がある．日 本 学 術 会 議 編 集 『日 本 学 術 会 議 25年 史 』日 本 学 術 会 議 (1974年 )． 

1 1 4  昭 和 29年 3月 3日 （水 曜 日 ），「第 019回 国 会  衆 議 院 予 算 委 員 会  第 ２２号 」，

国 会 会 議 録 ，国 立 国 会 図 書 館 ． 

1 1 5  アイゼンハワー政 権 時 代 の米 国 の原 子 力 政 策 については，次 の正 史 がある．

Richard G. Hewlett and Jack M. Hol l， Atoms for Peace and War 1953-1961 

Eisenhower and the Atomic Energy Commiss ion， Univers ity o f  Cal i fornia 

Press， 1989年 . 第 五 福 竜 丸 の被 爆 については，Chapter 6， p. 173を参 照 ．ビ

キニ事 件 直 後 の国 務 省 内 の一 連 の会 議 の会 議 録 などは，次 のファイルに残 されて

いる．Country f i le :  Japan d. Fukuryu Maru， 1954， Box # 422，NA. 

1 1 6  1954年 3月 30日 付  “Background Statement Relat ive to United States 

Act ion in Connect ion with the FUKURYU MARU Incident Prepared by the State 

Department，” ib id. 

1 1 7  1954年 3月 22日 付 ， G. B. Erskine， “Japan and Atomic Tests，” ib id. 

1 1 8  1954年 3月 24日 付  “Japan and Atomic Tests，” ib id.  

1 1 9  1954年 3月 29日 付 ， Stefan T. Possony からRobert  Button へのメモ， 

“Nuclear Power Stat ions in Ber l in and Japan –Reasons Pro and Con，” OCB 

Centra l  Fi le:  Box 11， OCB 000.91 (Fi le #1) (1)，EL. 

1 2 0  3月 30日 付  Elmer B. StaatsからOCBへのメモ“Prel iminary Sta f f  Study of  

Ber l in  Reactor Proposal，”， “Study for OCB on Ber l in  Reactor Proposal，” お

よび3月 31日 付 OCB会 議 録 からの抜 粋  “Agenda Item 4，” ib id.  

1 2 1  3月 30日 付  Elmer B. StaatsからOCBへのメモ “US Posit ion with Respect to 

In jury and Damages Result ing from Paci f ic  Nuclear Test，” OCB Central  Fi le:  

Box 46， OCB 000.91 (Fi le #1)  (3)，EL. 

1 2 2  4月 28日 付 “Outl ine Check List  o f  U. S.  Government Act ions to Of fset  

Unfavorable Japanese Att itudes to the H-Bomb and Related Developments，” 

ib id. 

1 2 3  4月 28日 付 記 録 メモ “Joint  Meet ing o f  the Working Group on Nuclear 

Energy and Related Matters and Working Group on NSC 125/2 and NSC 125/6 

(Japan)，” ib id. 

1 2 4  “Cooperat ion with Other Nat ions in the Peacefu l  Uses o f  Atomic Energy，” 
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NSC 5431/1， White House Of f ice Fi le， Off ice o f  the Specia l  Assistant for 

Nat ional  Secur ity Af fa irs:  Records， 1952-61， NSC Ser ies， Pol icy Papers 

Sub-ser ies， Box 12，EL.    

1 2 5  Nat ional  Industr ia l  Conference Board ed.， “Minutes of  2 n d  Annual  

Conference， Atomic Energy in Industry” (1953)， in fo lder 108， 1954 (3)， 

Centra l  Fi les， Of f ic ia l  F i les Box # 524，EL.  

1 2 6  ib id.   

1 2 7  ジョン J．ホプキンス「原 子 力 発 電 百 年 計 画 を提 唱 する」，柴 田 文 書 ．この原 文

はJohn Jay Hopkins， “A Plan for the Development o f  Internat ional  Atomic 

Energy under the Leadership o f American Industry，”で，筆 者 たちはこの冊 子 を

アイゼンハワー大 統 領 図 書 館 から入 手 した． 

1 2 8  『自 然 』，1953年 ，26-27頁 ． 
1 2 9  『通 史  日 本 の科 学 技 術  -1- [占 領 期 ] 1945－1952』，「第 １部  研 究 禁 止

の解 除  1-4 原 子 力 研 究 と科 学 界 」，学 陽 書 房 ，1995年 ，79頁 ． 

1 3 0  『自 然 』，1953年 ，28-41頁 ． 

1 3 1  『日 本 学 術 会 議 25年 史 』，日 本 学 術 会 議 ，1974年 ，37頁 ． 
1 3 2前 出 129，78-79頁 ． 

1 3 3中 曽 根 康 弘 『政 治 と人 生 』，講 談 社 ，1992年 ，164‐168頁 . 

1 3 4  『日 本 学 術 会 議 25年 史 』，日 本 学 術 会 議 ，1974年 ，55頁 ． 

1 3 5前 出 134，54頁 ． 

1 3 6前 出 129，「第 １部  研 究 禁 止 の解 除  1-3 原 子 力 体 制 の形 成 と商 用 炉 導 入 」，

学 陽 書 房 ，1995年 ，58-62頁 ． 
1 3 7  前 出 129，「総 説  高 度 成 長 への道 」，学 陽 書 房 ，1995年 ，7頁 ． 

1 3 8  1955年 5月 5日 付 ， ジョン・ホールから向 坊 隆 宛 メモ，Country Fi le:  Japan， b 

Atomic Development Program， Box # 422 ，RG59，NA. 

1 3 9『回 遊 記 』，「第 4部  マイクロウェーブ計 画 」，298頁 ． 

1 4 0  1954年 4月 3日 付 渡 米 日 記 ，柴 田 文 書 ． 

1 4 1『回 遊 記 』，「第 5部  原 子 力 時 代 の幕 開 け」，346-347頁 ． 

1 4 2  『巨 怪 伝 』下 ，451頁 ． 

1 4 3  2003年 5月 26日 の佐 野 眞 一 から奥 田 謙 造 への手 紙 ． 

1 4 4  『朝 日 新 聞 』1954年 9月 4日 夕 刊 ，1955年 8月 4日 朝 刊 ． 

1 4 5  12月 10日 付 ，ホールステッドから柴 田 への手 紙 ，柴 田 文 書 ． 

1 4 6  『回 遊 記 』，「第 3部  テレビ時 代 の夜 明 け」，145頁 ． 

1 4 7  12月 22日 付 ，柴 田 からホールステッドへの手 紙 ，柴 田 文 書 ． 

1 4 8  12月 31日 付 ，柴 田 からホールステッドへの手 紙 ，柴 田 文 書 ． 

1 4 9  1955年 1月 19日 付 ，柴 田 からホールステッドへの手 紙 ，柴 田 文 書 ． 
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1 5 0  『巨 怪 伝 』233頁 ，『回 遊 記 』，「第 5部  原 子 力 時 代 の幕 開 け」，348頁 ． 

1 5 1  前 出 148. 

1 5 2  『読 売 新 聞 』1955年 1月 1日 朝 刊 ． 

1 5 3  1月 5日 付 ，正 力 からホプキンスへの手 紙 ，柴 田 文 書 ．この手 紙 のコピーが米 国

立 公 文 書 館 Ⅱに所 蔵 されている，Country Fi le :  Japan， b Atomic Development 

Program， Box # 422 in NA. 

1 5 4  1月 5日 付 ，柴 田 からウェルシュへの手 紙 ，柴 田 文 書 ． 

1 5 5  1月 24日 付 ，ホールステッドから柴 田 への手 紙 ，柴 田 文 書 ． 

1 5 6  1月 12日 付 メモ， “Matsutaro Shor ik i  Invitat ion to Mr. Hopkins， General  

Dynamics Corporat ion，” Country Fi le:  Japan， b Atomic Development 

Program，Box # 422 in NA. 

1 5 7  1月 27日 付 ，ジャクソンからスミスへのメモ， “Explo itat ion of  Atoms for Peace 

Program in Japan，” ibid. 

1 5 8  2月 4日 付 ，ファーネストックからハーシへのメモ， “Proposal  for Explo itat ion o f  

Atoms for Peace Program in Japan，” ib id. 

1 5 9  柴 田 の手 になると思 われる文 書 「経 過 」，柴 田 文 書 ．ここには，「国 連 軍 総 司 令

官 ハル大 将 を通 じて既 に本 計 画 推 進 の為 の連 絡 が，直 接 ホワイト・ハウスに取 られ

ており，その反 応 がホワイト・ハウスより既 にホプキンス社 長 の許 にまで届 いて」いると

書 かれている． 

1 6 0  2月 4日 付 ，ホプキンスから正 力 への手 紙 ，柴 田 文 書 ．ホプキンスはすでに前 年

の12月 のメッセージで，5月 ごろの来 日 を読 売 側 に伝 えていた．柴 田 は，元 旦 のホプ

キンスのメッセージでその部 分 をカットして公 表 し，早 期 の来 日 を要 請 したのである．

前 出 148. 

1 6 1  3月 9日 付 ，ウェルシュから柴 田 への手 紙 ，柴 田 文 書 ． 

1 6 2本 は 32 ページから成 り，ベックレルやキュリー夫 人 の時 代 から現 在 （当 時 ）を通 じ，

将 来 へかけての原 子 力 の時 代 の完 全 な歴 史 書 である．また，世 界 が当 面 している

原 子 力 破 壊 か原 子 力 による創 造 か，そのいずれかをとるかという重 要 問 題 にもふれ

ている．  

1 6 3  3月 10日 付 ，ホプキンスから正 力 への手 紙 ，柴 田 文 書 ． 

1 6 4  『読 売 新 聞 』3月 16日 朝 刊 ． 

1 6 5  『読 売 新 聞 』4月 29日 朝 刊 ． 

1 6 6  4月 15日 付 メモ， “Vis it  to Japan o f  Representat ives o f  Genera l  Dynamics，” 

Country Fi le :  Japan， b Atomic Development Program，Box # 422 in NA. 

1 6 7  4月 21日 付 ，スミスからジャクソンへの手 紙 ，ibid. 

1 6 8  ラポートからラドルフへの手 紙 ，ibid. 

1 6 9  1955年 1月 28日 付 ，NSC 5507 “Atomic Power Abroad，”，White House 
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Of f ice Fi le， Off ice o f  the Specia l  Assistant for Nat ional  Security Af fa irs:  

Records， 1952-61， NSC Ser ies， Pol icy Papers Sub-ser ies，Box 14，EL.   

1 7 0  『回 遊 記 』，「第 5部  原 子 力 時 代 の幕 開 け」，377頁 ． 

1 7 1  『読 売 新 聞 』5月 7日 朝 刊 ． 

1 7 2  1955年 1月 13日 付 ，OCB作 業 原 稿  “Informat ion Planning on Nuclear 

Energy Pro jects for 1955，” OCB Central  Fi le:  Box 8， OCB 000.9 (Fi le #2)， 

EL. 

1 7 3  『回 遊 記 』，「第 5部  原 子 力 時 代 の幕 開 け」，378頁 ． 

1 7 4  ここでは，USIAの下 の日 本 機 関 ，在 日 米 国 広 報 庁 ． 

1 7 5  『回 遊 記 』，「第 5部  原 子 力 時 代 の幕 開 け」，378頁 ． 

1 7 6  原 子 力 基 本 法 の中 で日 本 学 術 会 議 の原 子 力 の原 則 の精 神 は第 一 条 ，第 二

条 に反 映 されている．「原 子 力 基 本 法  第 一 条  この法 律 は，原 子 力 の研 究 ，開 発

及 び利 用 を推 進 することによつて，将 来 におけるエネルギー資 源 を確 保 し，学 術 の

進 歩 と産 業 の振 興 とを図 り，もつて人 類 社 会 の福 祉 と国 民 生 活 の水 準 向 上 とに寄

与 することを目 的 とする．第 二 条  原 子 力 の研 究 ，開 発 及 び利 用 は，平 和 の目 的 に

限 り，安 全 の確 保 を旨 として，民 主 的 な運 営 の下 に，自 主 的 にこれを行 うものとし，

その成 果 を公 開 し，進 んで国 際 協 力 に資 するものとする．」  

1 7 7  『朝 日 新 聞 』1955年 12月 21日 朝 刊 ． 

1 7 8  1956年 2月 21日 付 ，USISからUSIAへの報 告 電 報 ， “Atoms for Peace Ray Of f  

in  Japan，” Country Fi le :  Japan， e General  Jan. – June，1956，Box # 422， 

NA. 

1 7 9  1956年 3月 12日 付 報 告 書  “Japanese Opin ion on Problems o f  Atomic 

Energy and Nuclear Weapons，” ib id. 

1 8 0  前 出 178. 

1 8 1  『朝 日 新 聞 』1956年 1月 13日 夕 刊 ．『回 遊 記 』，「第 5部  原 子 力 時 代 の幕 開

け」，379-382頁 ． 

1 8 2  前 出 169．    

1 8 3前 出 129，「第 １部  研 究 禁 止 の解 除  1-3 原 子 力 体 制 の形 成 と商 用 炉 導 入 」，

学 陽 書 房 ，1995年 ，66-72頁 ． 



◎関係年表
年 月日 出 来 事
1917 テ ベア－ド、ロンドンからアメリカへ映像伝送実験
1927 2 テ FRC設立（連邦無線委員会）
1931 7 テ CBS、テレビ実験局放送開始（W2XAB）
1934 7 テ FCC設立（連邦通信委員会）、FRCに代わる
1935 3 テ ドイツ、テレビ放送開始

4 テ フランス、テレビ放送開始
1936 11 テ イギリス、高精度のテレビ放送開始（405本）

テ ATT、同軸ケーブル敷設
1937 11 テ イギリス、テレビ標準方式統一（405本）
1939 3 テ ソ連、テレビ放送開始（343本）
1941 5 テ ＦＣＣ、白黒テレビ標準方式決定（５２５本）

7 テ NBC、FCCの免許を受けテレビ放送開始
共 ＯCＩ設置

1942 2 テ ＶＯＡ開始
6 共 ＯＷＩ発足（戦時情報局）

共 OSS設置
1943 7 テ ソ連、対独宣伝放送開始
1945 8 共 終戦
1946 1 共 正力公職追放
1947 1 共 CIA設立

1 共 NSC設立（国家安全保障会議）
1948 10 テ ＶＯＡ法成立（Smith-Mundt法）

11 テ 柴田、NHK解説者となる
1949 10 テ ドフォーレ、マッカーサー元帥に嘆願書提出→却下
1950 6 テ 電波管理委員会発足

6 テ 第81回米国上院議会でカール･ムント米上院議員が「ビジョン･オブ･アメリカ」の演説を行う
6 テ 柴田、GHQ/SCAP・ラジオ課から電波事情視察の招待を受ける
6 共 朝鮮戦争勃発

1951 4 共 マッカーサー解任、リッジウエイ着任
4 テ 柴田、アメリカの電波事情視察のため渡米、カール･ムント米上院議員と会談
4 テ ムント議員からホールスセン、ホールステッド、ダスチンスキーを紹介され、正力の公職追放解除を依頼
8 テ 社名を柴田案の「日本テレビ放送網（株）」と決定
8 共 正力公職追放解除

8‐9 テ ホールスセンら３名来日
9 共 サンフランシスコ講和会議

1952 8‐9 テ 日本テレビ放送網（株）、日本初のテレビ放送予備免許獲得
10 テ 日本テレビ放送網（株）設立総会
10 共 保安隊発足
12 テ NHK、テレビ放送免許獲得

1953 1 共 アイゼンハワー大統領就任
2 テ NHK、テレビ本放送開始

共 USIA設立
3 テ 柴田、マイクロウエーブ1000万ドル借款交渉のため渡米し、ドノバン将軍、マーフィーと対面
4 テ マーフィーらの努力で各省、議会へ説明会
7 テ 商務省から輸出入銀行へ1000万ドル借款の正式推薦状を提出
7 原 柴田、ホールステッドの紹介でバーノン・ウエルシュと出会い原子力について話を聞く
7 原 中曽根康弘、米国の原子力平和利用研究を視察
8 テ 日本テレビ放送網株式会社、放送開始
8 原 原水禁運動署名協議会発足

12 原 アイゼンハワー大統領が国連で「アトムズ・フォー・ピース」演説
1954 3 原 ビキニ水爆実験で第5福竜丸被爆

6 原 中曽根康弘グループ国会に原子力予算案提出
6 共 自衛隊法施行
8 原 原水禁運動署名協議会発足
9 原 原水禁運動署名1000万人
12 原 柴田、ホールステッドから原子力導入の提案の手紙を受取る

12.3 テ マイクロウエーブ計画反対決議案国会で可決
12 原 柴田、ワトソンと会談、”毒をもって毒を制す発言”
12 共 吉田内閣総辞職、第１次鳩山内閣

1955 1 原 読売新聞、「原子力平和利用使節団招待」発表
2 共 正力、衆議院議員選挙当選
5 原 「原子力平和利用使節団」来日
11 原 「原子力平和利用博覧会」開催
12 原 日米原子力協定調印
12 原 原子力基本法制定

1956 1 原 原子力委員会設置
3 原 日本原子力産業会議発足
5 共 正力、初代科学技術庁長官に就任
5 原 英ｺｰﾙﾀﾞｰﾎｰﾙ発電炉開発責任者ﾋﾝﾄﾝ卿来日

9.17 原 英、ｺｰﾙﾀﾞｰﾎｰﾙ発電所稼働開始
9 原 原子力使節団、欧米の原子力事情視察に出発

1957 9 原 東海村第1号原子炉火入れ式
テ：テレビジョン放送導入関係
原：原子力導入関係
共：共通



◎柴 田 秀 利 所 有 資 料 －本 論 文 引 用 原 資 料  

 

 

① 1 9 5 1 年 5 月 1 7 日 付 ， 柴 田 秀 利 の 渡 米 中 の F C C 講 習 記 録  

② 1 9 5 3 年 4 月 3 日 付 ， 柴 田 秀 利 の 渡 米 中 の 日 記  

③ 1954 年 12 月 10 日 付 ，ホールステッドから柴 田 秀 利 への手 紙 . 

④1954 年 12 月 22 日 付 ，柴 田 秀 利 からホールステッドへの手 紙 . 

⑤1954 年 12 月 31 日 付 ，柴 田 秀 利 からホールステッドへの手 紙 . 

⑥1955 年 1 月  5 日 付 ，正 力 松 太 郎 からホプキンスへの手 紙 . 

⑦1955 年 1 月  5 日 付 ，柴 田 秀 利 からウエルシュへの手 紙 . 

⑧1955 年 1 月 19 日 付 ，柴 田 秀 利 からホールステッドへの手 紙 . 

⑨1955 年 1 月 24 日 付 ，ホールステッドから柴 田 秀 利 への手 紙 . 

⑩1955 年 2 月  4 日 付 ，ホプキンスから正 力 松 太 郎 への手 紙 . 

⑪1955 年 3 月  9 日 付 ，ウエルシュから柴 田 秀 利 への手 紙 . 

⑫1955 年 3 月 10 日 付 ，ホプキンスから正 力 松 太 郎 への手 紙 . 

⑬1955 年 5 月 ， ホプキンス一 行 の日 本 訪 問 のスケジュール 
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1 9 5 1 年 5 月 1 7 日 ， 柴 田 秀 利 の 渡 米 中 の F C C 講 習 会 記 録  

 

 

 

 



1 9 5 3 年 4 月 3 日 付 ， 柴 田 秀 利 の 渡 米 中 の 日 記  

 

 

 

 

 

 



1 9 5 4 年 1 2 月 1 0 日 付 ， ウ ィ リ ア ム ･ ホ ー ル ス テ ッ ド か ら 柴 田 秀 利 へ の 手 紙  





1 9 5 4 年 1 2 月 2 2 日 付 ， 柴 田 秀 利 か ら ウ ィ リ ア ム ･ ホ ー ル ス テ ッ ド へ の 手 紙





 

1 9 5 4 年 1 2 月 3 1 日 付 ， 柴 田 秀 利 か ら ウ ィ リ ア ム ･ ホ ー ル ス テ ッ ド へ の 手 紙  







1 9 5 5 年 1 月 5 日 付 ， 正 力 松 太 郎 か ら ジ ョ ン ・ ホ プ キ ン ス へ の 手 紙  

 







 

1 9 5 5 年 1 月 5 日 付 ， 柴 田 秀 利 か ら バ ー ノ ン ・ ウ ェ ル シ ュ へ の 手 紙  



 

1 9 5 5 年 1 月 1 9 日 付 ， 柴 田 秀 利 か ら ウ ィ リ ア ム ･ ホ ー ル ス テ ッ ド へ の 手 紙  



 



 



1 9 5 5 年 1 月 2 4 日 付 ， ウ ィ リ ア ム ･ ホ ー ル ス テ ッ ド か ら 柴 田 秀 利 へ の 手 紙  



 



 

1 9 5 5 年 2 月 4 日 付 ， ジ ョ ン ・ ホ プ キ ン ス か ら 正 力 松 太 郎 へ の 手 紙  





 

1 9 5 5 年 3 月 9 日 付 ， バ ー ノ ン ・ ウ エ ル シ ュ か ら 柴 田 秀 利 へ の 手 紙  



 





1 9 5 5 年 3 月 1 0 日 付 ， ジ ョ ン ・ ホ プ キ ン ス か ら 正 力 松 太 郎 へ の 手 紙  



 



1 9 5 5 年 5 月  ホ プ キ ン ス 一 行 ス ケ ジ ュ ー ル  

 



 



◎ 添 付 資 料  

１． 柴 田 秀 利 所 有 資 料  

２． アメリカ国 立 公 文 書 館 Ⅱ資 料  （U.S. Nat ional  ArchivesⅡ, Colｌege Park, MD 

（Washington, D.C. Area）） 

３． カール・ムント図 書 館 資 料  （Karl  E. Mundt Library，SD） 

４． ハーバート・フーバー大 統 領 図 書 館  （the Herbert  Hoover President ia l  L ibrary 

& Museum，IW） 

５． ド ワ イ ト ・ ア イ ゼ ン ハ ワ ー 大 統 領 図 書 館 資 料 （ the Dwight D. Eisenhower 

Pres ident ia l  L ibrary & Museum, KS） 

６． ハ リ ー ・ ト ル ー マ ン 大 統 領 図 書 館 資 料  （ the Harry S. Truman President ia l  

Library & Museum，MO） 

７． 日 本 学 術 会 議 資 料  

８． 国 立 国 会 図 書 館 ・憲 政 資 料 室 資 料  

９． 国 会 会 議 録  

１０． 原 子 力 委 員 会 月 報  

１１． 新 聞 関 係  

１２． 関 係 論 文  

１３． 参 考 文 献  

１４． その他  
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１．柴 田 秀 利 所 有 資 料  

（１）柴 田 秀 利 文 書 について 

１）柴 田 秀 利 文 書 は，書 簡 ，論 文 ，政 府 及 び民 間 企 業 関 係 資 料 ，手 帳 などが，年 代 ，

内 容 別 に整 理 され，全 体 で段 ボール 5 箱 程 度 になる． 

２）1986 年 の柴 田 の死 後 ，柴 田 泰 子 夫 人 の許 可 の下 に，筆 者 が保 管 と管 理 を行 って

いる． 

３)第 ２次 世 界 大 戦 後 ～１９８０年 代 にかけて、アメリカとの交 流 を記 す資 料 を残 してい

る。 

４)特 に、読 売 新 聞 、日 本 テレビ放 送 網 株 式 会 社 の社 員 となり、この立 場 からの日 本

へのテレビジョン放 送 導 入 、原 子 力 導 入 等 に関 する資 料 を残 している。テレビジョン放

送 導 入 関 係 は、マイクロウエーブネットワーク借 款 交 渉 以 後 （1952 年 以 後 ）の資 料 が

多 い（それ以 前 は、ホールスーセンペーパーに多 く残 されている）。また、原 子 力 関 係

は、かなり多 くの資 料 があるが、ワトソンとの関 係 のものはほとんど見 当 たらない。 

５)資 料 は、年 代 、内 容 別 に整 理 されている。 

６)資 料 の形 態 は、手 紙 （タイプ）、論 文 、政 府 （アメリカ、日 本 ）文 書 、企 業 側 作 成 資

料 、関 係 写 真 、個 人 手 帳 、日 記 、手 記  

７)関 係 資 料 （詳 細 は個 別 リストに示 す） 

①書 簡 ・発 信 、テレビ・原 子 力 関 係   戦 後 ～1980 年 代   

②書 簡 ・受 信 、テレビ・原 子 力 関 係   戦 後 ～1980 年 代  

③手 帳  戦 後 ～1980 年 代  

④日 記  1953 年 3 月 28～8 月 27 日  （マイクロウエーブネットワーク借 款 交 渉 の渡 米 ） 

⑤原 子 力 関 係 資 料  

 ・1955 年 5 月 、「米 国 原 子 力 平 和 使 節 ・ホプキンス博 士 来 日 」関 係  

 ・1956 年 9 月 、「日 本 原 子 力 産 業 使 節 団 」派 遣 関 係  

 ・1957 年 5 月 、「日 本 原 子 力 産 業 合 同 会 議 」関 係  

 ・諸 外 国 資 料  

 ・原 子 力 一 般 資 料  

 ・英 国 ヒントン卿 関 係  

 ・原 子 力 委 員 会 ・原 子 力 研 究 所 ・日 本 原 子 力 産 業 会 議 関 係  

 ・嵯 峨 根 遼 吉 博 士 関 係  

 ・他 社 原 子 炉 関 係  

⑥Wil l iam Halstead 関 係 資 料  

⑦テレビジョン関 係 資 料 ファイル 

⑧全 般 通 信 （マイクロウエーブネットワーク）計 画 資 料  

⑨正 力 松 太 郎 会 長 関 係 資 料  

⑩日 本 テレビ放 送 網 株 式 会 社 関 係 資 料  
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８)主 な関 係 者  

（ GHQ/SCAP 、 国 防 総 省 ） フ レ イ ン ・ ベ ー カ ー （ Frayne Baker ） 准 将 、 リ ッ ジ ウ エ イ

（Matthew B. Ridgway）最 高 司 令 官 （マッカーサーの後 任 ）、レムニッツアー（Lyman L.  

Lemnitzer)FEC 司 令 官 （リッジウエイの後 任 ）、ウッドオール・グリーン（Col.  Woodal l  

Greene）大 佐 、クリントン・ファイスナー（C.A.Feissner ）（GHQ/SCAP/CCS)、ウイリア

ム・ドノバン（Wil l iam Donovan）将 軍 、ダニエル・ワトソン（Danie l  S.  Watson） 

（政 府 、議 会 ）カール・ムント（Karl  E. Mundt）上 院 議 員 、ロバート・タフト（Robert  Taft )  

上 院 議 員 、バーク・ヒッケンルーパー（Bourke B. Hickenlooper）上 院 議 員 、ウイリア

ム・ノーランド（Wil l iam F. Knowland）上 院 議 員 、フランク・ペイス（Frank Pace Jr.）陸

軍 長 官 （マッカーサーの上 司 ）、ドワイト・アイゼンハワー(Dwight D. Eisenhower)大 統

領 、ハーバート・フーバー（Herbert  Hoover）大 統 領 、フランク・ナッシュ(Frank Nash)

輸 出 入 銀 行 副 総 裁  

（ 学 者 ） ア ー ネ ス ト ・ ロ ー レ ン ス （ Ernest O. Lawrence ） 、 ロ ー レ ン ス ・ ハ フ ス タ ッ ド

（Lawrence R. Hafstad）、ダグラス・コッククロフト（Sir  John Douglas Cockcroft）、クリス

ト フ ァ ー ・ ヒ ン ト ン （ Sir Christpher Hinton ） 、 フ レ デ リ ッ ク ・デ ・ ホ フ マ ン （ Freder ic de 

Hof fman)、リチャード・バックミンスター・フラー（Richard B. Ful ler）、ド・フォーレ（Lee 

De Forest）、嵯 峨 根 遼 吉 、湯 川 秀 樹 、小 柴 昌 俊 、内 田 祥 三 、茅 誠 司 、向 坊 隆  

（駐 日 大 使 ）ウイリアム・キャッスル（Wil l iam R. Cast le,  Jr .）、ジョン・アリソン（John M. 

Al l ison）、エドウイン・ライシャワー（Edwin O. Reischauer） 

（原 子 力 ）ルイス・ストローズ（Lewis L Strauss）米 原 子 力 委 員 長 、ウｫーカー・シスラー

（Walker L Cis ler）米 原 子 力 産 業 会 長 、チャールズ・ロビンス（Charles Robbins）米 原

子 力 産 業 会 議 事 務 局 長  

（ 民 間 ） ウ イ リ ア ム ・ ホ ー ル ス テ ッ ド （ Wil l iam Halstead ） 、 ヘ ン リ ー ・ ホ ー ル ス ー セ ン

（Henry Holthusen）、ウォルター・ダスチンスキー（Walter Duschinsky）、ジョン・ホプキ

ンス(John J.  Hopkins)、ヴァーノン・ウエルシュ(Vernon M. Welsh)、デビッド・サーノフ

（David Sarnof f） 

（日 本 ）竹 田 恒 徳 、吉 田 茂 、片 山 哲 、岸 信 介 、鳩 山 一 郎 、池 田 勇 人 、佐 藤 栄 作 、田

中 角 栄 、中 曽 根 康 弘 、麻 生 多 賀 吉 、野 村 吉 三 郎 、白 州 次 郎 、馬 場 恒 吾  

（２）柴 田 秀 利 論 文  

1958 年 7 月 ，「日 本 における全 般 通 信 計 画 （１）」，日 本 テレビ放 送 網 株 式 会 社  

1958 年 7 月 ，「日 本 における全 般 通 信 計 画 （２）」，日 本 テレビ放 送 網 株 式 会 社  

1958 年 7 月 30 日 ，「本 社 の全 国 テレビ並 びに全 般 通 信 計 画 －その論 点 と主 張 －」，

日 本 テレビ放 送 網 株 式 会 社  

1954 年 12 月 ，「原 子 力 発 電 １００年 計 画 を提 唱 す」，ジョン・J・ホプキンス 

1955 年 3 月 ，「原 子 力 の平 和 利 用 を進 めるに当 たって」． 

1955 年 6 月 ，「原 子 力 の産 業 利 用 について」． 

1957 年 3 月 ，「電 子 から原 子 へ」． 

1957 年 5 月 6 日 ，「今 日 の原 子 力 状 況 私 見 」，嵯 峨 根 遼 吉 ． 
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1957 年 5 月 15 日 ，「天 然 か濃 縮 か」，嵯 峨 根 遼 吉 ． 

1957 年 7 月 21 日 ，「原 子 力 研 究 所 は ETR を施 設 したいが此 処 二 三 年 の間 は時 期

尚 早 である」，嵯 峨 根 遼 吉 ． 

1957 年 7 月 ，「英 国 原 子 炉 と原 子 力 発 電 」，日 本 原 子 力 産 業 会 議 ． 

（３）資 料  

（テレビジョン放 送 関 係 ） 

1950 年 6 月 5 日 ，”Congress ional  Record, proceeding and debates o f  the 8１ST 

Congress,  second sess ion,” Senate,  United States of  America. 

1951 年 1 月 ，「テレビジョン放 送 局 免 許 申 請 概 要 」，電 波 管 理 委 員 会 . 

1951 年 8 月 ，「テレビジョン事 業 計 画 の経 過 」，日 本 テレビ放 送 網 株 式 会 社 ． 

1952 年 3 月 ，「『白 黒 テレビジョン放 送 に関 する送 信 の標 準 方 式 』に対 する異 議 申 立

書 」. 

1952 年 3 月 ，「日 本 テレビ放 送 網 会 社 の設 立 について」，日 本 テレビ放 送 網 株 式 会

社 ． 

1953 年 10 月 ，「テレビ旋 風 を解 剖 する」，テレビ旬 報 ． 

1954 年 10 月 ，「経 歴 －ジョン・J・ホプキンス」，日 本 テレビ放 送 網 株 式 会 社 ． 

1954 年 8 月 ，「日 本 テレビの発 足 にあたって」（創 立 総 会 にて），日 本 テレビ放 送 網 株

式 会 社  

1954 年 8 月 ，「NTV の設 立 と営 業 開 始 後 の業 績 について」，日 本 テレビ放 送 網 株 式

会 社  

1955 年 10 月 ，「わが国 のテレビはどうしてできたかなぜ全 国 に普 及 させぬか」，日 本 テ

レビ放 送 網 株 式 会 社 ． 

1958 年 7 月 30 日 ，「本 社 の全 国 テレビ並 びに全 般 通 信 計 画 その概 要 と経 過 」，日 本

テレビ放 送 網 株 式 会 社  

1958 年 7 月 30 日 ，「国 防 省 次 官 フランク・ナッシュ氏 より輸 出 入 銀 行 総 裁 宛 推 薦 状 」，

日 本 テレビ放 送 網 株 式 会 社  

1958 年 4 月 ，「座 談 会 、出 席 者 、正 力 、柴 田 」，日 本 テレビ放 送 網 株 式 会 社  

1958 年 10 月 ，「カラーテレビについて」，日 本 テレビ放 送 網 株 式 会 社  

1958 年 9 月 1 日 ，第 29 回 国 会 衆 議 院 、逓 信 委 員 会 議 録 ，国 会 会 議 録  

1960 年 10 月 ，「民 放 史 原 案 に対 する申 入 」，日 本 テレビ放 送 網 株 式 会 社  

1968 年 夏 ，「民 営 １本 にすべしー坂 本 直 道 】（日 本 テレビ 1068 開 局 15 周 年 記 念 号 ），

日 本 テレビ放 送 網 株 式 会 社  

（原 子 力 関 係 ） 

1955 年 ，「経 過 」，柴 田 の手 になると思 われる文 書 ．  

1956 年 1 月 ，「原 子 力 委 員 会 の発 足 に際 して」，日 本 原 子 力 産 業 会 議 ． 

1956 年 3 月 ，「原 子 力 産 業 会 議 設 立 趣 意 書 」，日 本 原 子 力 産 業 会 議 ． 

1956 年 3 月 ，「定 款 （原 子 力 産 業 会 議 ）」，日 本 原 子 力 産 業 会 議 ． 

1956 年 3 月 ，「原 子 力 産 業 会 議 設 立 経 過 報 告 書 」，日 本 原 子 力 産 業 会 議 ． 
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1956 年 3 月 ，「経 歴 、（英 国 ）コッククロフト、ヒントン」，日 本 テレビ放 送 網 株 式 会 社 ． 

1956 年 7 月 ，「米 国 原 子 力 管 理 機 構 及 び役 員 」． 

1956 年 7 月 ，「米 国 における動 力 用 原 子 炉 開 発 計 画 」． 

1956 年 7 月 ，「原 子 力 平 和 利 用 に関 する行 政 機 構 」． 

1968 年 夏 ，「日 本 の繁 栄 を築 いたテレビジョン」，日 本 テレビ放 送 網 株 式 会 社 ． 

 

（４）書 簡  

1949 年 10 月 6 日 付 ，ド・フォーレからマッカーサーへの手 紙 ． 

1954 年 12 月 10 日 付 ，ホールステッドから柴 田 秀 利 への手 紙 . 

1954 年 12 月 22 日 付 ，柴 田 秀 利 からホールステッドへの手 紙 . 

1954 年 12 月 31 日 付 ，柴 田 秀 利 からホールステッドへの手 紙 . 

1955 年  1 月  5 日 付 ，正 力 松 太 郎 からウエルシュへの手 紙 . 

1955 年  1 月  5 日 付 ，正 力 松 太 郎 からホプキンスへの手 紙 . 

1955 年  1 月 12 日 付 ，ホールステッドから柴 田 秀 利 への手 紙 . 

1955 年  1 月 19 日 付 ，柴 田 秀 利 からホールステッドへの手 紙 . 

1955 年  1 月 24 日 付 ，ホールステッドから柴 田 秀 利 への手 紙 . 

1955 年  2 月  4 日 付 ，ホプキンスから正 力 松 太 郎 への手 紙 . 

1955 年  2 月  7 日 付 ，ホールステッドから柴 田 秀 利 への手 紙 . 

1955 年  2 月 12 日 付 ，正 力 松 太 郎 からホプキンスへの手 紙 . 

1955 年  3 月  4 日 付 ，ホールステッドから正 力 松 太 郎 への手 紙 . 

1955 年  3 月  4 日 付 ，ホールステッドから柴 田 秀 利 への手 紙 . 

1955 年  3 月  9 日 付 ，ウエルシュから柴 田 秀 利 への手 紙 . 

1955 年  3 月 10 日 付 ，ホプキンスから正 力 松 太 郎 への手 紙 . 

1955 年  3 月 17 日 付 ，ウエルシュから柴 田 秀 利 への手 紙 . 

1955 年  3 月 23 日 付 ，柴 田 秀 利 からホプキンスへの手 紙 . 

1955 年  4 月 30 日 付 ，柴 田 秀 利 からホプキンスへの手 紙 . 

1955 年  4 月 30 日 付 ，正 力 松 太 郎 からホプキンスへの手 紙 . 

1955 年  5 月 2 日 付 ，ホプキンスから柴 田 秀 利 への手 紙 . 

1955 年  5 月 5 日 付 ，ホールステッドから正 力 松 太 郎 への手 紙 . 

1955 年  6 月 1 日 付 ，ローレンスから正 力 松 太 郎 への手 紙 . 

1955 年  6 月 9 日 付 ，ホールステッドから正 力 松 太 郎 への手 紙 . 

1955 年  6 月 30 日 付 ，柴 田 秀 利 からホールステッドへの手 紙 . 

1955 年  8 月 12 日 付 ，柴 田 秀 利 からワトソンへの手 紙 . 

1955 年  9 月 20 日 付 ，シスラーから原 子 力 産 業 会 議 メンバーへの手 紙 . 

1955 年 10 月 １9 日 付 ，ワトソンから柴 田 秀 利 への手 紙 . 

1955 年 10 月 20 日 付 ，柴 田 秀 利 からワトソンへの手 紙 . 

1956 年  1 月 10 日 付 ，嵯 峨 根 遼 吉 からローレンスへの手 紙 . 

1956 年  1 月 12 日 付 ，ローレンスから嵯 峨 根 遼 吉 への手 紙 . 
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1956 年  5 月 30 日 付 ，ハフスタッドから正 力 松 太 郎 への手 紙 . 

1956 年  8 月 14 日 付 ，ローレンスから柴 田 秀 利 への手 紙 . 

1956 年  8 月 24 日 付 ，ハフスタッドから柴 田 秀 利 への手 紙 . 

1956 年  8 月 25 日 付 ，ローレンスから柴 田 秀 利 への手 紙 . 

 

（５）著 書  

柴 田 秀 利 『戦 後 マスコミ回 遊 記 』，中 央 公 論 社 ，1985 年 ．  

柴 田 秀 利 『炎 のごとく、水 のごとく』,中 央 公 論 社 ,1999 年 . 

 

 

２．アメリカ国 立 公 文 書 館 Ⅱ資 料  （U.S. Nat ional  ArchivesⅡ, Col ｌege Park, MD 

（Washington, D.C. Area）） 

（１）RG319 

1948 年 3 月 11 日 付 ，General  Staf f  US Army Plans and Operat ions Divis ion, 

Department o f  the Army, ”Psychologica l  Warfare Study for Guidance in Strateg ic 

Planning,” U.S. Army P&O 091.42 TS (sect ion 1,  cases 1-7). 

（２）BOX#6164，Decimal Fi le，1950-54，Central  Fi les， General  Records o f  the 

Department o f  State，RG59 

1951 年 8 月 20 日 付 ， ア チ ソ ン 国 務 長 官 か ら GHQ/SCAP 宛 電 報 ， Outgoing 

Telegram, Department of  State.  

1951 年 9 月 11 日 付 ，ホールスーセンから GHQ/CCS のハモンド将 軍 宛 書 簡 . 

1951 年 11 月 8 日 付 , Department o f  State Memorandum of  Conversat ion,  

SUBJECT: Televis ion Network for Japan. 

1951 年 10 月 9 日 付 ， “JAPAN TO HAVE FIRST COMMERCIAL 

TELECOMMUNICATION NETWORK INCLUDING T．V．”．  

（３）Box # 422,Country f i le:  Japan d. Fukuryu Maru, 1954, “Spacia l  Ass’t to the 

Secretary for Energy and Outer Space, Records Relat ing to Atomic Energy 

Matters,  1944-63,” RG 59. 

（4）Box # 422，Country Fi le:  Japan, b Atomic Development Program ,RG 59． 

1955 年 1 月 12 日 付 メモ, “Matsutaro Shor ik i  Invitat ion to Mr. Hopkins, General  

Dynamics Corporat ion”． 

1955 年 4 月 15 日 付 メ モ , “Vis it  to Japan o f  Representat ives o f  General  

Dynamics”． 

（5）Box # 422，Country Fi le:  Japan, e General  Jan. – June, 1956, RG 59． 

1956 年 2 月 21 日 付 ，USIS から合 衆 国 情 報 局 （USIA）への報 告 電 報 , “Atoms for 

Peace Ray Off  in  Japan”． 
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３．カール・ムント図 書 館 資 料  （Karl  Mundt Library，SD） 

（1）書 簡  

1943 年 6 月 24 日 付 の新 聞 記 事 （新 聞 名 不 詳 ）． 

1943 年 7 月 1 日 付 の新 聞 記 事 （新 聞 名 不 詳 ）． 

1943 年 7 月 7 日 付 の新 聞 記 事 （新 聞 名 不 詳 ）． 

1943 年 7 月 15 日 付 の新 聞 記 事 （新 聞 名 不 詳 ）． 

1950 年 6 月 －8 月 の書 簡 ，ムントは演 説 以 後 アレクサンダー・スミス，ウイリアム・ベント

ン，エルボート・トーマス上 院 議 員 らと外 交 上 院 委 員 会 ・小 委 員 会 を開 催 している. 

1950 年 6 月 17 日 付 ,マイケル・ロンバルディからムントへの手 紙 . 

1950 年 6 月 20 日 付 ,ムントからマイケル・ロンバルディへの手 紙 . 

1950 年 6 月 22 日 付 ,マイケル・ロンバルディからムントへの手 紙 . 

1950 年 6 月 27 日 付 , New York Journal .  

1950 年 6 月 27 日 付 ,ムントからミラー・マクリントック（放 送 会 社 社 長 ）への手 紙 . 

1950 年 7 月 1 日 付 ,マッカーサーからムントへの手 紙 . 

1950 年 7 月 7 日 付 ,ミラー・マクリントックからムントへの手 紙 . 

1950 年 7 月 12 日 付 ,ムントからミラー・マクリントックへの手 紙 . 

1950 年 8 月 28 日 付 ,ホールスーセンからムントへの手 紙 . 

1950 年 8 月 29 日 付 , ムントからホールスーセンへの手 紙 . 

1950 年 12 月 27 日 付 ,ホールスーセンからムントへの手 紙 . 

1951 年 11 月 19 日 付 ，K．Mundt，“We Can Give the World A Vis ion o f  America!”，

TW． 

1951 年 12 月 13 日 付 ,ホールスーセンからムントへの手 紙 . 

1951 年 12 月 26 日 付 ,ホールスーセンからムントへの手 紙 . 

1951 年 12 月 27 日 付 ,ホールスーセンからムントへの手 紙 . 

1951 年 12 月 29 日 付 ,ムントからホールスーセンへの手 紙 . 

1952 年 1 月 5 日 付 ,ムントから正 力 松 太 郎 への手 紙 . 

1952 年 1 月 18 日 付 ,ホールスーセンからムントへの手 紙 . 

1952 年 1 月 21 日 付 ,ムントからホールスーセンへの手 紙 . 

（2）論 文  

1950 年 5 月 26 日 付 ，STATEMENT BY DAVID SARNOFF “VOICE AND VISION 

OF AMERICA” . 

1950 年 6 月 15 日 付 ，8１ST Congress 2DSESSION, S.3780 A Bi l l（Vis ion o f  

America）. 

1952 年 10 月 ，W．Halstead，“MEMORANDUM-UNITEL RERAY NETWORK PLAN 

FOR INTERNATIONAL TELECOMMUNICATION ，  INCLUDING TELEVISION 

BROADCASTING” ． 

1953 年 9 月 28 日 ， W ．  Halstead ， “ THE APPLICATION OF WIDEBAND 

RADIO-RERAY METHODS IN INTERNATIONAL TELECOMMUNICATION 
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SERVICES INCLUDING TRANSLATING TELEVISION”. 

1954 年 7 月 24 日 付 ，“NIPPON TELEVISION NETWORK First  Commercia l  

Televis ion Service in the Orient Also Supplementary Data Relat ing t  o Proposed 

Televis ion and Telecommunicat ion Networks in the Far East  and in the 

Pan-American Area Prepared by UNITEL INC．”. 

 

 

４．ハーバート・フーバー大 統 領 図 書 館  （the Herbert  Hoover President ia l  L ibrary 

& Museum，IW） 

（１）ホールスーセンペーパー 

（ a ） F o l d e r :  “ W o r l d w i d e  T V  N e t w o r k  J a p a n  C o r r e s p o n d e n c e  1 9 5 1  

J u l y - S e p t . ”   

1951 年  7 月 23 日 付 ，柴 田 秀 利 からホールスーセンへの手 紙 ． 

1951 年  7 月 30 日 付 ，ホールスーセンから柴 田 秀 利 への手 紙 ． 

1951 年  8 月  3 日 付 ，岡 崎 真 一 からホールスーセンへの手 紙 ． 

1951 年  8 月 10 日 付 ，正 力 松 太 郎 からホールスーセンへの手 紙 ． 

1951 年  8 月 10 日 付 ，ホールスーセンから正 力 松 太 郎 への手 紙 ． 

1951 年  8 月 22 日 付 ，“ A r r i v a l  a t  H a n e d a  A i r p o r t ” ．  

1951 年  8 月 23 日 付 ，読 売 新 聞 社 作 成 の歓 迎 パーティーの記 録 ． 

1951 年  8 月 24 日 付 ， “ P r o m o t e r s  C o n f e r e n c e  o n  T e l e v i s i o n  a n d  

C o n f e r e n c e  o n  T e l e v i s i o n ” ．  

1951 年  8 月 25 日 付 ，読 売 新 聞 社 作 成 の会 議 記 録 （2）． 

1951 年  8 月 28 日 付 ，“Conference with the Radio Regulatory Commiss ion”． 

1951 年  9 月  3 日 付 ，読 売 新 聞 社 作 成 の会 議 記 録 （4）． 

1951 年  9 月  4 日 付 ，読 売 新 聞 社 作 成 の会 議 記 録 （5）． 

1951 年  9 月 10 日 付 ，読 売 新 聞 社 作 成 の会 議 記 録 （6）． 

1951 年  9 月 11 日 付 ，“Conference with Nat ion-Wide Financia l  Leaders”． 

1951 年  9 月 12 日 付 ，デービス将 軍 から読 売 新 聞 社 への手 紙 ． 

1951 年  9 月 14 日 付 ，本 田 親 夫 からホールスーセンへの手 紙 ． 

1951 年  9 月 15 日 付 ，岡 崎 真 一 からホールスーセンへの手 紙 ． 

1951 年  9 月 29 日 付 ，正 力 松 太 郎 からホールスーセンへの手 紙 ． 

（ b ） F o l d e r :  “ W o r l d w i d e  T V  N e t w o r k  J a p a n  C o r r e s p o n d e n c e  1 9 5 1  

O c t . ”  

1951 年 10 月  5 日 付 ，ホールスーセンから柴 田 秀 利 への手 紙 ． 

1951 年 10 月 11 日 付 ，ホールスーセンから正 力 松 太 郎 への手 紙 ，RCA からホールス

ーセンへの回 答 を添 付 ． 

1 9 5 1 年 1 0 月 2 4 日 付 ， 正 力 松 太 郎 か ら ホ ー ル ス ー セ ン へ の 手 紙 ．  

1 9 5 1 年 1 0 月 2 9 日 付 ， ホ ー ル ス ー セ ン か ら ダ レ ス へ の 手 紙 ．  
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1 9 5 1 年 1 0 月 2 9 日 付 ， ホ ー ル ス ー セ ン か ら 正 力 松 太 郎 へ の 手 紙 ．  

（ c ） F o l d e r : ”  W o r l d w i d e  T V  N e t w o r k  J a p a n  C o r r e s p o n d e n c e  1 9 5 1  

N o v . - D e c . ”  

1 9 5 1 年 1 1 月 1 日 付 ， ダ レ ス か ら ホ ー ル ス ー セ ン へ の 手 紙 ．  

1 9 5 1 年 1 1 月 9 日 付 ， ホ ー ル ス ー セ ン か ら ダ レ ス へ の 手 紙 ．  

1 9 5 1 年 1 1 月 9 日 付 ， ホ ー ル ス ー セ ン か ら 正 力 松 太 郎 へ の 手 紙 ．  

1 9 5 1 年 1 1 月 1 3 日 付 ， 正 力 松 太 郎 か ら ホ ー ル ス ー セ ン へ の 手 紙 ．  

1 9 5 1 年 1 1 月 1 9 日 付 ， N T V か ら R C A へ の 手 紙 ， 電 波 管 理 委 員 会 の 原

案 ．  

1 9 5 1 年 1 1 月 2 1 日 付 ， ホ ー ル ス ー セ ン か ら ム ン ト へ の 手 紙 ．  

1 9 5 1 年 1 1 月 1 5 日 付 ， 『 T E L E V I S I O N  O P P O R T U N I T I E S 』 ．  

1 9 5 1 年 1 2 月 4 日 付 ， 正 力 松 太 郎 か ら ホ ー ル ス ー セ ン へ の 手 紙 ．  

1 9 5 1 年 1 2 月 1 0 日 付 ， ホ ー ル ス ー セ ン か ら ダ レ ス へ の 手 紙 ．  

1 9 5 1 年 1 2 月 1 8 日 付 ， ム ン ト か ら ホ ー ル ス ー セ ン へ の 手 紙 ．  

1 9 5 1 年 1 2 月 2 0 日 付 ， 正 力 松 太 郎 か ら ホ ー ル ス ー セ ン へ の 手 紙 ．  

1 9 5 1 年 1 2 月 2 5 日 付 ， 柴 田 秀 利 か ら ホ ー ル ス ー セ ン へ の 手 紙 ．  

1 9 5 1 年 1 2 月 2 6 日 付 ， ホ ー ル ス ー セ ン か ら ム ン ト へ の 手 紙 ．  

1 9 5 1 年 1 2 月 2 9 日 付 ， ム ン ト か ら ホ ー ル ス ー セ ン へ の 手 紙 ．  

1 9 5 1 年 1 2 月 3 1 日 付 ， ホ ー ル ス ー セ ン か ら 柴 田 秀 利 へ の 手 紙 ．  

（ d ） F o l d e r : ”  W o r l d w i d e  T V  N e t w o r k  J a p a n  C o r r e s p o n d e n c e  1 9 5 2  

J a n . - J u n e ”  

1 9 5 2 年 1 月 2 日 付 ， ア レ ク サ ン ダ ー ・ ス ミ ス 上 院 議 員 か ら ホ ー ル ス ー セ ン へ の

手 紙 ．  

1 9 5 2 年 1 月 5 日 付 ， ム ン ト か ら 正 力 松 太 郎 へ の 手 紙 ．  

1 9 5 2 年 2 月 1 9 日 付 ， 正 力 松 太 郎 か ら ホ ー ル ス ー セ ン へ の 手 紙 ．  

1 9 5 2 年 2 月 2 0 日 付 ， 柴 田 秀 利 か ら ホ ー ル ス ー セ ン へ の 手 紙 ．  

1 9 5 2 年 2 月 2 9 日 付 ， ホ ー ル ス ー セ ン か ら 正 力 松 太 郎 へ の 手 紙 ．  

1 9 5 2 年 2 月 2 ９ 日 付 ， ホ ー ル ス ー セ ン か ら 柴 田 秀 利 へ の 手 紙 ．  

1 9 5 2 年 3 月 6 日 付 ， ホ ー ル ス ー セ ン か ら 柴 田 秀 利 へ の 手 紙 ．  

1 9 5 2 年 3 月 1 5 日 付 ， ム ン ト か ら ホ ー ル ス ー セ ン へ の 手 紙 ．  

1 9 5 2 年 3 月 1 9 日 付 ， 正 力 松 太 郎 か ら ホ ー ル ス ー セ ン へ の 手 紙 ．  

1 9 5 2 年 3 月 2 0 日 付 ， 柴 田 秀 利 か ら ホ ー ル ス ー セ ン へ の 手 紙 ．  

1 9 5 2 年 3 月 2 4 日 付 ， ホ ー ル ス ー セ ン か ら 正 力 松 太 郎 へ の 手 紙 ．  

1 9 5 2 年 3 月 2 9 日 付 ， ム ン ト か ら ホ ー ル ス ー セ ン へ の 手 紙 ．  

1 9 5 2 年 4 月 3 日 付 ， 正 力 松 太 郎 か ら ホ ー ル ス ー セ ン へ の 手 紙 ．  

1 9 5 2 年 4 月 7 日 付 ， ホ ー ル ス ー セ ン か ら 正 力 松 太 郎 へ の 手 紙 ．  

1 9 5 2 年 4 月 9 日 付 ， ホ ー ル ス ー セ ン か ら ム ン ト へ の 手 紙 ．  

1 9 5 2 年 4 月 1 6 日 付 ， ホ ー ル ス ー セ ン か ら ム ン ト へ の 手 紙 ．  

 127



1 9 5 2 年 4 月 1 8 日 付 ， ム ン ト か ら ホ ー ル ス ー セ ン へ の 手 紙 ．  

1 9 5 2 年 4 月 2 5 日 付 ， ホ ー ル ス ー セ ン か ら ム ン ト へ の 手 紙 ．  

1 9 5 2 年 4 月 2 8 日 付 ， ホ ー ル ス ー セ ン か ら 正 力 松 太 郎 へ の 手 紙 ．  

1 9 5 2 年 4 月 2 9 日 付 ， ム ン ト か ら ホ ー ル ス ー セ ン へ の 手 紙 ．  

1 9 5 2 年 5 月 1 日 付 ， ホ ー ル ス ー セ ン か ら 正 力 松 太 郎 へ の 手 紙 ．  

1 9 5 2 年 5 月 1 5 日 付 ， 正 力 松 太 郎 か ら ホ ー ル ス ー セ ン へ の 手 紙 ．  

1 9 5 2 年 5 月 1 5 日 付 ， ホ ー ル ス ー セ ン か ら 正 力 松 太 郎 へ の 手 紙 ．  

1 9 5 2 年 5 月 1 5 日 付 ， ム ン ト か ら ホ ー ル ス ー セ ン へ の 手 紙 ．  

1 9 5 2 年 5 月 2 3 日 付 ， 正 力 松 太 郎 か ら ホ ー ル ス ー セ ン へ の 手 紙 ．  

1 9 5 2 年 6 月 6 日 付 ， ホ ー ル ス ー セ ン か ら 正 力 松 太 郎 へ の 手 紙 ．  

1 9 5 2 年 6 月 1 3 日 付 ， ホ ー ル ス ー セ ン か ら 正 力 松 太 郎 へ の 手 紙 ．  

1 9 5 2 年 6 月 1 4 日 付 ， 正 力 松 太 郎 か ら ホ ー ル ス ー セ ン へ の 手 紙 ．  

1 9 5 2 年 6 月 2 5 日 付 ， ホ ー ル ス ー セ ン か ら 正 力 松 太 郎 へ の 手 紙 ．  

（ e ） F o l d e r : ”  W o r l d w i d e  T V  N e t w o r k  J a p a n  C o r r e s p o n d e n c e  1 9 5 2  J u ｌ

y - D e c . ”  

1 9 5 2 年 7 月 2 日 付 ， 柴 田 秀 利 か ら ホ ー ル ス ー セ ン へ の 手 紙 ．  

1 9 5 2 年 7 月 3 日 付 ， ホ ー ル ス ー セ ン か ら 正 力 松 太 郎 へ の 手 紙 ．  

1 9 5 2 年 7 月 7 日 付 ， ホ ー ル ス ー セ ン か ら 柴 田 秀 利 へ の 手 紙 ．  

1 9 5 2 年 7 月 7 日 付 ， ムントか ら ホ ー ル ス ー セ ン へ の 手 紙 ．  

1 9 5 2 年 7 月 1 0 日 付 ， ホ ー ル ス ー セ ン か ら 柴 田 秀 利 へ の 手 紙 ．  

1 9 5 2 年 7 月 1 5 日 付 ， 柴 田 秀 利 か ら ホ ー ル ス ー セ ン へ の 手 紙 ．  

1 9 5 2 年 7 月 1 8 日 付 ， 正 力 松 太 郎 か ら ホ ー ル ス ー セ ン へ の 手 紙 ．  

1 9 5 2 年 8 月 1 日 付 ， 正 力 松 太 郎 か ら ホ ー ル ス ー セ ン へ の 手 紙 ．  

1 9 5 2 年 8 月 9 日 付 ， ホ ー ル ス ー セ ン か ら 正 力 松 太 郎 へ の 手 紙 ．  

1 9 5 2 年 8 月 1 2 日 付 ， ホ ー ル ス ー セ ン か ら 正 力 松 太 郎 へ の 手 紙 ．  

1 9 5 2 年 8 月 1 3 日 付 ， 正 力 松 太 郎 か ら ホ ー ル ス ー セ ン へ の 手 紙 ．  

1 9 5 2 年 8 月 2 1 日 付 ， 柴 田 秀 利 か ら ホ ー ル ス ー セ ン へ の 手 紙 ．  

 

 

５ ． ド ワ イ ト ・ ア イ ゼ ン ハ ワ ー 大 統 領 図 書 館 資 料 （ the Dwight D. Eisenhower 

Pres ident ia l  L ibrary & Museum, KS） 

（1）Fi le # 1, OCB 091. Japan, Box #46 ,  OCB (the Operat ion Coordinat ing 

Board)Central  F i le． 

1954 年 3 月 30 日 付  “Background Statement Relat ive to United States Act ion in  

Connect ion with the FUKURYU MARU Incident Prepared by the State 

Department,” Annex B of  “Memorandum to the Operat ion Coordinat ing Board,” 

NSC (the Nat ional  Secur ity Counci l )  Sta f f  Papers． 

1954 年 3 月 22 日 付 , G. B. Erskine, “Japan and Atomic Tests”． 
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1954 年 3 月 24 日 付  “Japan and Atomic Tests”． 

1954 年 3 月 29 日 付 , Stefan T. Possony から Robert Button へのメモ, “Nuclear 

Power Stat ions in Ber l in  and Japan –Reasons Pro and Con,” OCB Centra l  Fi le:  

Box 11, OCB 000.91 (Fi le  #1) (1)． 

1954 年 3 月 30 日 付  Elmer B. Staats から OCB へのメモ“Prel iminary Staf f  Study o f  

Ber l in Reactor Proposal ,”， “Study for OCB on Ber l in Reactor Proposal ,” およ

び 3 月 31 日 付 OCB 会 議 録 からの抜 粋  “Agenda Item 4,” (Fi le  #1)  (3)． 

1954 年 3 月 30 日 付  Elmer B. Staats から OCB へのメモ “US Posit ion with Respect 

to In jury and Damages Result ing from Paci f ic Nuclear Test,” OCB Centra l Fi le :  

Box 46, OCB 000.91 (Fi le  #1) (3)． 

1954 年 4 月 28 日 付 “Outl ine Check List o f  U. S. Government Actions to Of fset  

Unfavorable Japanese Att itudes to the H-Bomb and Related Developments”． 

1954 年 4 月 28 日 付 記 録 メモ “Joint  Meet ing o f  the Working Group on Nuclear 

Energy and Related Matters and Working Group on NSC 125/2 and NSC 125/6 

(Japan)”． 

1955 年 1 月 27 日 付 ，ジャクソンからスミスへのメモ, “Explo itat ion o f  Atoms for Peace 

Program in Japan”． 

1955 年 2 月 4 日 付 ，ファーネストックからハーシへのメモ, “Proposal  for Explo itat ion 

of  Atoms for Peace Program in Japan”． 

1955 年 4 月 21 日 付 ，スミスからジャクソンへの手 紙 ． 

1955 年 ラポートからラドルフへの手 紙 ． 

1956 年 3 月 12 日 付 報 告 書  “Japanese Opin ion on Problems o f  Atomic Energy and 

Nuclear Weapons”． 

（2）“Cooperat ion with Other Nat ions in the Peacefu l  Uses o f  Atomic Energy,” 

NSC 5431/1, White House Of f ice Fi le,  Of f ice o f  the Specia l  Assistant for Nat ional  

Secur ity Af fa irs:  Records, 1952-61, NSC Ser ies,  Pol icy Papers Sub-ser ies,  Box 

12． 

（3）Nat ional  Industr ia l  Conference Board ed.,  “Minutes of  2 n d  Annual  Conference, 

Atomic Energy in Industry” (1953),  in  fo lder 108, 1954 (3),  Centra l  Fi les, Of f ic ia l  

Fi les Box # 524． 

（4）1955 年 1 月 28 日 付 ，NSC 報 告 書  “Atomic Power Abroad,” NSC 5507, White 

House Of f ice Fi le,  Of f ice o f  the Specia l  Ass istant for Nat ional Secur ity Af fa i rs:  

Records, 1952-61, NSC Ser ies,  Pol icy Papers Sub-ser ies,  Box 14, EL.   

（5）1955 年 1 月 13 日 付 ，OCB 作 業 原 稿  “Informat ion Planning on Nuclear Energy 

Pro jects for 1955,” OCB Central  Fi le:  Box 8, OCB 000.9 (Fi le #2)． 

（ 6） John Jay Hopkins, “A Plan for the Development o f  Internat ional  Atomic 

Energy under the Leadersh ip o f  American Industry,”（ジョン J．ホプキンス「原 子 力
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６ ． ハ リ ー ・ ト ル ー マ ン 大 統 領 図 書 館 資 料  （ the Harry S. Truman President ia l  

Library & Museum，MO） 

1948 年 11 月 30 日 付 ，Sarnof f から Truman への報 告 書 “Outl ine o f  Proposal  For the 

Use of Airborne Radio Relay Systems For the Intercept ion o f Guided Miss i les By 

David Sarnof f  Pres ident and Chairman of  the Board Radio Corporat ion o f  

America,” Truman President ia l  Papers ， WHCF: Conf ident ia l  Fi le ， State 

Department Correspondence Fi le，1948-49，Box 39，Folder “State Department，

Correspondence，1948-49 [5 o f  6]”.  

 

 

７．日 本 学 術 会 議 資 料  

『日 本 学 術 会 議 25 年 史 』(1974 年 )． 

 

 

８．国 立 国 会 図 書 館 ・憲 政 資 料 室 資 料  

（１）SCAPIN（SCAP instruct ion to the Japanese Government=日 本 政 府 に対 する連

合 国 司 令 官 の指 令 ） 

Scapin 47，1945 年 9 月 22 日 ． 

Scapin 301，1945 年 1１月 18 日 ． 

Scapin 494，1945 年 12 月 31 日 ． 

Scapin 609，1946 年 1 月 16 日 ， 

Scapin 1067，1946 年 7 月 16 日 . 

Scapin 1085，1946 年 7 月 25 日 . 

（２）GHQ/CCS 資 料  

1950 年 10 月 14 日 付 , “FAR EAST COMMAND, EXCHANGE OF PERSONS 

PROGRAM FOR JAPAN; Train ing o f  Members o f  a Nat ional  Radio Regulatory 

Commiss ion, Pro j .  NO. 194. 

 

 

９．国 会 会 議 録  

法 律 第 百 三 十 三 号 （昭 二 五 ・五 ・二 ） ◎電 波 監 理 委 員 会 設 置 法 . 

（テレビ関 係 ） 

第 ０１１回 国 会  電 気 通 信 委 員 会  第 １号 ，昭 和 26 年 9 月 11 日 （火 曜 日 ）. 

第 ０１２回 国 会  電 気 通 信 委 員 会  第 １号 ，昭 和 26 年 10 月 16 日 （火 曜 日 ）. 

第 ０１２回 国 会  電 気 通 信 委 員 会  第 ６号 ，昭 和 26 年 11 月 7 日 （水 曜 日 ）. 

第 ０１２回 国 会  電 気 通 信 委 員 会  第 １４号 ，昭 和 26 年 11 月 29 日 （木 曜 日 ）. 

第 ０１３回 国 会  電 気 通 信 委 員 会  第 ２号 ，昭 和 27 年 1 月 25 日 （金 曜 日 ）. 
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第 ０１３回 国 会  電 気 通 信 委 員 会  第 ３号 ，昭 和 27 年 2 月 19 日 （火 曜 日 ）. 

第 ０１３回 国 会  電 気 通 信 委 員 会  第 ４号 ，昭 和 27 年 2 月 20 日 （水 曜 日 ）. 

第 ０１３回 国 会  電 気 通 信 委 員 会  第 ６号 ，昭 和 27 年 2 月 23 日 （土 曜 日 ）. 

第 ０１３回 国 会  電 気 通 信 委 員 会  第 ８号 ，昭 和 27 年 3 月 4 日 （火 曜 日 ）. 

第 ０１３回 国 会  電 気 通 信 委 員 会  第 ２０号 ，昭 和 27 年 5 月 15 日 （木 曜 日 ）. 

第 ０１３回 国 会  電 気 通 信 委 員 会  第 ３５号 ，昭 和 27 年 6 月 9 日 （月 曜 日 ）. 

第 ０１３回 国 会  電 気 通 信 委 員 会  第 ３６号 ，昭 和 27 年 6 月 10 日 （月 曜 日 ）. 

第 ０１３回 国 会  電 気 通 信 委 員 会  第 ５３号 ，昭 和 27 年 7 月 30 日 （水 曜 日 ）. 

（原 子 力 関 係 ） 

第 ０１９回 国 会  予 算 委 員 会  第 ２２号 ，昭 和 29 年 3 月 3 日 （水 曜 日 ）. 

 

１０．原 子 力 委 員 会 月 報  

VOL.1 NO.1「原 子 力 委 員 会 の発 足 に際 して」，昭 和 31 年 1 月 13 日 ． 

VOL.1 NO.２「日 本 原 子 力 研 究 所 敷 地 予 定 地 の視 察 」，昭 和 31 年 ． 

VOL.1 NO.３「米 国 ブルックヘブン原 子 力 調 査 団 の来 日 」，昭 和 31 年 ． 

 

 

１１．新 聞 関 係  

『読 売 新 聞 』，『毎 日 新 聞 』1951 年 8 月 24 日 . 

『読 売 新 聞 』，『毎 日 新 聞 』，『朝 日 新 聞 』1951 年 8 月 28 日 ． 

『読 売 新 聞 』,1951 年 9 月 5 日 ． 

『読 売 新 聞 』，『毎 日 新 聞 』1951 年 9 月 12 日 . 

『朝 日 新 聞 』1954 年 9 月 4 日 夕 刊 . 

『読 売 新 聞 』1955 年 1 月 1 日 朝 刊 ． 

『読 売 新 聞 』1955 年 3 月 16 日 朝 刊 ． 

『読 売 新 聞 』1955 年 4 月 29 日 朝 刊 ． 

『読 売 新 聞 』1955 年 5 月 7 日 朝 刊 ． 

『読 売 新 聞 』1955 年 5 月 9 日 朝 刊 ． 

『読 売 新 聞 』1955 年 5 月 11 日 朝 刊 ． 

『読 売 新 聞 』1955 年 5 月 14 日 朝 刊 ． 

『読 売 新 聞 』1955 年 5 月 20 日 夕 刊 ． 

『朝 日 新 聞 』1955 年 12 月 21 日 朝 刊 ． 

『朝 日 新 聞 』1956 年 1 月 13 日 夕 刊 ． 

 

 

１２．関 係 論 文  

藤 村 ・山 崎 ・日 野 川 ・奥 山 ・兵 藤 ・木 本 「マンハッタン計 画 の史 的 検 討 」『科 学 史 研

究 』NO.149（1984），pp．54-60． 
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山 崎 正 勝 「第 二 次 世 界 大 戦 期 における原 爆 の物 理 学 的 研 究 と核 兵 器 工 学 の成 立 」

『科 学 史 研 究 』NO.160（1986），pp．225-234． 

山 崎 正 勝 「第 二 次 世 界 大 戦 期 における英 米 の独 原 爆 察 知 問 題 」『東 京 工 業 大 学 論

叢 』NO.12（1986），pp．171-178． 

山 崎 正 勝 ・永 田 忍 「第 二 次 世 界 大 戦 期 における原 爆 の事 前 予 測 」『東 京 工 業 大 学

論 叢 』NO.13（1988），pp．63-69． 

山 崎 正 勝 「ロスアラモス研 究 所 に おける原 爆 の開 発 と製 造 」『東 京 工 業 大 学 論 叢 』

NO.16（1990），pp．211-221． 

James Schwoch, “Crypto-Convergence, Media,  and the Cold War: the Ear ly 

Global izat ion of  Televis ion Networks in the 1950s”, Media In Transit ions 

Conference, MIT, May 2002, （Northwestern Univers ity,  Center for Internat iona l  
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David K. van Keuren，“Cold War Science in Black and White:  US Inte l l igence 

Gather ing and Its Scient i f ic  Cover at the Naval  Research Laboratory, 1948-62，”

Naval  Research Laboratory，Socia l  Study o f  Sc ience，Vol.31 No.2 (Apri l  2001);  
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Ｍｉｃｈａｅ ｌ  Ｅｃｋｅｒｔ，“Strateg ic Internat ional ism and the Transfer o f  Technical  
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The United States,  Germany, and Aerodynamics a fter World WarⅠ，“ 

Technology and Culture，VOL.46，Jan. 2005， pp.104-131． 
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